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国 際 情 報 の 竃 状 と展 望
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序 に 代 え て

電子計算機に よる情 報処理は,社 会 経済の発展 にともな う各種 情 報 の 蓄積 ・加工 ・供給を最 も有

機的 に効果的 に進め る担ない手 として,最 近 とみにその役割の重要性が認識 されてきてお ります。

また,情 報処理 そのものも,第3世 代電子計算機 の登場以来,そ の利用分野の拡大 とともに経営の

意思決定 システム,コ ンピュータの不特定 多数による共同利用 とい った高度化の方向が検 討されつつ

あり,従 来 の事後処理的な利 用か ら見ると現在 の情報処 理は大きな発展期 を迎 えているともいえます。

このよ うな情勢 において,情 報処理お よび情報処理産業 の前途 には,幾 多の解決を要す る課題 があ

りますo

す なわち・情報処理 産業発展 の要件お よびそれが他産業に与 える影響 といった日本経済の動 向に関 .

連す る諸問題を始め,同 産業が提供すべ き情報お よび情報処理 の種類,情 報お よび情報処理のサー ビ

スの体制,情 報処理のためのハー ドウエアおよびソフ トウエアの技術,各 種の標準化,情 報処 理技術

者の養成な どであ り≧す。

当財団は,昭 和42年12月20日 に関係政府機 関,・産業界のご支 援を得て設立されまして以来,こ

れら情報処理に関す る問題 の解決のため,各 種 の事業を実施 してお りますが,情 報処理 と情報処理

産業の動向と影響調査」は,日 本 自転車振興会の機械工業振興資金 による補 助を受けて実施 した 「昭

和42年 度 情報処理調査研究補 助事業」の一環 であ り,調 査内容 としては,情 報処理の需要動向,国

際情報 の動向,情 報処理技術の動向,ナ シュナル情報 システムの動向の4分 野を取 り上 げ各 々各界の

有識者 による小委員会を組 織 し,主 として定性 的な動向を把握することを 目的 としてお ります。

本報告書は,こ の うち,国 際情報の現状 と将 来の展望 に関する調査結果 をとりまとめた ものであり

ます。なお国際情報 としては,広 義では政治,経 済,社 会,文 化な どに関す る国際的なあ らゆ る情報

が含 まれます が・本調査 においては?そ の目的上狭義 の国際情 報す なわち経済的情報(輸 出 ・輸入

技術導 入 ・技術輸 出,外 資導 ㌔ 海 外投資な どの国際取引のための情報)を 主 として取 り扱 弓ことと

いたしましたo

最後に・本報告書取 りまとめにご尽力下さった国際情報 システム小委員会の委員各位および有益な

ご意見を寄せられた関係各位に感謝の意を表しますとともに幸いにして本報告書が,各 方面に利用さ

れわが国の情報処理産業発展に寄与できますよう念願いたす次第であ ります。

財 団法人 日本 情報処理開発 セ ンター

会 長 難 波 捷 吾
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第1章 国際情報需要の増大とその背景

1.国 際 取 引 と情 報 需 要

(1)国 際 情報需 要の増大

情報需要 とい う面 か ら,国 際取引をみた場合,国 内取引に比べて

イ)地 理的に遠隔地 間の取 引であること

ロ)商 慣 習,取 引制 度の異なる者 の間の取引であること

ハ)趣 味,嗜 好の異 なる市場 を対象 にしているこ と

二)支 払手段が異なる こと

ホ)言 葉 が異 なるこ と

など,国 内取引にない数 々の特性を もっている。 このため,国 際取引の場合には,国 内取引の場合

にはアプ リオ リにわか ってい るよ うな基礎的な情報 さえ も必要とな ることも多 く,国 際取引におけ

る情報需要は,本 来 きわめて大 きいとい うことがで きるであろ う。

しか しながら,貿 易,海 外投 資,技 術取引 といった国際取引の分野において,情 報需要 の量が具

体的 にどの位 あり,ま た,そ れが どのよ うな推移 をた どってい るかを,数 字的に明確 にとらえるこ

とはきわめて難 しい。

国際取引に使われ る情報その ものが新聞,雑 誌等に掲載されている記事から企業がぽ う大な費用

と時間をかけて,独 自に調査収集した極秘情報に至 るまで非常に多種多様であり,範 囲を限定す る

ことが困難 であるばか りでな く,統 計的 に把握できる分野 は現状 では,き わ めて限 られ てい るか ら

である。

さらに,こ れ が一応可能 となったとしても,互 いに異な った性質を もち,異 なった手段 で伝達,

処理 され る情報を総合的,統 一的 に一つ の尺度 で表示することは,「 層,困 難を伴 うからである。

しか し,国 際情報の量とその動 きを数字的 にとらえることは難か しいに9しても,定 性的に,ど の

ような方向に向っているかを推測す ることは,不 可能ではない。

表1-1か ら,表5-5ま で に,情 報需要を示す と考え られる幾 つかの指標 一 外国郵便数,国

際電報数,図 書 ・新聞発行数な ど一 を掲 げてある。

もちろ ん,こ れらの指標を,一 つ一 つとり上げて議論すれば,問 題 はある。例 えば,外 国郵便,

国際電報 といって も,国 際取 弓以 外のために利用 されているものも含 まれているのではないか,1

通 当 りの情報量の増減をみなけれ ば,全 体としての情報量の動きはわからないのではないか,等 々

である。

しか し,こ うした問題 はあ るにしても,こ れらの数値 の動 きか ら判断すると,国 際情報に対する



一4-一

需 要は,ほ ぼ一貫 して増大 の傾向にあると推察 することはできるであろ う。

表1-1外 国郵便数(受 領s発 送計)

(百万通

次国 名 1960 1961 1962 1963 1964 1965

米 国 1,557 2,234 2,262 2,404 2,655

英 国 903 905 911 942 958 1,001

西 独 759 823 853 848 970 1,050

フ ラ ン ス 328 384 470 435 425 426

日 本 109 118 122 133 146 159

(資 料)国 連統計年鑑

(注)フ ランスは発送分のみ

ア メリカの1962年 の数値 は不明

表1-2国 際 電報数(発 電,受 電計)

(千 通)

国 名 次 1960 1961 1962 1963 1964 1965

米 国 18,041
'
18,012 18,475 18,896 19,217 19,524

英 国 18,870 18,514 17,920 18,191 18,900 18,731

西 独 10,887 1q972 11,314 11,069 10,786 10,941

フ ラ ン ・ス 8,581 8,854 9,026 10,062 9,938 9β61

日 本 4,100 4,349 4,330 4,650 4,883 4,938

(資料)国 連統計年鑑

表1二3図 書 発 行 数

遮 、1957 1958 1959
-

196.0 1961 1962 ig63 1964 1965

米 国 13,142 13,462 14,876 15,012 18,060 21,901 25,784 28,451 54,378

英 国 20,719 22,143 20,690 23,783 24,893 25,079 26,023 26,123 26,314

西 独 16,690 19,618 16,532 21,103 21,877 21,481 24,216
.

25,204 25,994
〉

フ ラ ンス 11,917 11,725 12,0.32 12,072 12,705 13,282 1,1.478' 13.4791 21,ぎ51

ソ 連 58,792 63,641 69,072 76,064 73,999 79,140 77,・ら99 78,204

日 本 25,299 24,983

～

24,152 23,682 24,223 22,010 22,897 24,049 24,203

(資料)国 連'統計年鑑'w
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表1-4新 聞 紙 消 費 量'L

年次 総 計(千 トン)
T

1人 当 り消費量(キ ログラム)
1955 1.

1955 、

国名
～59

(平 均 〉

1962 1963 1964 1965 ～59

(平 均)

1962 1963 1964 1965

米 国 6,140.5 6,773.0 6,720.0 7,238.0 7,559.2 35.7 36.3 35.5 37.7 38.9
英 国 1.1093 1.3685 1β32.8 1,404.5 1,381.0 19.7 25.6 24.8 26.0 253
西 独 416.7 608.1 615.7 682.7 730.2 7.8 10.7 10.7 11.7 12.4
フ ラ ン ス 4593 508.9 508.9 547.1 542.8 10.4 10.8 10.6 11.3 11.1
ソ 連 324.0 489.3 515.6 560.6 662.2 1.6 2.2 2.3 2.7 2.9
日 本1 544.9 899.6 1,027.5

F

1,209.9・ 1,1593、

:

6.0 9.5
|
10.7
i
12.5 11.8

(資料)国 連統計年鑑

表1-5'日 刊 新 聞 発 行 数

年 次 1958
1965 、

国 名＼ 総 発 行 数

(千 部)

人 口千人当り

発行数(部)

総 発 行 数

(千部)

人口千人当り

発行数(部)

米 国

英 国

57,370

※

29,100

327

※.

573

60,358

26,100

310

479

西 独 16,431

※

300

※

19,264 326

フ ラ ン ス 10,733 246 11,872 245

ソ 連 31,454 151 60,948 264

日 、 本1'3⑤656

1 1

398 44,134 451

一

(資 料)国 連統計年鑑

※ 英国1954年 ・ フランス1956年

(2)国 際情報需要増大の原因 .、 、

このように・嘩 取引分散 おいて・融 需 が増 .口 訣 鋼 ↓ 輪 種。のもの培 え

られるが,基 本的には,次 の3点 を指摘することができる
。、

イ)国 際取引の量が増大してきたこと

取引に腰 な蹄 の霜融 もちろん・虫引量砒 肌 工蜘 ぷ 繊 ではない諏 引噺 に

期 する基礎的蹄 晒 醐 量カミ齢 しても培 えないであろう・,聯 の取引の馴 瞳 的
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拡大 だけであれば情報需要 の増加 もそれほ ど大 きくはない と考え られ る。

ここでは,新 しい市場 への進 出,新 製品,新 技術の 出現 とい った質的な変化を避 いながら・国

堅取引の量塗増大 して・きた ζとを意味してい る。

ロ)国 際競 争が一段 と激化 していること

競争が激 し くなれば,こ れに勝 ち抜 くために,各 企業の求 める情報 の内容 もよ り詳 しくな り,

したがって量 も多 くなることは,い うまでもない。

ノ〉 情報の収集,伝 達,処 理手段が発達 したこ と

情報需要が増加 した といっても,観 念的に欲求が増えた とい うだけでな く,こ れを現実の もの

とするためには,そ のた めの手段 がな くてはならない。

この意 味で,憧 報需要増太 と情報充足手段の発達は表裏一体を なす もの とい うべ きであろ う。

'以 下
,こ れ らの要因 について,簡 単に眺めてみることに しよ う。

(3)国 際 取引 の増大 と国際競争 の激化

幽 雌 親 裁 雛 工業国間の蜴 を中心に拡大を働 ・過去・・輔 に凶 年平均伸び

率6.5%)に 増加 した。 と りわけ,図1-1に み られる ように1960年 代 に入って・着実な増加

を示 して㌧・る。

地域別 にみると,先 進国貿易および共産圏貿易の拡大 が順 調であったのに対 し・発展途上国貿易

の伸び悩 みが特徴的であ るが,発 展途上 国貿易についても,拡 大傾向にあることは間違いない。

と'くに西欧,日 本 の経済成長,EEC結 成 による貿 易拡大効果,米 国の高成長持続等に より,先

進国貿易,な か んず く先進国間貿 易の増勢は一段 と加速化 してお り,世 界貿易拡大の推進力 となっ

ているo

また,商 品別 には,先 進 国貿易の進展を通じて,先 進 国貿易の重化学工業化が進 んでいるのが注

目される。'

このような取引量の増加に加 えて,先 進国の輸出構造 の同質化,あ るいは,発 展途上 国の追上げ・

拾頭 によって,国 際競争 は 日増 しに厳 しさを加 えてきているのが実情である。

次。魂 嚇 騒 きをみてみ。,。

図1-2は,1957～65年 の世界の民間直接投資,債 券取得の純移動を示 している。 ここで

も,貿 易の場合 と同様,投 資が増加傾 向にあることをはっきり読み とることることができるであろ

う。

とくに,近 年 においては,西 欧市場への米国大企業の進出にみ られるような」塑 些抱型投資が・

国際競争激化の大 きな要因になっそいる。

(4)情 報伝達,処 理手段 の発達

以上の ように,国 際間の取引の量が急速に拡大し,国 際競争が激化するに伴 って・各企業が取引

に必要とする情報の種類 と量は,当 然増大 してきていると考えられるが・他方では・こうした需要
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に即応 して情報を供給 し,伝 達 し,処 理する手段の発達 も著 しい。

その第1は,情 報のぱ 給エ旦 もΩが増加 してい ることであ る。

表1-3か ら表1-5ま でに示 す新聞;書 籍等の発行数の増加 がその'二端を物語 っている。

また,国 連,OECD等 の 国際機関を中心 に,国 際的に統計類 の整理,発 表 が着 々と進められて
一 類一、一 ←'沙'」t+一 －r

いることも重要である。

第2に,情 報を伝達する手段 が発達 した ことである。1つ は,交 通手段 の発達 によって国際間の
』 一

往来 が短時 間の うちに可能 とな り,現 地 で得た情 報を早 く持 ち帰 ることができるよ うになったこと

があげられ る。それに も増 して通信手段 の発達 は,国 際取引 におけ る距離 の遠隔 性を打ち消 しつつ

あると もいえよ うo

表1-1お よび表1-2に 示 す外国郵便,国 際電報 さらに 国際電話・ テレ ックス等 の増加が これ

を示 している。

第3に,こ の ように して得られた情報を取 引の判断の基礎 にす るために,こ れを処理 する手段 一

電子計算機 が発達 した ことであ る。世界の主要国における電子計算機 の設置台数の推移をみ ると・

表1-6の よ うに著 しい増加傾向にある。 もちろ ん,こ れがすべ て国際取引のために使用 されてい

るとい うわけではないが,少 な くとも電子計算機が国際情報処理 の一助 となρていることは間違 い

あるまい。

表1-6各 国の電子計算機設置台数の推移

(単位:台)

≧ 一1954 1955 1957 1959 1960 1,963 1965 1966

米 国 54 263 1,350 3,612 4,600 14,000 26;34'0 28,500

英 国 2 15 66 171 234 626 1,225 1,700

西 独 一 一 20 85 170 1,012 1,980 2,750

フ ラ ン ス 一 一 15 60 125 791 !,320 1,550

イ タ リ ア
一 一 10 55 100 592 1,000 1,15C

日 ・ 本
一 一 3 46 102 870 1,790 2,100

そ の 他

(25カ 国)

一 『 一 一 一 1,445 2,955 6,705

'計
56 278 1,464 4,029 5,331 19,336 36,610 44,455

1
{'

(資 料)日 本電子工業振 興協会資料に よる

(注)[そ の他25ケ 国 」お よび 「計」にはカナダ(1,000台)お よび ソ連(1・000台)

を含む。
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2.わ が 国 に お け 国 際 情 報 需 要 増 大 の 実 情 ・

(1)概 観

以上の よ うに,世 界的 に国際 情報需要 が増大 しているなかにあって)わ が国の実情はどのよ うに

なってい るであろ うかo

図1-3は,情 報量 を示す幾 つかの指標 と国際取引量を示す幾つかの指標 を1956年 を100

,と して 指 数 化 し一図に まとめ,そ れぞれの指標の動 きを明 らかに した ものである。

この図においては,情 報量を示 す指標(外 国通常郵便 国際電報,国 際電話)は,す べ て回数(通

敏ないし度数)の 推移を示 した もの であ り,国 際取引量を示す指数 については,統 計上 の制約から,

貿 易規格 外資導入 は金額,海 外投 資,披 講輸出,技 術輸入 は,件 数の推移を示 している。

なお,こ の図には,表 示 していな いが,云 レッ、クスはこの期間に 取Q倍 」久よρ増加を示 している 。

図1-3国 際 取 引 と 情 報

1,000

900

800

700

600

500

400

300

200

100

海外投資

技術導入

国際電話

〃貿 易
外国通常郵便

195657585960616263646566
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郵 便,電 報,電 話等 については,1回 当 りの情報量をみないと,厳 密には,情 報需要 の増 減を云

々す ることはできないが,こ れらに要す る費用がかな り高い ことか ら考えて,1回 当 りの情報量は

「般 に増加 している(少 な くとも・減少 してはいない)と 考えるのが常識的 であろ う。

とのよ うな点を考慮 に入れ・ながら,図1-3を み ると,次 のよ うな点を指摘 することができる。

イ)わ が 国におい ても,世 界的にみ られ る傾向 と同様に国際取引の増大 と～ これに伴 う情報量の増

加 傾向を認 めることができる。.

ロ)外 国郵便,国 際電報 の伸びは,図 上では取引量の伸びを下回 ってはい るカ},前 述 の理 由を加味,

すれば,情 報量 はここに示 され てい る以上 の増加を している もの と考えられる。

ノう ここ数年の国際電話,テ レ ックスの度数 の急激 な増加 は,こ れらの手段の発達 もあるが,国 際

取引の増加お よび国際競争の激化 を背景 とす る情報需要 の急増を裏書 きしているもの と考え られ

るo

以 下貿易を中心に,,こ の 間の事情をやや詳 しくみてみ ることに しよう。

(2)貿 易 と↑青幸艮需要

わが 国貿 易 規模叉輸 出入額合計)は ・通関{← ス で・1957年 の71・4億 トシしカ・ら・1967輌 ま221・1

億ト・べ,過 去ユ 靱 約繊 世界貿易 姉 吐 廻剤齢栃 巳 。とく噛 近の伸び嬉 しい。

このような貿易規模の急速な拡大に対応する情報需要の拡大旦姻 些鯉 とおりである。

まず ・箋 注,掴 鞭 ・国際融 ・国際電話・テレ・クス等の情紘 達手段から蜘 される情

事罎 の動きと貿易との関係である・大体礪 係は・図 ・-3か ら雄 測されるが・これらの相関を

と っ て み る と,次 の と お り,か な り高 い。 と くに テ レ タ ク ス ・ 国際 電 話 に つ い て は ・ 貿 易 規 模 の 拡

× に伴 っ て加 速 的 な 伸 び を 示 し て い る の が 注 目さ れ る 。

logy1=0.734十 〇.66310gx

(R-0.968)

10gy2=1.953十 〇.3431ugx

(R-O.988)

logy3-0.077十1.15710gx

(IR=0.956)

logY4一 三1.706十2.07410gx

(R=0.902)

・ 賜 額(通 関輸 出入額計)1.(億 ド・レ)

y1外 国通常郵便

y2国 際 電報

y3国 際電話

Y4テ レ ッ2ス

(』千通.)

(万 通)

(千 回)

(万 度)
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囲 データ期間 は・いずれ もこ957-66年 の10年 間

・鱗 潟 湖 支店,駐 韻 事務所等の個・の企業の海外情報ネ・ト・一クと賜 との関係であ る。

これらの海外事業所は必ずしも海外の情報収集を目的としているわけではないが,少 な くともそ・

の一翼を担っていることは間違いない。

イ)在 外事務所の設置数 本社派遣'従業 員 数は,貿 易規模の拡大と密接な関連を もって増加して

いるo

logy1==1.606十 〇.72510gx

(R=0.962)

logy2==1.999十 〇.78410gx

(R=0.964)

x貿 易 額(通 関 輸 出 入 額 計)

y1在 外 貿 易 事 業 所 数

y2在 外 貿 易 事 業 所 本 社 派 遣 従 業 員 数

囲 デ ー タ期 間 は,

(億 ドル)

(所 数)

(人)

いずれ も1960-67年 の8年 間

このことは,在 外事業所を通 ずる積極 的な宣伝,販 売活動 もさることながら,こ れ らの情報収

集機関 としての重要性を物語ってい るものといえよう。

ロ)在 外事業所を設置 している企業の内訳 をみる と,商 社以外のウエイ トが非常 に増 えて いること

が注 目され る0

1961年 には商社以外の ものの比率 は22.5%で あ ったが67年 には41 .7%と,こ の間に

2倍 の比重を占めるに至ってい る。これはメーカー一一の直接輸出が増大 してい るこ とに も照応するが,

一 面・貿易取引のための情報需要が商社以外の企業 にもたかまっていることを示 してい るもの と

考えられる。

ノ〉 在外事業所の種類 からい うと,駐 在員事務所の増加 が著 しい。おそら く,在 外事業所 に対す る

情報収集機関としての役割への期待 が高 まっていることの証左 であろ う。

唾 ∋ 国内働 ・賜 情報に対す・需要の動きであ・.かか・譲 動向につい ては,マ

ク ロ的に指標を求め ることは難 しいが,情 報サー ビス機関へ の情報照会件数等か ら,お お よその

動きを推測することはで きるであろ う。

表1-7は,一 例 としてジェ トロの貿 易資料センタ"一事業 におけ る過 去3年 間のサ一一ビス実績

を示 している。

わずか3年 間 ではあるが,こ れ までにみて きたマクn的 な指標をはるか に上回る著 しい情報需
＼

要の伸びを認めることができる。

、

/
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表1-7日 本 貿易振 興会(ジ ェ トロ)貿 易資料 センター事業 におけるサービス実績

1965 1966 1967

貿 易資 料 セ ン ター(東 京)

○ 来 館 者 数(人)
※ 丁7

,790 9,516 10,747

○ 出 納 冊 数(冊)
※

49,130
※75

,254 135,755

○ 資 料 相 談(件) 14,037 16,723 30,140

○ 文 書,電 話,テ レックスによる照 会件数(件) ,1,695 4,374 9690

○ 複 写 サ ー ビ ス(枚) 29,680 38,277 55,061

○ 情報機械検索依 頼(テ ス ト)件 数(件) 0 46 98

同 上 検 索 記 事 数(点) 0 5,000 12,375

大阪 本部 資 料 室(大 阪)

○ 来 館 者 数(人) 7,342 7,344 8,155

○ 出 納 冊 数(冊) 16,412 14,160 15,600

囲 ※印は1部 推計を含む。

傘 繍 処理手段として磯 子講 機の利用状況であ・.表 仁 ・‥ 近 ・ケ年の離

別電子計算組 織実働推移を示 しているが,わ が国におV'・ぞ も,近 年 の電子計算機の増加状況は著

しくへ亘社関係 の尊人 も目立 っている。 しかしなが ら,後 述の ように国際 情報の処理㌘た めの利

用は,各 企業 の情報量 が まだそれほど多くないためか,現 在 までの ところあまり進んでいないの

が実情の ようである。 ・

表1-8'最 近3ケ 年業種別電子計算機組織実働推移

(各年9月 現在)(単 位:台 数セット,金 額百万円)

年 次 1965 1966 1961

業 種 名 台 数 金 額 台 数 金 額 台 数 金 額

農 業
一 一 一 一 一 一

林 ・ 狩 猟 業
一 一 一 一 一 一

漁 水 産 養 殖 業 一 一 一 一 一 一

鉱 業 13 779 13 874 21 1,091

建 設 業 14 823 17 1,098 32 2,211

食 品 29 1,356 34 2,119 60 3,128

繊 維 85 3,681 61 4,017 60 4,334
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年 次 1965 1966 1967

業 種 名 台 数 金 額 台 数 金 額 台 数 金.額

紙 ・ パ ル プ 9 360 12 692 20 900

出 版 ・ 印 刷 11 303 15 400 9 242

化 学 ・ 石 油 134 乳671 173 12,635 207 14,743

硝 子 ・ セ メ ン ト 22 1,706 26 2,211 32 1,829

鉄 鋼 82 7586 102 8,994 151 14,289

非 鉄 金 属 35 1,574 40 2,211 45 2,161

機 械 38 2,809 57 4,126 74 5,603

電 気 機 械 168 18,088 212 21,881 262 2乳327

輸 送 用 機 械 110 10882 133 1鋭042 175 17818

精 密 機 械 37 1,037 45 1,913 63 2,455

そ の 他 製 造 業 . 41 2,974 45 3,335 107 5,0.ユ1

卸 小 売 ・商 事 154 乳305 240 12,723 352 15,357

金 融 108 15,145 155 19,798 217 25,493

保 険 74 9,911 90 12,390 100 ユ3,228

証 券 56 7090 60 7275 58 8,305

不 動 産 一 一 一 一 1 6

運輸 通信・報道 63 4,729 83 5,577 141 8,883

電 九 ガ ス,水 道 31 4,706 36 5β27 50 η68

サ ー ビ ス 業 85 844 103 10,437 204 15,817

病 院 一 一 一 _〉 一 一

大 学 99 5,348 125 7,705 164 乳111

一

高 校 1 5 2 18 7 79

そ の 他 の 学 校 一 一 2 84 13 361

地 方 公 共 団 体 34 2,765 60 5,152 ミ120 6,978

政 府 71 8,857 98 12,235 114 15,305

政 府 関 係 機 関 48 7,437 78 11,555 110 1鋭838

法人 団 体 ・農 協 29 2,411 40 3,513 64 47]7

宗 教 法 人 一 一 『
2 1 23

分類 不 能 の産 業 2 55 2 55 6 3,238
,一

合 計 1,683 149,797 '2
,159 193,394 3,040. 253,688
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な お,貿 易以外の国際取引に㊥いても,貿 易の場 合と同様の関係を見 出し得 る。

例 えば,海 外投資 と外 国郵便セの 間 には,次 の ような密接 な関係が認 められる。

貿 易について,上 に述 べたところは,他 の国際取 引についても,お そらく当ては まると考えてよ

いであろ う。

10gy=0.824十 〇.53910gx

(R-0.973)

x海 外投資件数(件)

y外 国通 常郵便(千 通)

囲 デー タ期間は,1957～66年 の10年 間

(3)因 子 分析法 による情報量の増加傾向分析

これ までに述べた ところか ら,わ が国の場合に も・国際情報需要が増加傾向をた どっていること

は大体推測 され得るが,最 後に,因 子分析法 によって,再 度 この点 の分析を試みてみよ う。

前節で述べたように,一 概に情報とい●てもその種類は種々雑多であり,情 報の量を測るための

単位を定めることはきわめ難 しい。そこで,情 纏 の大小と関連する楡 の搬 の動きから・情

報量の動きを間接的に推察する方法をとることにする。

搬 に・璽 里雪幽 す・情報の量が国際取引噸 ある醐 醐 と鵬 関係にあることは明ら

かであろ う6い ま,国 際情報に関連があると推定される海外活動に関する各種の指標を一種類に偏

しないよう選び出し,こ れらの指標を基礎変数として合成変量を作れば,こ れを国際情報に関する

新 しい変量,す なわち,、情報量の指数と仮定することができるであろう。したがって・ この新たな

指数によって表わされる傾向線は,国 際情報の量の動きを間接的に表わしているということができ

るo

ここに,指 標として,次 の16種 を選び,1960～67年 の時系列データをそれぞれ作成した。

(参考資料1参 照)

① 輸 出 額

② 輸 入 額

③ 海 外 投 資 件 数

④ 技 術導 入 に よる 外貨 支払 額

⑤ 技 術 輸 出に よる外 貨 受 取 額

⑥ 海外旅行(観 光を除く)に よる外貨支払額

⑦ 日本 企業 の在 外 貿 易事 業所 数

⑧ 日本企 業 の在 外 貿 易従 業 者 数

⑨ 在 外 事務 所 経 費支 払分

⑩ 国際貨 物輸 送 指 数
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⑪ 国 際 旅 客 輸 送 指 数

⑫ 雑 誌 お よ び 定 期 刊 行 物 輸 入 額

⑬ 輸 出 広 告

⑭ 外 国 航 空 郵 便 通 数

⑮ 国 際 電 報 通 数 ・

⑯ 国 際 電 話 度 数

図1-4(1),(2),(3)s.(4)は,こ れ らの指標 の動 きを示 している。各指標は,そ れぞれ異なった単

位 で測 られているので,図 のよ うに平均値 と標準偏差 とか ら標準化 した指数 を作 り,こ れを比べ て

みると,非 常によく似た傾向を もっている。

(相 関係数 は,参 考資料2に 示す ように,ど の指標の間でもO.90以 上 である。)

4・
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図1-4 (3)
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これら16種 の指標 が何 らかの意味で情報量 と関連 してい るもの とすれば・ 情報量の動き もこれ

らと同 じ傾向を示す ものと仮定で きる。従 って,16個 の指標を総合 して合成変量を求 めれば,そ

加が情報量の増加を示す指数 だとみることが できるであろ う。図1-5は ・ 因子分析法によって・

16個 の 指標に与え るべ き最適な ウエイ トを算 出した上 この ウエイ トによ り加重平均 して求めた

傾向線である。

明 らか に情報量は, 、増加傾向を示 してい る。 とくに最近の増加率は大 きい。国際取引における情

報需要は,加 速的に増加 している もの と推論す ることができるであろ う。

図1-5
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囲 合 致変 量 をY,16個 の 指標 をXi

(i=1.2-…16)と す る と

Y=ΣAiXi+40
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第2章 国際情報需要および処理の現状

1.輸 出 入 取 引 情 報

(1)輸 出入取引の変化 および情報需要の増大

① 輸出取引形態 の変化 に伴 う国際情報需要の増大

明治以 前の出島におげる取引および明治初期のいわゆる商館貿易時代には,外 国のバイヤーが

日本へ来て,わ が国の製造業者から商品を買付け,輸 出が行なわれた。 この場合は,わ が国業=者

が,相 手側バ イヤーの提示する取引条件 に応 じるか否かだけが取引の成否を決 めており,取 引に

関する情報は,相 手側 バイヤーの提供するものに限られていた。そのために,こ の時代 には輸出

取 引とい って も,国 内取引とさほ ど変 らず,む しろ国 内取引 よりも,こ の場合の方が輸出相手側

側の信用状態 も分らなければ,輸 出相手国の市場状況 も分らず,た だ出島な り商館が取引の場 とな

っていた といえ よう。

商館 における取引の増加 に伴 い,国 内における集荷機能や,製 造業者に対する前貸 し等,商 社

機能 の必要性 がたか まるにつれ て,国 内問屋のなかか ら貿 易担当部門を拡充するところや,貿 易

を専門 に行なら商社になる ものが増 えてきた。 また,交 通 通 信,運 輸手段の発達 もあい まって,

商 館貿易から直貿時代へ と移 っていき,そ して,現 在 に至 っている。

直貿形態は,そ の取 引形態か らみ て,次 の3つ に区分され る。

イ)相 手側輸入業者 と手紙,電 報な どに より取引を行 なっているもの

ロ)商 用旅行者の海外派遣あ るいは,海 外に出張所,連 絡事務所,支 店を設け,相 手側輸入業者

と直接コンタク トして取引を進め ているもの

ハ)海 外に自社 の販売会社を設 け,自 社の販売網を設けて商品を販売 しているもの

このよ うな取 引形態の推移に伴 い,必 要 とされる情報の量は,非 常に増 えてきている。

そこで,想 定 され うる取引の系列を図示 してみ ると,次 の よ うにな る。
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輸出に従事する業者

1.製 造 業者 で,直 接輸出を行な

ってい るもの

2.わ が国商社(総 合商社,専 門

商社)

3.在 日外国商社

4.外 国会社の対 日買付け事務所

輸入に従事する業者

ユ.わ が国製造業者で,外 国市場 で自己販売 してい

るもの

本邦商社 で外国市場で自己販売 してい るもの

外国の製造会社で,わ が国商品を直接輸入,販

売 しているもの

・・遡.外 国の製造業者で,わ が国か ら部品,半 製品を

輸入 している もの

コンセッショ不アー

輸 入 業 者

卸売業者 で輸入を兼ねているもの

8.コ ミッシ ョン ・エージェン ト

大量小売販売機構な ど小売業者 でわが国から直

接 輸入 してい るもの

外国の公共機関な どで入札等 によりわが国製品

を輸入するもの

以上に図示した取引系列に沿って,い ろいろの種類の市場情報,取 引情報,価 格情報が流れて

いるわけであるが,輸 出に従事する業者と輸入に従事する業者の系列により,そ の量は異なる。

売り手と買い手の関係をみる場合,常 に利害関係が一致 しているもの,例 えば下記に例示する

ようなものについては,可 能な限りの情報が交換されているとみられる。

わが国製造業者 一 わが国製造業者で自己販売を行なっているもの

わが国商社一 わが国商社で海外市場で自己販売を行なっているもの

外国会社の買付け・ シ買付け事務所をわが国に設けている外国会社

事務所

しかし,売 り手 と買い手の関係が取引を行なうという面でのみ利害関係を持ち・売り手は最 も

有利に商品を販売したいし・買い手は最 も有利に商品を買い付げたいというように・商取引成立

上 駆け引きが行なわれる場合には,売 買行為を行なう必要限度に情報の交換が制限されること

になる。それだけに,こ の ような場合は,輸 出相手先か ら入手 しうる情報 に限度があ るため,そ

の他の情報源からの情報入手の必要性 が多 いわけ であ る。

海外 の市場開拓 に当って,前 述の取引系列を設定 し,取 引を進 めてい くについて・必要 とされ

る情報量 も異 なる。

最 も簡単な例 は,外 国の輸入業者 が,わ が国で発行 されているダイレク トリーや在外公館,ジ
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エ トロ,わ が国の商工会議所 などか ら紹介を うけて ,わ が国輸 出業者に引合を送 ってくる場合 で

あ る。この場合,わ が国の商社 としては,最 も単純化 してみると,相 手側業者が信用状を送 って

取引する場合,相 手側の提示す る価格 を受ける ことが できれば,そ れ で取引が 成立する。 この よ

うに,受 身で取引を行 なっている場合は,商 館取引の場合に比べ,取 引が海をへだてた輸入業者

とわが国にある商社の間に成立するとい う違いだけで,追 加的に必要 とされるのは ,わ が国商社

にとって・信用状 を現金化する場合の為替レー トが幾らであるかとい うこと位 であ る。

ところが・その ような受身の形態から積極的 に海外市場 の開拓を図 り,取 引を進 めてい くにつ

れて,必 要 とされる情報量 は増 えて くる。有望輸出商品の発掘 ,選 定,有 望輸入業者の選定を 自

社で積極的に行な う場合偽 計 報・価格情報のほかに 制雑 報・暢 情報,業 者繍(信 用

情報 も含む)が 必要であ るし;そ の量 も増 えてくる。

まして,海 外で自社の販売網を設け,
.自 己販売を行な う場合に至 っては,必 要 とされるこれら

情報の範 囲はさらに広がる し,量 も多 くなる。例えば,自 己販売を行 な う場合は ,そ の販 売網を

形成 してい くうえで,極 端な例 をあげれば,自 己が販売 しようとす る商品の当該国における小売

業者すべての信用情報を必要とす る。 これ に基づいて,最 も有効 な販売網を作 りあげ ることがで

きるわけであ る。

この ように,輸 出取引形態 の推移に伴 って,情 報需要は増 加 してきている。今後わが国商品の

海外における販売力を強化す るためや,安 定的市場を確保 し,市 場開拓を有効に進 めてい くため

に,輸 入業者 まかせの取引から,自 ら積極的に市場 を開拓してい くものが増 え豆 また海外におい

て,・わが国商社や製造業者 で自己販売を行 なうものが増加 して くるため
,ま す ます きめの細かい

情報が大量に必要 になってこよ う。

② 輸出商品構成の変化を伴 う国際情報需要の増大

取引系列の面から情報の流れ とその必要量 については以上 にみた とお りであるが,一 方 ここで

は,輸 出され る商品の種類 によ.り,国 際取引面で取引情報が いかに増えているかについてみてみ

よ う。

商品の分類方法についてはいろいろあ り,SITC分 類 のようなもの,ま た食料,原 燃料 ,軽

工業 品,重 工業品 とい うよ うな分 け方 もあるが,商 品の特性 によってその取引上必要 とされる情

報の量に相違があるので,便 宜上,輸 出商品を次の3つ の カテゴ リーに分けて,考 えてみよ う。

イ)フ ァンシー ・グツズ

ロ)流 通商品

ハ)ソ フィステ ィケーテ ット・グ ッズ

近年のわが国輸出は,多 様化,高 度化 してきたといわれ,ま た輸出商 品構成上
,重 化学工業製

品の総輸出に占める割合がたか まってきたといわ れる。輸出商品の多様化は
,イ),ロ),ハ),

いず れの場 合にも進 んでいるといえるoイ)'の 場 合には,多 様化 と合わせて高級化 も進 められて
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お り,多 様化が単 に輸出商品の種類が増 えているとい うだけではな く,同 一 品種の 輸出商品 であ

っても,そ の品質面 からみて多様化 している ことが指摘できよ う。ハ)の 場 合は技術改良・技術

革新に伴 って,既 存の商品種類のほかでも各種の型がつ くられ,そ の うえに新技術商品の登場に

より,輸 出商品の多様化 が進 んでいる。

この3つ の カテ ゴ リーに分けて,そ の取引 に当って必要 な情報を,商 品の特性 にしたが って述

べ ると,次 の とお りである。

(イ)フ ァンシー ・グ ッズ

通常いわゆる雑貨 と呼ばれている商品がこの範疇 に入 るもの で,ソ フ ト・グ ッズ と呼ばれる

場 合 もあるっ この範疇 に入 る商品は,フ ァッション ・グ ッズ とも呼ばれ るように,流 行 により

売行きが左右 される場 合が多いため必要 とされ る情報は・通常の取引に必要 とされ る情報のほ

かに,と くに需要相手側の流行(色,デ ザイン)に 関する ものが多い。

回 流 通 商 品

国際取引上,こ の範 疇 に入る商品については,一 定 の規格 ない し申 し合わせがあ り,品 質に

ついて も国際的にグレー ドが決められている。

た とえば,綿 花,砂 糖,ゴ ム,綿 糸(何 ・番手の もの),人 絹 糸(何 デニールのもの),綿 布

(未 晒,晒 のなかで も,た て糸何番手の もの伺本,横 糸何番手 の もの伺本 とい うよ うに糸の折 ・

込み により,グ レー ドが決められている),鉄 鋼製品であれぽ丸棒,薄 板,厚 板(そ れぞれ品

質の規格 があ り,直 径な り,厚 さに よって,規 格が決 まっている)と い ったよ うな商品であ る。

いいかえれぱ相場商品 ともいえる。'この範腐 に入る商品は,世 界市場の ど こへ行 っても,相 場

が立ち,自 由に取引 されることが建前 となっている。そのため,こ の取引に当って必要 とされ 、

るのは,制 度上 自由な流通を制限 してい るかいないかとい う制度情報 と価格情報の迅速な入手

であ る。

←・)ソ フィステ ィケーテッ ド・グッズ

通 常この範疇 に入 る商品は・重化学工業品 と呼ばれる ものであ るが・雑貨あるいは雑製品 に

含まれてい るもののなかに も,こ の範疇 に含 まれる ものがあ る。一般的には技術商品 とも呼ば'

れ てい る。この範麟の商品の取引については・個 々の商 品によりそれぞれ技術的特性が異なる

ために,単 に品質 とい。ても,一 概 に畷 できない難 しさがあ る。その泣 にこの輪 に入る

商品については個 々の商品 ごとに,イ ン ダ ス トリアル ・デザ インに関するもの,技 術 的特性

に関す るものが,価 格情報 と並んで必要 とされる。

わが国輸出商品構成の高度化 といわれるよ うに,近 年 におけるわが国輸出に 占めるソフィステ

ィケーテッ ド・グ ッズの輸出比率は高 まってきてい る。 この種商品の取引を進めるに当 っては,

フ ァンシー ・グッズや流通商品の取引に比べ,は るかに多 くの情報が必要 であ り,こ の種商品

の輸 出増加に伴 って,国 際取引情報の需要は増えてきている。
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③ 国際情報の伝達,入 手経路 手段

国際時報の伝達,入 手経路を図示すると,次 のとおりである。

(在 外)

輸入に従事する者

商社,製 造業者の支店,
出張所,連 絡事務所

商社,製 造業者の一時
的出張者

銀 行

信用調査機関

在外公館

ジェトロ ・アジア経済

研究所

海外派遣調査団

外国の経済団体,業 界
団体

新聞社

外国通信社

広告エージ ェント

放送会社

出版会社(大 学,研 究
所等の出版部門も含む)

市場調査会社

海運会社

(国 内)

製造会社 『

商 社

通産省,外 務省等の中
央官庁

ジェ トロ ・ア ジア経済
研究所等

地方庁

銀 行

経済団体,業 界団体

新聞社

通信社

広告エージェント

放送会社

書籍取次店

信用調査機関

市場調査機関

海運会社

出版会社

駐日外国公館

図書館'

製

造

業

者

＼
"
,

＼

》

/
/
社

在外におけ る情報入手先 としては.こ こに図示 した もののほかに,国 連,IMF等 の国際機関,

商 品取引所,ブ ローカ「な どがある。 また,在 外,国 内 ともに,図 示する必要か ら,各 種の団体,

企業を並列的に並べたカ㍉ 実際の情報 の流れは,在 外から国内へ と直線的に結び付け るような簡

戦 ものではない・ある場合 には・在外 幽 示猷 ているもの同志で織 の相互伝齢 行 なわれ,

また,一 方が他方の情報源となってい る場合もあ る。同様の事柄は,国 内の場 合につい て もいえ

る こ と で あ る 。

こ の 在 外 と国 内 を 結 ん で 情 報 を 伝 達 し て い る手 段 と し て は ,以 下 の も の が あ げ ら れ る っ

電 報

テ レ ッ ク ス 〉 、 ・'・ ・ 『

テ レ フ ァ ッ ク ス

.電 話
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郵 便(航 空便,船 便)'

新 聞

雑 誌

単行本

その他 の出版物

このほかに,入 の往来 による情報の伝達 も,過 す ることはできない情報伝達手段 としてあげ

れ よう。

④ 国際情報の種類

通常,国 際取 引上必要 とされる情報の種類を大 きく分けてみ ると,次 の5つ に分けることがで

きる。

イ)為 替↑青幸艮

ロ)市 場情報(商 品情報を含む)

ハ)価 格情報

.二)取 引情報

ホ)業 者情報(信 用調査を含む)

これ らの情報を性格 別に分類すると,体 系的に蓄積 でき,豊 富化されてい くもの・ 経 済 ・貿

、 易の動向,商 品の需給関係の動きによって刻 々に変 ってい くもの,情 報伝達上・迅速 性 が 要 求

されるもの,取 引成立上,直 接必要 とされるもの,取 引に当って入手 しておいた方がよい もの,

・入手 していると取引交渉を進 めるに当 って有利であるもの,取 引の機密性か ら公開情報だけには

頼 っておれない もの等 々に分けられるo

'通 常
,為 替情報,価 格情報は,そ の性質上,迅 速 な伝達が要求 される。為替金融情報 につい て

は,国 内 におけ る最 も大 きな情報源は為替銀行 であるが,こ のほか に商社の海外支店,出 張所 な

どから もわが国 に電報,電 話,テ レックスで流 れて くる ものがあ り,新 聞社・通信社な どにより

提供 され るもの もある。価格情報,取 引情報について も流通商品の場合は,伝 達 の迅速性が とく

に要求 され る。

制度情報 については,輸 出入制度の変 更,関 税率の改正・輸入 ライセ ンスの発給方式の変更な

どといった,取 引の成否に直接関係 してい るよ うな情報については,伝 達の迅速性が要求され る。

業者 情報のなかの信用調査 にかかわる ものについそ も,取 引条件・取引の継 続性の有無如何 によ

っては,そ の伝達の迅速性 が要求 される場合があ る。

ここで述べた迅速性 とは,情 報伝達手段 の項 で述べた電報 ・電話 ・テレックス'テ レ ファック

スな どによって伝達する必要のある ものを指 してお り,そ の入手について一刻を争 うものである。

② 輸出入 取引情報の収集,蓄 積,処 理,提 供,利 用状況

わが国において,輸 出入取引情報 に対す る関心は,貿 易量の拡大に伴ってますます増大 して きて
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いるが,業 種 によっ.てその関心 には多少異 なる面があるので,次 の3つ のグループに分けて記述す

ることに したい(以 下表2二1参 照)。

イ)総 合商社,専 門商社

ロ)製 造業

ノリ 金融機関,官 公庁,組 合,団 体 ,研 究機関,そ の他

① 輸出入取引情報の収集状況

輸出入 取引の増大 に伴 って情報量が増 えていることとあわ せて,取 引形態の変化および商 品構

成の変化に伴 って情報需要が増 大 していることについては,前 項 で述べたとお りである。このよ

うな需要 の増大 に伴い,企 業 においては情報収集に対 し,旺 盛な意欲を持 ってお り,ま た実際に

取引を進 めてい く必要 から,必 要 な情報 はその都度収集されている。ところが,現 状 では,情 報

の収集は,実 際の取 引に従事 してい る者,例 えば商社であれば商品部門別の事業部が行 なってお

り,こ の収集,蓄 積 のために専門的な組織を持 っている業種は少ないのが現状であ る。

しか し,こ れらの輸出入取引を行 なっている業種は,製 造業を除けば,何 らかの形で海外支店 ,

駐在員事務所または現地法人を もっている'ところが多 く,か な りの数にのぼっている。

これらの海外施 設は何 らかの形 で海外 情報の収集活動 に従事 している と考え られることからみ

て,こ れ と上記国内専門組織が比較的少ない ことをあわせて考えてみると,情 報収集活動が個別

的,分 散的になされてお り,専 門的集中化が行 なわれる以前の段階にあ るとみてよかろ う。

次に実際の情報収集のた めの活動はどのよ うになされているかをみてみ ると,輸 出入取引に関

係 している業種は何 らかの形で情報 の収集活動を行 なっ工お り,各 業種 ともそれぞれの情報の収

集源を持 っている ところがかなり多 い。

情報収集源は官公庁,組 合,団 体等それぞれそのル ー トを異 にするが,こ れらの収集源からは,

情 報の うち基本 的な ものを確保 しているものとみ られ る。

基本的 な情報以外の個別的な情報 については,外 部の調査機関に依頼す るか独 自の調査に よっ

て入手 しているoこ のよ うな活動 は当然 のことなが ら商 社 製造業 が多 く,と くに製造業vak－い

ては,自 社 で調査 するよりも,調 査依頼のケー スが多い とい う特徴がみられる。

この よ うに・今後 も基本的情報 と個別的情報 とに分 けて・ それぞれ情報入手のルー トを拡大 し

てい くであろ うが・個別的情報 における依頼調査 と独 自調査の シェアーが どの ようにな
ってい く

かが,今 後の情報入手 形態 のあ り方の問題点と して残 されることになろ う
。

② 輸出入取引情報の蓄積,処 理状況

上記に よって情報の収集について,殆 ん どの業種が何 らかの活動を している ことが知 られたが
,

次 にその蓄積状況 についてみ ると・殆 んどの業種が収集 した情報の蓄積 に努めてい るといえる
。

蓄積 される情報 は・政府刊行物,統 計類,自 社の実施 した調査結果など多岐にわたるが,こ れ

らの蓄積 の手段 となると,単 に保存 しているに過 ぎず,利 用 の効率を考慮 した保存形態を とるこ
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とに ついては,一 部の大 きな機関を 除いては,極 め て関心が薄い といわ ざるを得ない状態にあ る。

したがって,蓄 積 した情報を加工,利 用 してい るところ もきわめて少な く・金融機関・官公庁・

組合,団 体,研 究機関にしても,た かだか'3割 程度,そe)他 は2割 以下であろ うと推定 され る。

これに伴 って現在電子計算機を使 用 してい るところは比較的少な く,こ れらの新 しい情報処理機

械を有 しているのは,大 企業や大規模の機関のみに限定 されているとみてよい。前述のグル ープ

の区分 に よれば当然の ことなが ら官公庁,団 体な どが現在のところ最 も進 んでいる といえる。

情報の加工,利 用の合理化をめざ して,電 子計算機導入計画 に関心を もっている ものは多少見

うけ られるが,電 子計算機の導入が急激に増加す ることは現 在の ところ考えられない。長期間に

わたって微増の状態を続 けてい くことになろ う。

したがって今後情報を利用するための蓄積,そ のための有効な処理,加 工 を期待す るためには,

政 府な どに よる,輸 出入取引 に関係 する企業や機関の合理化のた めの施策 に待つべ きものが多い

と思われるo

③ 輸出入取引情報の提供,利 用状況

国際取 引を行な う企業が,こ れに関す る情報を収集する場合・情報提供機関 も しくは取 引相手 ・

あ るいは 自社の海外出先,さ らに出版.・印刷物な ど種 々の ソースに頼 ることはす でにみてきた と

お りであるが,こ れ ら情報を同種の企業 もし くは 同国内の情報利用者から入手す る場合があるこ

とを忘れ てはならない。すなわち,商 社同志,製 造業者同志,も しくは商社 と製造業 者の間に,

それぞれ情報収授 の関係が生ずる こと も間 々ある。 と くに,企 業 のグループ(企 業間の資本 また

は技術提携 企業の系列化,プ ロジ三ク ト ・ベースの連合体など)の メ ンバーが相互にすなわち

自社の収集 した精髄,他 噸 供 するケースが これ である・通常であれば,む しろ鰍 撒 を拒

む関係 にあるわけであるが,系 列化や連 合体組織化の場合は利害関係の一致 により情報の相互依

存関係が生ず ることになる。

自社外への情報の提 供方法 としては・書籍・パ ン7レ ッ ト・ カタ ログ・その他 幾つかの印刷物

が考えられるが,こ の活動はグルー プ区分 でみれば,官 公庁,団 体な どが比較的活発 であ るとい

え よう。

上 記の ような場合を除 くと,企 業の社外 に対 する情 報の提供は,PR・ 宣伝,成 果普及,啓 蒙

活動な どが主たるケースであって,情 報 の提供,利 用については,自 社のPR的 要 素の色彩が き

わめて濃 く,他 社が これを有効に利用 してい るとみられるには至 っていないo
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表2-1国 際情報に関するアンケー ト調査結果

(国答数に対する肯定回答数の比率)

.「

業 種 別 規 模 別

A B C

I

a b C

1 海外情報を専門的に取扱っている部門の有無 11 6 64 60 12 9

2 海外における支店駐在損,現 地法人の有無 46 13 64 90 43 21

3 海外資料の購入の有無 91 88 91 100 93 86

4 海外僻艮収集源の有無 94 91 91 100 87 96

5 外部調査依頼の有無 46 47 36 70 56 36

6 独自の調査による海外情報入手の有無 46 22 27 60 37 34

7 海外情報の蓄積の有無 83 81 91 100 93 77

8 海外情報の処理加工 による資料作成の有無 17 13 36 70 12 9

9 電子計算機の使用の有無 20 19 55 100 37 6

10 電子計算機導入あるいは増設計画の有無 26 25 55 100 37 13

11 外部への海外情報の提供の有無 37 28 , 73 90 43 27

12 広告の有無 46 47 45 100 37 38

13 海外情報を専門に取扱 う部門の設置予定の有無 9 22 0 10 1.2 11

14 海外支店,現 地法人の設立,駐 在員派遣予定の
有無

43 38 一36 50 37 40

(注)調 査対象数

業 種 別

規 模 別

A==ma社B=製 造 業C=金 融機関,官 公庁,組 合,団 体,

研 究機関 その他

a=年 間 取扱 高100億 円以上,

c=10億 円以下

b怖100～10億 円,

④ 商社における具体例

海外取引に関す る情報 システムにおいて重琴 な地位 を占めてい る商社 について,そ の代表 とな

るべ き具体例につい て述べ,今 後の情報 システムのあ り方 についての参考 に供 したい。

図2-1-(1)はA輸 出専門商社の情報収集,供 給 システムの概観を示 している。

この図にみられ るように,A社 で は海外支店,現 地法人が情報入手に当 って重要 な地位 を占め

ているが・これ らは,ま た情報入手活動 のほかに,広 告見本市への参加等のPR活 動 を行な って

いるof

本 社 においては,基 本的な資料の収集や信用調査 などに力を注い でお り,基 本情報の入手 と個
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図2-1-(1)商 社 における情報 システムの例(海 外施 設を もっている場合)
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別 情報の入手 とを本社 と海外出先 との間 で,そ れぞれ分担 して,有 機的な情報活動を行な ってい

る。また,A社 では,海 外 との通信の殆ん どが郵便 で行なわれている。

図2-1-(2)はB輸 出専門商社における情報収集,供 給システムであ る。

この例 においては,A社 と異な り,在 外施設に頼らず,本 社が可能な範囲の機関を利用 して情

報 を収集 してお り,本 社を中心 とした情報システ ムを形成 している。

情報収集については,官 公庁,ジ ェ トロ,在 日公館な どを利用 し,情 報供給については,海 外

派遣員によるセールス ・プロモー ション,お よび海外 における広告,展 示などを積極的に行な う

とい うシステムを とっているo'

海 外支店を持 っていない場合における商社の1っ の タイプを この例にみ ることが できよ う。

⑤ 製造業 における具体例

製造業における国際情報活動は,一 般的にみて分散体制を とっているところが きわめて多 く,

情報の集中化が行なわれてい るところは稀である。

製造業 における事業部制の普及,系 列会社の設置,本 支店の地方者肺 への分散 などが情報の集

中管理をさまたげている要因であろ うと思われ る。

C製 造会社 における例をみ ると,こ こでは商品関係の情報 と,海 外投資,企 業進 出 ,技 術な ど

の情報 の収集は別のセクシ ョンで行なわれている。

情報収集については,い わゆる一般情報は必要に応 じて,ジ ェ トロ ・アジア経済研究所な どに

照会 して得 るとい う方法を採用 してお り,保 管は,極 力 これを排除して,資 料保管に伴 う諸 費用

(建 物のスペース,人 件費等)の 節減を図 ってい る。

情報収集,保 管は公共機関を極力利用するとい うC社 の行き方は今後における情報収集システ

ムの方向を示唆 しているといえよ う。

次 にD製 造会社をみれば,こ こでの情報収集は技術情報に比重をおいて行 なわれてお り,ii#究 ,

開 発,特 許な どの技術情報を海外の技術情報サー ビス機関か ら収集 している。

このD社 において は・情報処理の機械 化を進 めてお り.マ イクロ機器,電 子計 算機を使用 し情

報の分類,索 引作 成を行 なっている。

しか し,情 報活動関係経費に占め る主tcる 経 費は広告PR費 であ り,可 能であれば,調 査基礎

資料(制 度,需 給 販売ルー ト,品 目統計等)な どは,組 合,団 体で一括 して保管 ,サ ー ビスを ,

して もら うことを希望 してい る。

以上の例 にみられるよ うに製造業においては,商 社 に比べれば国際取引に関す る情報活動が活

発である とはいい難 いが,情 報収集,保 管,処 理な どについて合理化のキザシをみ ることがで き

るo

(3)輸 出入取引情報の需要および処理の方向

わが国の貿 易が地域 的に も,商 品の種類か らいっても拡大の方向にあ り,こ れに伴 って,必 要 と

1
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され る国際情報の量が増 えているこ とは,以 上にみてきた とお りである。

これに伴い,わ が国の商社や製造業者が 自社の販売網を海外に設け,自 己販売を行な うために,

市 場の基礎データから有望取扱業者 に至 るまでのぼ う大な調i査を,海 外の調査機関に調査させるケ

ースが増加 してきている。 また,商 社の海外支店 において も,商 品別担当者 に従来は商品調査を実

施 させていたが,日 々の商取引 で忙しい担当者を,情 報収集や調査に当 らせ るよりも,こ のよ うな

調 査を外部 に委託 した方がよいとい うことで,各 事業部別にこの種調査を外部機関に委託する事例

も増 えて きてい るo

また,生 産の規 模が拡大す るにつれ て,マ ス ・プロダクシ ョン,マ ス ・セールスを図る,い いか

えれば輸 出計画を含めた販売計画に したがって生産の体 制が とられるようになって くるにつれて,

製造業者 としては,従 来の ように取引先商社や その他 の機関からもたらされる国際情報だ けでは不

十分になって来 るため,自 社の駐在員を海外 に派遣す るケースが増え てきている。

一方 ,最 近の傾 向の ようにグループ化が進み,各 種の製造業者 と商社・銀行が系列化 されるにし

たが って,そ れぞれのグループのなかにおける商社の演 じる役割 に変化がみられる。それぞれの グ

ループ内 における結束が固 くなり,合 理化が進めば,商 社は その所属するグループの購買 と販売を

一手 に引受けるようにな り,ま たそのための情報収集機能の強化が要 請されて こよ う。

また,最 近のように,海 外 における入札その他大 口取引に当 って,わ が国の商社・製造業者が数

社 で連合 し,一 体 となってその取引の実現に努め るケースが増えてお り,ま た海外からの原料供給

の安定的確保を図 るための共同資源開発が進 むにつれ て,従 来は相互に競争す る立場 にあ った業者

がこれ らプロジェク トの確保 に協調する ようにな り,そ れぞれが入手 した情報の相互交換が行なわ

れるよ うになって きている。

しか し,個 別企業 としては,内 外 ともに人件費が高騰 してい るし,一 般管理費が嵩んで きている

'

の で,こ れらを節約するために,市 場調査の うち,基 礎的事項,共 通的事項(国 際情報の分類か ら

いえば制度情報,市 場情報)に ついては,こ の種 の情報収集 処理,提 供サー ビスを行な っている

公 的機関(例 えばジェ トロの よ うな機関)に 依存 し,各 私企業 としては迅速な入手を必要 とする最

先端の取引情報や第三者 に明らかにした くない取引機密情報の収集に専心 しよ うとする動 きがある。

例 えば海外にぽ う大 な取引網 と情報収集網を持 つわ が国総合商社の電子計算機設置台数は増加 し

てきてい るが,目 下の ところは,据 付 けられた電子計算機は主 として管理業務情報の整 理,演 算に

使用されているに過 ぎない。海外か ら入 って くるぽ う大な国際情報は,現 在 では,物 資別に分れて

いる各事業部門 にランダムに蓄積 されてい るに過 ぎず,そ の体系的整理蓄積は十分 には行なわれて

いない。 そのため に,あ る商社 では,管 理業務情報の機械処理 が軌道にのる3年 先を見込み・市場

情報の体系的蓄積 に乗 り出そ うとしているが・その場合 も・部外のデー タ ●パ ンクとテレシクスで

結ぶことによ り,自 社 の市場情報の不十分さを補完 する体制を考えている。

この ように,私 企業の取引活動に必要 な情報の うち・個別的で・迅速性を要求され・機密性の高
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い情報については,外 部に依存 していては商機を逸するために自社でその収集に当るが,市 場の基

礎デー タ,共 通事項,公 開情報の入手 については,体 系的にこの種情報を蓄積,整 理 して,常 時速

刻サー ビスできるような機関に依 存 しよ うとする傾向にあ る。

国民緒 斉的立場から考えてみると,現 在は個別企業 と公的機 関 との間で国際情報 の収集,整 理,

加工,蓄 積 の面で,二 重投資が行なわ れているが,個 別企業に とって,情 報量 のぼ う大化に伴 って,

どこか でこの種基礎的,共 通的情報が体系的に整理,蓄 積 され,常 に最近の時点の情報が必要 な時

にいつでも入手 しうる とい う保証があれば,こ うした二重投資は避け られ ることになろ う。

2技 術 導 入 ・技 術 輸 出 情 報

戦後の世界貿易の年 々の伸長率は,戦 前のそれ に比べて,高 い。商 品交換は単に価格優位 の原則だ

けで行なわれているの ではない。 いいかえれば,比 較生産費説か らみて,一 国の商品生産が他 国に比

べて より安 く生産で き,そ の結果 として商品の交換 が進められているだけではな く,技 術革新を背景

に して,新 しい技術商品の登場 により,全 体の貿易量は増え てきてい るのである。 ところが,制 度上

の制約,あ るいは市場の大 きさ,生 産,技 術水準,生 産要素面か らみて,商 品交換(貿 易)よ りも,

技術の交換の方が有利であ り,容 易な場合が多 く,し かも,そ の方が全体 として経済的 であるときに

は,技 術 の交換が行 なわ れる。

わが国における技術取引の推移を示 せば,表2-2の とお りで,わ が国の技術 輸出の増加 に伴 って

受取額は近年になって大 巾に増 えて きてはいるものの,ま だその絶対額は少 ない。技術導入 に伴 う支

払額は,年 々増加の一途をた どってお り,差 引支払額 もまた年 々増 えている。 しかしなが ら,わ が国

における研究開発投資や新技術開発の現状か らみ て,今 後は,技 術輸出による受取額の増加 によ り,

差引支払額は漸 減 してい くことになろ う。因みに,1965年 に おける支払額 と受取額を比べてみる

と,前 年比支払増加額は37億2,100万 円 であるの に対 して,受 取増加額は22億7,500万 円 の

増加 となってお り,技 術取引面におけ る差引支払増加額 は小 巾額 にとどまっている。

(1)技 術導入の推移

技術導入kっ いては,わ が国企業が海外で開発 された,進 んだ技術,新 技術を積極的 に導入する

場合 と,外 国企業がわが国 におけ る資本取 引規制のため,対 日進 出の一形態としてわが国企業にア

プ ローチ して くる もの とがあ る。

① わが国の企業が海外 の進 んだ技術を導入する場合

次の2つ のケ ースに分けられ るo

イ)わ が国製造業者 が直接導入する場合

ロ)わ が国商社が仲介 して導入する場合

;わ が国の総合商社 は,外 国企業から技 術導入をするために と くに部を設け,そ こにはこの種交

渉に当る専門家を配置 してい る。そ して,イ),ロ)い ずれの場合に も,そ の直接 の交渉は商社



表2-2わ が国における技術導入,技 術輸出の推移

(単位 百万円)

▼

年 度
1957 1958 1959 1960 1961 1962 1963

・

1964 1965 1966

技術導入に

よる支払

甲 種

乙 種

合 計(A)

14,198

1,145

15,343

15,973

1,252

17,225

19,511

2,757

22,268

30,048

4,112

34,160

35↓962

6,279

41,641

37,617

3,771

41,388

44,614

4,127

48,741

50,046

5,865

55,911

55,702

3,930

59,632

65,202

4,765

69,967

技術輸出による受取(B) 59 241 298 811 1,021 1,718 1,927 2,852 5,127 5,664

(B)一(A) △15,284 △16,984 △21,970 △33,349 △40,620 △39,670 △46β14 △53,059 △54,505 △61,303

(B)/(A)〈%) 0.4 1.4 1.3 2.4 2.5 4.2 4.1 5.1 8.6 8.1

-
⊥

9
"

∩O

)酬(

■

技術導入支払額の甲種は日本銀行資料で外貨払いのみである。

〃 乙種は科学技術庁調べで月払いも含まれる。

技術輸出による受取額は日本銀行資料による。

ー

ω
《
ー



表2-3-(1)技 術援助契約種類別認 可件数 の推移(1967年3月31日 現 在)

(単位 件)

技術の種類

年 度

造

鴫

製

麟

の

お

械

齢

機

配電
械

気

送
機
発
気

電

ω

A

1949

～54

(2)電 線 電 燈

(3)通 信 機 械

(4)そ の 他 電 気 機 械

B輸 送 用 機 械.の 製 造

Cそ の 他 機 械 の 製 造

(1)原 動 機

(2)金 属 工 作 機 械

(3)繊 維 機 械

(4)そ の 他 機 械

D金 属ならびに金属 製 品製造

E化 学 工 業 関 係

(1)化 学 繊 維

(2)医 薬 品 お よ び 農 薬

(3)有 無 機 工 業 薬 品

(4)そ の 他 化 学 工 業

F紡 織 業 関 係

G石 油 製 品 の 製 造

Hゴ ムおよび皮革製 品の 製造

1建 設 業 関 係

Jガ ラスおよび土石製 品製 造

K紙 パ ル プ の 製 造.

L電 気 ガ ス 供 給 業 関 係

M興 業 お よび娯薬 業 関 係

N印 刷 お よび出版 業 関 係

0食 料 品 の 製 造

そ'の 他

L合
計

5

0

1

9

5

8

3

8

4

6

5

8

3

7

4

2

0

4

5

2

7

0

6

3

1

1

1

1

1

6

1

2

1

2

7

3

8

3

3

1

2

1

1

1

1

1

446

1955会

0

1

1

7

8

8

6

2

2

2

0

7

7

一

4

9

4

1

3

1

1

[

1

1

1

1

1

72

1956

20

ち

1

6

8

12

20

4

一

1

15

18

46

6

5

33

2

12

5

5

2

2

1

1

一

-

144

1957

9

1

1

1

6

1

2

5

3

2

4

6

1

0

2

8

8

2

7

2

7

3

一

1

一

2

2

2

1

1

3

1

一

-

118

1958

6

1

7

3

5

6

3

2

2

一

9

2

1

一

2

7

2

3

5

2

【

1

1

2

1

2

1

1

1

90

1959

9

3

4

0

2

6

1

2

2

1

6

5

3

3

6

1

3

7

4

3

1

3

3

1

2

3

2

2

3

、

2

153

1960

9

7

2

0

0

1

1

3

4

3

1

9

7

2

4

1

0

8

7

2

一

7

1

一

1

1

4

9

6

3

1

7

6

1

9

1

5

1

1

327

1961

9

8

1

5

5

4

1

5

5

2

9

7

9

一

〇

〇

9

3

5

8

1

7

5

一

一

1

5

2

2

2

0

8

2

5

1

4

2

・

1

9

320

1962

2

2

一

〇

〇

7

5

4

3

4

4

2

2

4

7

6

5

3

5

2

1

.

2

6

一

8

5

3

1

9

8

2

8

1

5

1

一

-

328

1963

2

一

11

2

1

9

4

2

5

2

一

5

6

3

2

4

7

0

6

6

1

9

4

7

4

7

7

2

4

1

9

7

1

1

1

2

リ
ピ

、
'

4＼ー

564

1964

81

一

4

36

41

5

02

10

9

10

73

40

95

3

9

32

51

17

9

4

7

10

6

2

1
⊥

24

500

1965

80

[

2

42

36

10

82

3

6

H

66

34

81

1

17

41

.
22

15

2

5

13

7

4

1
▲

-
⊥

ーヨ

ー

ー

472

1966 計

6

0

0

2

4

8

8

9

1

7

9

1

1

3

8

2

8

0

9

8

7

3

8

2

4

4

0

4

5

5

7

8

5

4

4

3

4

3

5

9

5

8

6

5

8

4

8

4

3

1

3

1

4

8

1

4

1

1

1

1

4

2

4

7

1

9

7

8

0

9

0

0

6

3

8

5

0

4

0

6

2

0

6

6

1

4

1

0

2

7

7

2

1

3

7

1

1

1

2

ウ
臼

.

1

1
⊥

47

601

122

4,135

(資料)技 術導入要覧

(注)契 約当事者の変更に伴い原認可を失効させて新たに認可した場合の原認可の件数も含まれる。
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O
ー
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表2-3-(2)技 術 援助契約 国籍別認可件数 の推移(196.7年3月31日 現 在)

(単位 件)

国 籍

年 度1949

19551956195719581959

～54

1960196119621963196419651966言 十

ア メ リ カ

スイス(ス イス系 日本法人を含む)

ド

ブ

イ

ィ

カ

オ

ス

パ

デ

ノ

ベ

オ

リ

オ

モ

ペ

工

ラ

ギ

タ

ーフ

イ

ナ

ナ

マ

ウ

ズ

ン

リ

リ

ン

デ

ン

ノレ エ

ネ エ

リー ス ト

ヒ テ ン シ ュ タ イ

ー ス ト リ

ロ ツ

ル ギ

ツ

ス

ス

ー

ダ

ダ

ン

マ

ク

」

ラ

ア

ン

ア

コ

13

46

23

12

8

10

13

1

12

4

3

一

3

一

一

一

-

4

2

9

.
4

3

一

2

1

1

4

一

4

一

1

1

5

6

1

6

1

0

3

2

1

4

一

Ω
U

-
⊥

1

1
⊥

-

一

2

1

1

1

0

7

4

3

3

2

8

2

2

一

3

3

6

1

1

36

8

6

1

2

1

2

2

1

2

1

1

92

9

・
16

7

7

1

2

9

3

1

1

1

1

「

1

1

[

-

0

8

5

5

0

8

2

7

8

7

一

1

5

2

3

2

一

2

0

1

4

1

2 7

2

0

0

6

1

7

7

8

8

2

2

3

5

一

8

2

4

1

1

1

-

一

2

0

9
臼

4

1

2 3

5

6

8

2

5

2

3

6

3

一

1

一

一

[

3

5

9

4

5

6

6

4

5

6

6

1

1

5

2

2

1

5

9
白

月0

2

3

1

3

一

4

4

1

0

5

7

4

6

9

5

1

2

一

7

ρ0

6

1

4

2

-

一

4

1

一

-

5

1

5

1

9

8

8

2

3

2

4

1

一

6

∩6

5

ワ
臼

O
J

2

2

2

3

一

}

4

0

7

6

3

3

4

9

6

つ
J

Q
己

ρ0

3

4

3

1

3

5

4

7

ー

ー

7

2

3

一

2

2,471

1

8

1

7

1

2

1

2

7

2

1

1

6

9

9

1

9

0

4

5

3

6

9

2

6

4

2

1

2

1

1

1

つ
」

4

1
よ

2

イー

ノぐ ノ、 マ 一 一 一 一 一 一 2 一 一
,一 2 1 3 8

ソ 連 一 一 一 一 一 一 一 1 一 一 2 2 一 5

ル ク セ ン ブ ル グ 一 一 一 一 一 一 一 一 2 一 2 一 1 5

ギ リ シ ャ 一 一 一 一 一 一 一 一 一
.

1 一 一 一 1

一

フ イ ン フ ン ド 一 一 一 一 一 一 一 一 一 1 一 一 一 1

チ ェ コ ス ロ バ キ ア －F 一 一 一 一 一 一 一 一 一 2 1 一 3

ブ ル ガ リ ヤ 一 一 一 一 一 一 一 一 一 一 1 一 一 1

合 計 446 72
:

144 118 90 153 327 320 .328 564 500 472 601 4,135
一

(資 料)表2-3二(1)に 同 じ ム

・(注)契 約当事者の変更に伴い原認可を失効させて新たに認可した場合の原認可の件数も含まれる。`r

●
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表2-4技 術 部 門 別 技 術 輸 出 件 数 の 推 移

(単位 件)

年 度
1950 1951 1952 1953 1954 1955 1956 1957 1958 1959 1960 1961 1962 1963 1966

技術部門

電
ω 饗 ㍊電 産業 1 3 2 1 3 4

② 積 算 電 力 計 2 1 1 1

気
(3)電 線 ・ ケ ー ブ ル 1 1 1 2 2 1 1

機
(4)通 機 機 械

2 1 1 2 2 3 6

械
⑤ ラ ジ オ ・テ レ ビ

1 1 1 6 7 3 2

の

⑥ 螢 光 灯 ・電 球 1 2 1 1 .1 1 1

製

性
(7)そ の 他 電 気 機 械 1 2 1 1 1 2 5

旭

小 計 1 2 1 3 3 7 7 4 5 16 11 9 19

輸 送 用 機 械 の 製 造
・

1 1 1 2 5 1
"

2

そ (1)原 動 機
1 3

の ・

他 (2)金 属 工 作 機 械 1

の
機 (3)繊 維 機 械 1 1 2 1 1 1 1 3 2

械
の (4)そ の他 の 機 械 器 具 3 1 2 1 11

、

製
造 小 件 1

、

1 2 1 4 2 3 2 4 16

採 鉱 ・ 冶 金 1 1 1 1 3 4 4 3 2 1 14

(1)化 学 繊 維 1 1 1 2

化
学 ② 医 薬 品 ・農 薬

1 1 2 1 6 2 4 ・6 2 2 1

工
業

有機 ・無機化学工業(3)

品
1 1 8 11 5 4 12

関
係 (4)そ の 他 の 化 学 i2 1 1 2 1 3 3 13

小 計 1 3 2 3 2 4 14 19 10 9 28

紡 織 業 関 係 11
1 1 1 1 1 4 2 1

ゴムお よび皮製 品 の製 造 i 1 1 1 1 1 1

・建 設 業 関 係 1 2 1 3 4 4 7 4 8 7

ガラスおよび土石製品の製造
'2

1 1 1 1 1 1 3

紙 ・ パ ル プ の 製 造
2 1 1

印 刷 ・ 出 版
2 2 1 1

食 料 品 の 製 造 1 2 2 1
■

1 1 1

水 産 1 2 2 ぺ, 3

商 業
1

合 計 件 数 1 3 1 9 14 8 9 18 31 23 48 48 45 33
.

841

(資 料)科 学技術庁振興局資料

(注)1963年 度 は歴年 であ り,1964・1965年 度 については不明

1964年 度 の技術輸出件数の 合計 は111件 であ る。なお,'1964年10月 か ら1965年9月 に至る1年 間 の技術輸出件数 は

'200件
にのぼ っている。

ー
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が行なっているか,あ るじ・は商社が窓口になっている場合が多い。イ)は,製 造会社の研究開発

部門において,、外国で発行されている学術専門誌,業 界誌などに紹介された新技術のなかから,⇔

自社で積極的に導入しようと決定 したものを,そ れを開発した企業と商社を窓口として導入する

場合である。 ロ)は,海 外に巾広 く販売網,情 報網を持つ商社が,取 引関係をもつ製造会社に自

社が入手 した情報を提供し・製造会社の方で,提 供 された情報のなかで,自 社に役立つと判断さ

れたものを取 り入れる場合である。

② わが国における資本取引規制のため,外 国の企業が対日進出のため吟 積極的にわが国企業に

アプローチして くる場合,

わが国経済が高度成長を遂げ,そ の今後の発展性や市場の大 きさを外国の企業が十分に認識し

ていなかったときと,現 在 とでは,外 国企業の対日進出意欲には大きなへだた りがみられる。外

国の企業が対 日進出にそれ程積極的ではなかった時には,合 弁形式よりも単に技術を輸出し,ロ

イヤノヒティ収入をあげることが主目的であったといえよう・ところが,前 述のように,わ が国の

市場噛 する認識が向上し塙 働 難 治 とその巌 に変化がみ1られるようになり,・資本取引

規制が紛 れ}埴 搬 資瞭 咄 したというようにな。てからは論 弁形式による技術援助契約

が増えてきた といえよう。 しか も,こ の場合 は,単 に ロイヤルティ収入をあげ ることだけが 目的

ではないため,外 国企業は技術援助契約 の相手先を厳重に審査 し,選 択す るよ うになってきてい

るo

なお,種 類別技術導入状況 と,相 手 国別技術導入状況を示せば,表2-3-(1),表2-3-(2)

の とお りである。

② 技術輸出の推移

わが国 と欧米先進 国 との間におけ る技術格差は,海 外からの技術導入およびわが国における技術

開発の進展に よって,大 巾に縮め られ,最 近にな って,諸 外国で注目される よ うな新 しい技術が自

主的に開発 される例 が増えて きている。 これに伴 って,わ が国の技術輸出件数 も年 々増加 している
。

わが国か らの技術 輸出件数を示せば,表2-4の とお りであ る。

タ コ

わが国からの技術輸出を考え る場合,次 の3つ の形に大 き く分け ることができる。

イ)外 国の製造業者がわが国で新 しく開発された技術を積極的に導入す る場 合

ロ)ク ロス ・ライセンス協定 に基づいて,わ が国技術が輸出される場合

ハ)わ が国製造業者が海外市場開拓 の一手段として
,技 術輸出を行 な う場合

わが国 における工業水準,技 術水準が高まるにつれ て,外 国の企業の対 日認識は進 み,海 外の企

業がわが国で開発された新技術を導入するためのア プローチが増えてきている。 この場合 ,外 国の

企業 が直接 わが国の企業 にアプローチ して くるときと,外 国の技術 コ ンサル タン ト
,広 告エー ジェ

ント・市場調査会社などを通 じてア プローチ して くるケースとがある
。

ク ロス ・ライセ ンス協定 に基づ く技術輸出件数 も増 えてきてお り,今 後 とも増加 しよ う
。わが国



一40一

企 業 と外 国企業 とのつなが りが密接化 し,共 同研究開 発を行 な う場合が増 えてきてい るし,ま た技

術導 入を行 な う場合の条件 として,わ が国で開発す る技術は技術導入相手先に開放す ることを うた

っている ものが増 加 してい るためである。ク ロス ・ライセンシング方式による技術輸出の重要性は,

外 国の企業が開発 した技術を第三者 に開放しよ うとはせず,い わゆる特許独占を行なお うとする場

合,わ が国 で開発 された技術 と交換上,こ の技術が開放されるケースがあ ることであ る。 このよ う

にして,自 由な技術 の交 流を図る ことができるのであ る。

わが国製造業者が海外市場開拓の一手 段 として技術 輸出を行な う場 合には次の3つ の形態があ る。

イ)わ が国製造業 者 → 外国の製造会社

ロ)わ が国商社 が仲介するもの

・う 合弁会社の設立

上記 イ)ロ)の2つ のケースともに,わ が国製造業者が海外 に直接投資を行な うほ ど十分の資本

力がな く,そ のた めに技術輸出を行な う場合 であ る。いずれの場合 も,さ きに技術導入の項で述べ

た総合商社 の技術 の輸出入を取扱 っている専門部 門を活用 して,技 術輸出を行な う場合が多 い。

(3)技 術情報 の媒体

新 しい技術の紹介を行 な う手段,機 会を列挙すれば,以 下の とお りである。

通信社 による情報

新 聞

学 術専 門誌

学会報 告

業 界紙誌

自社の社内報

特 許公報

技術 コンサル タン トのサーキュ ラー

新製品展示会

国際見本市

人的交流

商 品輸出

資本交流

これ らの媒 体や機会 を通 じて紹介 される新技 術を取 り入れてい く際に,わ が国企業の場合は製造

業者 と取 引関係のある総合商社の専門部門がその衝 に当 る例が多い。外国の企業の場合は・技術 コ

ンサル タン ト,マ ーケティ ング ・コンサルタン トが直接交渉あ るいは瀬ぶみを行な うケースが多い

よ うである。
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(4)技 術 情報交流の方向

商品の交換,資 本の交流が増加するに したがって,技 術の交流も増 えて きている。 また,新 技術

の開発商品化 に要する期 間も,技 術水準 の向上,研 究開発体制の整備が進むにつれて,短 縮化 され

てきている。世界の貿易は,価 格優位だけではな く,技 術優位 のために,ま す ます増加 しようとし

ているのであ り,新 製 品の研究開発が一国の貿易パ ター ンに大 きな影響を与える ようにな って くる。

一方,情 報伝達手段の発達に伴 う情報伝達の迅速化,多 国籍 にまたがる企業の関係の密接化,共 同

研究開発の増加,大 型プ ロジェク トの増加 に伴 う研究開発の協調体制の整備,交 流手段の発達に伴

う人的交 流の増加,資 本提携関係の密接化な どによ り,今 後 とも技術取引は増大 の方向をた どるで

あろ うo

3海 外 投 資 ・外 資 導 入 情 報

(1)海 外 投 資

わが国の海外直接投資残高は1966年 末 現在,9億9,200万 ドル になっているが,欧 米諸

国の対外投資状況 に比べて著 しく立遅れているばか りではな く,戦 前水準(終 戦時の在外投資残高

は60億 ドルと称 されてい る)に もはるかに達 していない。'

この よ うに,わ が国の海外投資が少なか った主な理 由としては,国 内における経済活動 に重点が

置 かれた こと,国 内 における資本 不足な どのために対外資本取 引にきび しい制限が設けられていた

ことな どがあげ られ よう。 しかしなが ら,次 た示す ように,わ が国の海外直接投資お よび証券投資

は年 々増加 の傾向にあ る。

(単 位:百 万 ⇔レ)

1961年

1962年

1963年

1964年

1965年

1966年

1967年

(資 料)

資投

43

接直

3

'
0

ほ

吐

2

'
5

7

ウ
匂

ρ0

7

5

2

9

7
r

ウ
匂

5

7

0

2

1

1

1

報相続倣醐

証 券 投 資

1.1

0

O.8

1.6

3.2

これ までのわが国の対外投資状況をみると,証 券投 資に比べて直接投資の方がはるかに多い。そ こ

こで直接投資の地域別残高を示す と,表2-5の とお りである。

`
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表2-5わ が国の対外直接投資残高

(単 位:百 万 ドル)

年 末
地域別

1958 1959
,、

`

1960 1961 1962 1963 1964 1965 1966

東 南 ア ジ ア

中 南 米

中 近 東

そ の 他

..・ ・

.・.●

..・.

・ …

・ …

[

・ …

・ ・.◆

● ●.●

41

75

45

87

59

95

105
,◇

103

80

118

123

115

96

155

143

170

118

165

154

209

150

237

191
L

242

165

288

214

325

合 計! 116 157 248 362 436 564 646 820 992

(資 料)財 政金融統計月報ma186

日本 輸出入銀行は,1965年 に海外投 資の成果あ るいは問題点をさぐるたあにア ンケー ト調査

を実施 したが(対 象数:1964年9月 末 までに証券取引許可を得た全案件に数件 の特殊案件を加

えた826件,回 答数:537件,回 答率:6・5%),こ のア ンケニ ト結果は,海 外投資に際 して・

どの ような種類 の情報 が必要 であ るかを明 らかにしてい るの で,以 下 にその結果を簡単 にみてみよ

う(表2ご6参 照 う。

表2-6対 外投 資件数回答 数

()内 は対象件数

業種別
地域別

製 造 業 資 源 開 発
F

商 業 金 融 業 合 計

東 ア ジ ア 56(95) 1(1) 26(36)
」

4(4) 87(136)
'

、¶

東 南 ア ジ ア 72(111) 18(29) 18(28) 7(7)' 115(175)
'

` 《

西 ア ジ ア 1(1) 1(3) 3(8) 1(1) 、6(13)

北 米 5(7) 2(3) 116(20 .0) 11(11) 134(221)
;

中 南 米 36(53) 8(15) 31(43) 8(8) 83(119)
イ` c

ヨ ー ロ ッ パ 8(11) 2(3) 53(82
、)9
3(3) 66(99)

ア フ リ カ 13(13) 3(6) 2(2) 1(1) 19(22)'
シ

「 噛

大 洋 州 3(9) 5(5) 19(27) 0(0) . 27(41)
、

合 計 194(300) 40(65)
!
268(426) 35(35) 537(826')

(資 料)輸 銀情報1965年8月 号

(注)件 数はi現 地法人をべーズ にした ものでジ現地法人1社 に対するわが国側

投資者が2社 以上ある場合 も1件 どしてある。1

■
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対 外投資のなかで,資 源開発 のための投資は,今 後 とも原料相手先の確保 ど原料 の安定的入手 の

ために増えよ うし,ま た商業,金 融業 に対す る対外投資 も,と もに,わ が国の貿易拡大な ど,わ が

国経済の国際化が進む につれて,増 えてこよ う。 しかしここでは,海 外直接投資の中心をなす製造

業投 資,資 源開発に しぼって,考 察す ることにしよ う。

従来のわが国の海 外投資は,製 造業投資についてみ ると,設 備機械お よび原材料 ・半製 品の輸出

と結 びついたものが多か った。 ところが近年においては,わ が国の主要輸出市場の1つ である発展

途上 国において工業 化政策が進 め られ,わ が国からの完 成品の輸出が次第に困難 になって きた情勢

に対処 して,原 材料,半 製品輸出の形で,従 来の輸出市場を防衛 することを 目的 とした投資が増 え

てきている。 この意味 では・わが国における対外投資1
.ik・輸出 と関連 した ものが多 く,投 資先企業

の利潤 よ りも輸出効果 に重点が置か れて きた。 これは,前 記アンケー ト結果 に も表われてお り,進

出目的 と して 「配 当」 と明記された ものは数件にとどまってい る^海 外における資源開発投資の進

出目的 としては,わ が国における輸入原材料 の確保をあげてい るものが最 も多 く,そ の他 の 目的 に

,Xる 資源開発件数は少ない(表2-7参 照)。

表2=7わ が国企業の対外進出目的

〔製 造 業 〕

業種別
目的別 建 設 食 品 繊 維 化 学 窯 業 金 属 機 械 電 気 剛 計

設 備 機 械 輸 出

原 材料 ・半 製 品 輸 出

既 存 市 場 の 防 衛

新 規 市 場 開 拓

そ の'他

0

1

1

2

1

5

1

7

'12

118

22

16

25

20

5

6

11

12

9

2

5

4

7

5

・1

10㌧

12

11

6

2

5

19

14

13

3

8

10

4

12

3

10

6

9

11

5

71

80

90

90

40

(回 答 統 計) 4 31i 451
'

21 12 15
il

'27
17・

r

22
～

194

〔資源開発 〕

業種別目的
別 農 林 水 産 鉱 業 計

'

わが国の輸入原材料確保

そ の他 の 資 源 開 発

そ ノの 他

4

0

1

0

⑱7

2

20

1

1

24

8

4

1(回 答 統 計)
5 13

i
22

1

40

(資 料)表2て6と 同 じ , ,

(注)'重 複 記入のため,縦 欄の合計は回答統計 に一致 しない。
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海 外投資は,国 内におけ るよりも事前調査が困難 な うえに,あ らかじめ予測 しがたい事態が発生

するケースも多い。対 外投資における業況 と不振の原因を,ア ンケー ト調査結果 により示 したのが

表2-8で あ る。 これにょると,市 況悪化,他 の企業 との競合 などによる需要販売面の不調,現 地

政府 の政策変更による原材料 輸入の渋滞な どに よって,業 績不振 となっているものがかな りある。

このよ うな結果になったのは,進 出前の見通 しが的確 でなかったもの とみ られ,単 に取引上の諸要

因のみならず,経 営をめ ぐる現地の詳細な情報を正確 につかんでおかない と,予 期 しない事態から

失敗を招 くことが多 く,投 資前調査の重要性が強調 される所以 である・

表2-8-(b製 造業投資における業況 と不振の原因(地 域別)

地 域 別
原 因 別

東アジア 東 南
ア ジ ア 中 南 米

そ の 他
後進地域 先進地域

計

(1)当 初 計 画 と の 比 較

当 初 計 画 よ り 良 好 5 9 3 0 1 18

当 初 計 画 ど お り 15 17 13 4 1 50

当 初 計 画 よ り 悪 い 32 24 18 3 10 87

(合 計) 52 50 34 7 12 155

(2)業 績 不 振 の 原 因

原 材 料 面 9 8 6 0 2 25

生 産 加 工 面 4 6 3 2 2 17

労 働 事 情 面 6 1 3 2 1 13

需 要 販 売 面 15 12 5 2 5 39

資 金 面 5 3 6 0 0 14

そ の 他 5 7 7 0 2 21

上 記 の原 因が生じた理 由

市 況 悪 化 13 5 5 1 4 28

パ ー ト ナ ー 不 良 1 3 1 0 1 6

そ の他 の事前調査不充分 3 4 3 0 0 10

同 業 者 と の 競 争 8 5 3 2 2 20

〆「馳

i欝欝 ㌘ξ叢

]鑑 業、の競争

2

1

7

1

3

2

1

2

0

2

0

0

1

0

1

7

6

10
、

現 地 政 府 政 策 変 更 6 11 6 0 2 25

そ の 他 5 9 9 2 2 27

・

(回 収 総 計) 56 72 36
}

14 16 194

(資 料)表2-6に 同 じ
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表2-8-(2)製 造業投資における業況と不振の原因(業 種別)

業 種 別
建設 食品 繊維 ,化 学 繰 金属 機械 電気 その他 計

原 因 別

(D当 初 計 画 と の 比 較

当 初 計 画 よ り良 好 0 3 6 3 2 0 1 1 2 18

当 初 計 画 ど お り 0 7 11 6 4 5 9 5 3 50

当 初 計 画 よ り悪 い 3 16 17 10 3 7 13 9 9 . 87

(合 計) 3 26 34 19 9 12 23 15 14 155

② 業 績 不 振 の,原 因

原 材 料 面 0 9 2 2 2 0 4 4 2 25

r

生 産 加 工1面 0 1 8 2 1 0 3 0 2 17

労 働 事 情 面 0 2 7 0 0 0 2 1 1 13

需 要 販 売 面 0 4 8 5 1 5 8 5 3 39

資 金 面 0 0 3 2 0 2 3 3 1 14

そ の 他 1 5 4 1 1 2 4 1 2 21

上記の原因が生じた理由

市 況 悪 化 1 7 8 2 1 3 4 0 2 28

パ ー ト ナ ー 不 良 0 0 1 1 0 0 2 1 1 6

その他 の事前調査不充分 0 0 5 0 1 0 1 1 2 10

同 業 者 と の 競 争 0 2 4 4 1 3 4 1 1 20

,'

●」欝欝 纏
'と の競争

0

.0

0

1

1

1

0

1

1

0

3

1

2

2

0

0

0

0

7

6

現地 企 業 と の競 争 0 2 2 3 1 0 0 1 1 10
、)

現 地 政 府 政 策 変更 1 0 3 5 2 0 5 7 2 ,25

そ の 他 2 6 3 3 1 2 4 3 3 27

(回 収 総 計) 4 31 45 21 12 15 27 17 22 194

(資 料)表2-6に 同 じ
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表2-8-(3)資 源 開発投資における業況 と不振の原因(地 域別)

地 域 別 ,

東アジア
東.南

中 南 米
そ.の 他

先進地域 計
原 因 別 ア ジ ア 後進地域

(1)当 初 計 画 と の 比 較

当 初 計 画 よ り 良 好 0 1 9 0 2 3

当 初 計 画 ど お り' 0 5 0 1 2 8

当 初 計 画 よ り 悪 い 1 8 8 1 4 22

(合 計) 1 14 8 2 8 33
・

② 業 績 不 振 の 原 因

原 材 料 面 0 1 2 1 1 5

生 産 加 工 面 0 3 1 0 0 4

労 働 事 情 面 0 0 3 1 2 6

需 要 販 売 面 , 0 1 1 0 1 3

資 金 面 0 1 2 0 0 3

そ の 他 1
「

4 3 2 3 13

上 記 の 原因 が生 じた理由

市 況 悪 化 0
レ

1 0 0 2 ,3

、 〉

パ ー ト ナ ー 不 良 0 0 1 1 0 2

、「

,

その他の事前調 査 不 充分 0
ρ

1
v

2 1 2

《'

6

同 業 者 と の 競 争 0 1 1, 0 1 .3唱

r一 r

本 邦 進 出企業との競争 0
'

0 0 0 1 1

第三国からの進出企業 と
く 0 1 1 0' . 、.∵0∵

'2

の競争 り '

現 地 企 業 と の競 争 0 0 09 0
・'0' 0

∨ 、

へ∨`9 ・1:

σ現 地 政 府 政 策 変 更
1

0 1 P
0

㌧::∵

1、

そ の 他 0 2 5 0 0 71
～

一

4 9 40'
(回 ㌧,尺,総 、 茸)

1
=、

1・8-

,「

・8一 ⌒

L …

(資 料)表2-6に 同 じ
ξ

へ
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問題点 としてあげ られ るのは,イ)需 要販売面,ロ)原 材料 面,ハ)労 働 事情面,二)資 金調達

面,ホ)現 地政府の政策変更,へ)現 地 パー トナー ト)投 資規模な どであり,ま た,地 域別 にみ

ても,そ れぞれの工業化の発展段階 に応 じて,い かなる業種を選ぶかが問題 である。

このように,海 外投資に必要 とされる国際情報 の範囲は,輸 出入取 引に必要 とされるものよりも

ある面では多いといえ よう。

海外投 資における企業 の進 出は,通 常次のプロセスによって行なわれ る。

進 出 目 的 の 明 確 化

、'

進 出 計 画 ア ウ ト ラ イ ン の 設 定

1。

国内における関連事項の調査検討

↓
進 出 計 画 実 行 案 の 設 定

Ψ

一

現地における関連事項の精密な調
査検討

w

已 出 計 画 実 行 案 の 設 定

～

進 出

先 にも述べた ように,わ が国の対外投資は,輸 出入 と関連 したものが多 く,し が も海外 プロジェ

ク トに,通 常,貿 易商社が介在する ことが多いため ,商 社からの情報が多い。必要 とされる海外情

報の入手源 としては,輸 出入取引の項 で述べたもの と重複 しているが,こ のほかに,国 内においで

は投 資コンサルタン ト,コ ンサルテ ィング ・エンジニア
,テ クニカル ・コンサル タントなどがあげ

られ・海外においては・ コンサルテ ・ング ・エンジニア,テ クニカ・い コ ンサル タント,鰭 事務

所,弁 護士事務所,提 携相手側企業な ども有力な情報提供先 としてあげられる
。

なお,海 外に対 し=(,企 業 が進 出する場合をチャー トとして示すと
,図2-2の とお りである。

② 外 資 導 入

酬 からわが国 に対 し投資する場合は・前項で述べたわが国の海外搬 の逆にな り
,情 報の収集,

提 供については,わ が国側よ りも,む しろ,そ れに直接関係 する外国側が積極的 になることはい う

まで もない。

外国からのわが国企業 に対する投資方法には,大 別 して,証 券取得と債権取得の2つ があ る
。前



図.2-2海 外 企 業 進 出 チ ャ ー ト
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現 地資 材 現地 金融 国 産 化 現 地 資 材 活 用

.

進 出計画 の.

ア ウ'トライ
ー

.ン の設定

『

一

工 場 立地 利 潤 送金 資 材 輸 入 制 限

日 系 移 民

一

ー

ー

一

労働力事情 税制 措置 輸 出 奨 励

財 閥 」労働輔1 労働 法 規 雇 用 制「限

-

'

技術 水準 そ の 他
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者は,わ が国企業の株式の取得 で,こ れは経営参加 的な株式取得,す なわち合弁会社 に対する投資

と一般的な株 式取得 とに分け られる。後者は資金の貸付 げで,こ れには貸付金債権,受 益証券,社

。 債
,外 貨債の取得が含まれる。

この ような外資の導入のほかに,わ が国における資金不足 と資金調達 の困難性お よび内外 の金利

水準の差な どが要因 とな って,外 資 を導入す るケースもある。'.

前 者 は主 として外国の企業がわ が国に投資を行な う場合であるが,後 者 はわが国企業がわが国の

銀行や証券会社を通じて,外 国の金融市場か ら資金を導入する場合 であ る。

戦後 におけるわが国経済の急速 な成長は,積 極的な外国資本の導入によるところが大 きい(外 資

導入状況 については表2-9参 照)。 この期間における導入の うち,貸 付金投資が大 きな割合を

占めてい るが,こ れは資本を他 に依 存するわが国企業の体質に対応 するものであった。

このなかには,ユ ー ゴ ・ダ ラーの取入れ,イ ンパク ト・ロー ンの導入 のよ うに,短 期 資本 の導入

もあるが,外 国金融機関のわが国経済 と企業 の成長性 に対する認識の向上に より,こ れ らも長期化

して きている。また,外 債募集について も,日 本開発銀行や電力会 社,地 方庁のほかに,わ が国企

"

業 が直接,外 国の金融市場で起 債 し,外 資の導入を行な うものが増えて きている。

一方
,外 国資本のわが国経済の過去の高度成長,今 後の発展可能性,市 場 としての規模 に対する

認識がたか まるに したがい,わ が国に対する資本 自由化要求は強 まってお り,ま た,わ が国企業 と

の合弁会社の設立など経営参加的な株式投資が増加 してきてい る。 また原油供給会社 とわが国石油

精製会社の例 にみ られる ように,貸 付金をてこにする市場 シェアの維持を図るような方策 もみられ

る∩

このほかに も,外 国の個人 あるいは投資信託会社な どの機関 投資家で,わ が国個別企業の成長 性

を高 く評価 し,株 式 取得をするものが増えてきている。当初 は,外 国の対 日株式投資は,ADR

(AmericanDepositoryReceipt)やEDR(EuropeanDepository

ReCeipt).UCよ る ものが多かったヵミ,最 近では外国の機関投資家だけではな く,個 人投資家がわ

が国企業 の株式を取得する ものが増加 してい る。

これまでのこのよ うな傾向 に加 えて,今 後わが国の資本 自由化が進むにつれて,わ が国に対す る

'㍉ 外国の直接投資は増え
,経 営参加 的な株式投資は姿を変えて,一経営支配 的な形 に移行.してい くこと

が予想される6 ,∵ ∴ ∴.・lll＼tl"t・t二 i'r

以 上 にみてきた,外 資導入のために必要 な国際情報 の量は,外 資導入の増加,わ け ても,外 資導

入の耀 の変化畔 ・て・齢 てきていると・・えよう○ れらの国鮪 報は,編 入取引頑 で述

べtcようなチ㌍ 竺 違 ⑰ 拒 杢r?四 興 嗣 や企業嘩 が㌍ 分野ではとくほ 要視

されて くるo,∵']1 .'」[i.'li∵II・1':rご ご1'訊 こ ご1・:if

これ らの情報は,'わ が 国め証 券会社∵銀行 とその海外支店;'`外 国の証券業者ジ 外国の金融機関な

どが有力な情報提供先になってい るが,こ のほか,外 国の企業 がわが国に進 出して くる場合,わ が



表2-9外 資 導 入 認 可 状 況

(単 位:千 ドル)

資 金 外 資

年 度 技 術 外 資 証 券 投 資 1貸付金投資 合 計
株 式 (内経営参加) 受 益 証 券 計 `

件 件 件 件 件 件 件 件
、
1

1949

1950
〆

1951
〉 446 35,571 (26,538) 766 36,337 103,124 25 139,486

1952

1953

1954
ノ

o

1955 72 5,101 (2,309) 52 5,153 47,054 7 52,214

1956 144 9,520 (5360) 115 9,635 93,652 15 103,302

1957 118 11,490 (7,282) 128 11,618 123,979 0 135,597

1958 90 11,350 (3・698)
116 11,466 231,473 28 242,967

1959 153 27,031 (14,561) 214 27,245 127,615 30 154,890

1960 327 74,151 (31,593) 555 74,706 127,132 20
や

201,858

1961 320 116,142 (40,170) 1,280 117,421 387,605 77 505,130

1962 328 164,668 (22,618) 650 165,318 358,419 86 523β23

1963 564 185,262 (42,656) 798 186,060 503,945 247 690,252

1964 500 84,846 (30,644) ユ,828 86,674 650,760 815 738,285

1965 472 83331 (44,643) 399 83,729 379,551 2,725 466,005

1966 601 126,735 (39,812) 390 128,578 329,711 261 458,550

合 計 4,135 935,197 (311,886) 7,290 943,938 3,464,020 4,372 4,412,329

(資 料)技 術導入要覧

(注)1認 可金額には再投資分を含む。

2技 術外資欄認可の件数中には,契 約当事者の変更に伴い再認可した場合の件数を含まない。

o

ー

O
O
ー
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国の市場調査会社や広 告エージ ェン ト,外 国の経営 コ ンサルタ ント,テ クニカル ・コンサルタン ト,

外国の政府,わ が国におけ る外国公館な ども有力な情報提供先 となろ う。





国際情報供給体制の現状第3章
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第3章 国際情報供給体制の現状

!概 説

一般に情報 の流 れの過程は
,収 集 ・蓄積,加 工 ・分析,利 用 ・提供の3つ に大 き

.く分けることがで

きるが請 報の供給 体制についても このよ う蝿 程に沿 ・てそれぞ鳩 門の憐 艮活動が考 えられ る
。

もちろん,こ のような活動はそれぞ れ別個に行 なわ れるものではな く,情 報 のinput,はout-

putへ,outputは またinputへ 循 環 するので あるか ら,実 際 の活動は,3っ に明 確に分 け

られるものでは ない。

以下には,電 子計算機 による情報処理を行な う機関つ き,情 報の収集 ・蓄積につい てはデ ータ ・ア

ーカ イヴを,情 報 の加工 ・分析については委託調査を,情 報 の利用 ・提供につ いて は情報サ ー ビスを

それぞれ 中心において述べ る。

(1}デ ータ ・アーカ イヴ

国際取 引の分野 を含めて社会科学 における資料の利用は,一 方では量 的拡大 に伴 う大量処理 の方

法,他 方では質 的深化に伴 う処理 の専 門化 を要求 する ようになったが,こ れに応 じて近年社会科学

に関す る資料センターが設立 されるようになった。データ ・アーカイヴ(dataarchive)

デ ータ ・センター一(datacenter),デ ー タ ・バン ク(databank)ド キ
ュ メンテー

シ ョン ・セ ンター(documentationcenter)な どと呼 ばれるζれ ら資料 センターは,

専 門の分野 をしぼって,各 種統計,お よび市場調査 世 論調査 ,社 会調査 などあらゆ る調査 データ

を体系的に集積 し,一 定の利用目的に積極的に応 じうる ようデータを処理す るとともに
,処 理 した

データ自体を提供す る点に重点 を置 いてい る。 とくに計量分析が社会科学 の分野で盛 んに行 なわれ

る ようになり,そ れに伴って斉合性をもつ大量の計量 的データが各方面で生産 され蓄積 されは じめ

た現代の状況に対応するもので ある。資料利用 の大幅な拡大,あ るいは新 たな利用の開発 など積極

的な機能を付与 された資料センターは,専 門的な知識 と高度のデータ処理配布能 力とが結 合された

複合的な組織 として発展 しつつあ るわけである。 このよ うなデータに関する新 ら しい組織 には
,次

のような基本的な機 能が求 められる。

第1に,一 定の限 られた分野 の基礎 的な情報を体 系的に収集 し,信 頼度,誤 謬の有無,内 容の判

定 などの評価を行 な うこと。

第2に,評 価 した情報を斉合性を保つ タう加工 し,一 定 の系列に編成する こと
。

第3に,電 子計算機操作に適合 しうるよ う処理する こと。 これには機械用デ ータ(machine -

rea'dabled'ata)の 集積,効 率的 な検索 システムの整備 が含まれ る
。

'第4に
,集 積 されたデータを常に更新 し,た えず 誤謬を訂正すること。
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第5に,他 機 関との共用利用のための様式の規格化・各種 コー ドの作 成を行 なうこと。

以 下国際取 引に関係 のある代表的なデ ーダ ・ア ーガイヴをあげると次の とお りであ る。

Th。R。p。,p。bli,Opi・i・ ・Resea・chC・nt…Willi・msColl-

ege,Williamst・wn・Massachusetts・

195'7年 に 正式に情報サ ービスを開始 した米国で最 も古 く,最 も大 きい社会科学 関係 のデ ー

タ ・アーカイブで,全 世界か ら社会科学関係 の調査データを集 め,現 在800万 以 上のIBMカ

ー ドを所蔵 してい る。

TheInter_UniversityConsortiumforPoliticalResea「ch

(IOPR),1。,tit。t・f・ ・S・ci・IR・ ・ea・ch・Th・U・iversity・f

Michigan,AnnArbor,Michigan.

1962年 に欧米 に おけ る約60の 大学,研 究機関を会員 と.して設立'されたもの で,政 治学 に

関 す る国内,国 外の調査デ ータを集め,そ のサ ービスは,カ ー ドやテープの単なる複製か ら始 ま

って,特 定の分析のための データの加工まで含んでい る。 なお,デ ータのなかには国際政治の比

較研 究のた め,計 量的 データを体系的に集積す ることを 目的 とするYalePolitical

DataProgramも 含 まれる。

② 委 託 調 査

久 しく社会科学 の分野 においては,理 論研究は専 ら大学,研 究機関の専 門領域 どされ,実 務的

調査は企業な ど各組織の内部で行なわれてきた。 とくにわが国においては,大 学に代表 される理

論と企数 代表さ旭 難 とは・とき嘩 寧静敵 ど儲 る姿勢崩 ぱ が らも渓 際には互に

相容れ ざる領域であるかに見 えた。 しか しながら近時調査の委託 を受けこれを専 門とす る機 関が

現れ,次 第 に大規模 な組織 的な調査を行 な うようにな っ た。 とくに米国 におヤ・ては莫大な政治関'

係 の委託費 を背景にR・ndC・ ・p・rati・n,St・ ・f・ ・dR・ ・e・r・hlnstit"te・

Art.her.D.Lit.tle会 社 な ど巨大 な専 門的委託調査機 関が成立 し,世 界 的な規模で活発な

醐 を徹 。てい る.例 えば,R・ndC・ ・p・・a…nは 元来 米 国空軍 の未繊 略嬬 合的

研究 を 目的 としたRA・ND計 画(…earc・h・ ・dD・v・16・men・)カ ミ1,'9'48年 独立 し

たもの で,1964年 に は所員1,100名 とV・わ れ・研究部門 も経済・麟 を中心 とする社会科

学か ら本来の分野で ある航空宇宙,物 理,工 学,数 学な ・の自然科勃 β門に及んでい る・,委託研

究 の大部 分陸 軍およ び政難 関からのもので・1962年 の 収入は・2・000万 ドルにのぼ・って

い るむ

,,、nf。,dR。 、e・ ・c・h・ ・…t… は,!94・6年 の設立Vaな る大規猷 醐 の委

託調査機 関で所員は約2,400入,研 究部門 も国際経済を含む経済,経 営部門 と自然科学分野で

は物理,化 学,工 学 のほか,生 物化学に及んでいる。 調査依頼先は政府関係機 関のほか,民 間企

業お よび海外の諸機 関 まで広汎にわ たっている。1963年 の 売上げは3・500万 ドル といわ れ
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る。 また,ArtherD.Little会 社 は創立は古いが,第2次 大戦後急速 に発展 した調査 コン

サルタン トで,社 員は 約1,400人 とい われ,研 究部 門も本来の分野である応用化学 のほか,地 域

開発,市 場凋査 など経済の分野 でも活発に活動 している。 とくに諸 外国の経済開発計画の立案あ る

いは海外投資の実行可能性調査(feasibilitysurvey・)な どが注 目されてい る。委託

調査は内外の政府機関,民 間企業か ら毎年gOO件 にのぼるといわれる。

わ が国におい ても,野 村 総合研究所が民間において始めて社 会科学部 門の委託調査機関 として発

足 し,そ の他調査代行 まで含めて様 々な設立構想がたて られている現 状である。

そ して,こ れ らの機関にみ られる共通 の大 きな特色は,調 査研究の対象については,自 然科学,

社会科学を通じて必ず しも一つ の分野に しぼらず,い ず れも理論的方法を最大の武器 として計量 分

析を 中心においている点 である。

':・このよ:うに社会 科学 の領域に おいて理論 ど実務□融合が行 なわれししか も巨大な企業 とτて成 立

する までになった理 由はなんであろ うか。

第1に,行 動 科学(behaviourscience)に み られるような実証研 究の尊重が考え られ

る。 いたず らに理論を先行 させずに,現 実を観 察する ことによって一つの事 実を とりだし,こ れを

体系 的に逐次累積する ことに よって組織 的な大規模調査研 究を可能 とする基盤が作 り出されたので

ある。'

第2に,需 要者 あるいは企業 自体の現実社会 への接近が あげられる。現代の ように高度化 した産

業社会に おいては,自 己 の置 か れた周囲の 状況を理解 しないでは元 その機 能を十 分発揮す ることが

で きず,と くに経 済成 長の著しい社会 においては,現 在の動 向の把握,将 来の的確な予測 なしには

存在を脅か される危険 さえあ る。 しかも対象となる現 実社会はますます 複雑化 してい く。.こ こに調

査領域 の専 門化,独 立化 の要 請が生 ずる。.

しかしナ第3の 最 大の理 由は,こ のような大規 模な組織的な調査を可能な らしめる方法上の客観

的条 件が備 って きたか らに他な らない。すなわ ち,電 子計算機に よる大量デLタ 処理方法 の開発お

よびデータ、の計量分析の理論 的方法の進歩であ る。電子計 算機はハー ド・ウェアの面でま.すます小

型 になり,容 量は増加 し,速 度は早 く,大 規模の結合 システムが可能 とな るで あろ うし,ソ フ ト ・

ウエア ー,ア プ リケーシ ョン ごウ.エアーの面 でも無限の将来を約束 されている。 また理論的手法に

おいて も,相 関分析,因 子分析 などの統計学的アプロニチ,リ 『アプログ ラミングなど計量経 済学

的アプ ローチ,シ ミュレーションなどオペ レー ション,リ サーチ(OR)的 ア プ ローチあ るいは情

報検索(IR)的 ア プ ローチな ど諸種の角度か ら開発 が行 なわれている。生 の情報 に対する需要 と

ともに,利 用し易い よ う加工 分析された情報へ の需要が高 まり,さ らには経営 の意思決定の直接の

材料になる情報 が要求 されるが,こ れ らの需要 と相互 に関連 しつつ諸種 の段階 に加工分析 された情

報 が供給 され始めたの である。
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{3)情 報 サー ビス

情報の提供 に関す る特色 ある活動は大 量ながら比 較的単一 の情報を正確 に,で きるだけ速 く,

しか も最新の ものを提供 するサ ービスで ある。 この ような情報 活動は国際取引の分野において も

存在 した。多 くの企業が国際取 引に おける信 用調査を依頼す るDunレ ポ ー トは典型 的な例であ

る。 しか し改めて現代の課題 として問題 とされる所以は,国 際的な通信設備,通 信技術 の発達 と

高性能電子計算機の出現に よって,こ のような情 報活動が質量ともに飛躍 的に発展を見 るだ ろう 、

とい う点である。 すでに米国に おいてはWesternUnionな どの大手通信会社,ま た電子

計算機 メーカーと情報関係 企業 との連合体,例 えばIBMとDunandBradstreet社,

GE社 とTime・Life社 な どが この ような大規模情報サービスに進出 している。 また全米の

株 式市場を結ぶ"exchangeco.mmufiity"の 構想 も株式取 引に関す るデータ処理 と提供

サービス を全 匡的 な規模で行 なわん とす るものである。 そのほか,米 国商務省 のWorldT卜

adeDirectryを 中 心とする貿易に関する情報 サー ビスをは じめ,人 工衛 星を使った国際

的な企業 情報の交換計画な どその将来 は際 限なく広が っている。

このよ うな情報活動を可能にしたのは電子計 算機 の発達によるところ大 きいが,そ の主たる創

面は次の3点 に要約できよう。

第1は,一 連 の電子計算機 同士 を結合 したシステムの開 発である。 まず,大 型機 と小型機 とを

結合することに よって小型機 に入出力処理を まかせ,大 型機は演算処理に集 中させることに よって

機械の 効率的運用を図 ることができる。例 えば タイム ・シェア リング方式を一 層効果的にする。・

次に電話線や無線を利 用してサブシス テムを設 ける ことによ り,ま ず大型機 に小型の衛星電子計

算機を配するネ ットワークを確立す ることがで き,ま た端末装置 を用いて効果的なオンライン ・

リアル ・タ イム ・シス テムを採用でき る。

第2は,ハ ー ド・ウェア 一面 における小型化で あり,ユ ーザ ーが直接電子計 算機 を駆 使する体'

制を作 り出す。 とくに アナ ログ計算機 に よって視覚を用い ることができれば一 層効果的で あろ う。

第3は,ソ フ ト・ウエアー,ア プ リケー ション ・ウエアーの開発による情 報処理方法の改善で

ある。

しか しな がら,米 国における現況については,電 子計算機 使用以前の マニュアルな段階にお い

ても情報サ ービス 自体が発達 していた ことは注意すべきで ある。

2.わ が 国 に お け る事 例

ひるが えって,わ が国 においては,マ ス ・コ ミュニケーションの発達に よる生 の情報の大洪水に

かかわ らず,'こ れ らを組織的に整理 し,需 要者 に提供する活動は,マ ニュアルな段 階においても十

分発達 してい るとはいえない。外部 情報 の利用に対する・じ理 的抵抗感,情 報 に対価を支払 う習慣の

未熟.世 界 的な商社情報網へ の依 存な ど組織的 な専門的情報 活動を阻害す る要 因が考え られるが,
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世 界的な情 勢か らみれば,こ れ らの障害を越 えて,国 際取引の分野において も大 規模 な情報 の処 理,

提供サービスが専門化,自 立 化する段階に来てい るといえよう。 以下には,国 際取 引の分野において

機械に よる大規 模な情報活動 を目指 して いる機関 として,ジ ェ トロお よびアジア経済研究所をあげ,

そ の情報 活動を通 じてわが国における国際情報供給体制の水準 を概観 するとともに,日 本輸 出入銀行

の海 外投 資相談 をとりあげて通常の情報サ ービスの現 状の一 端を見る こととする。

ω 日本貿易振興会(ジ ェ トロ)

① ジェトロの事業 と情報,

ジ ェ トロが,わ が国貿 易の専門化 された振興機関であ り,巾 広 い業務を担当 してい ることは事

改めて述べ るまでもないが,そ の営 むところの実務 は,驚 くほど多岐 にわた ってお り,情 報の内

容,性 格,目 的について単純 に表示 できない ほどである。

すなわち,調 査,出 版,資 料,情 報サ ービス,引 合 ・斡旋,PRと い ったマス ・コミュニケー

ションの形態に近い ものか ら,展 示,意 匠,輸 出秩序維 持対策,海 外施設運営 といった取引に密

着した実務に近い事業を も併せ行 なってい る。 とくに,発 展途 上国産品輸入 促進および業種別輸

出振興などの事業には,こ うした面 が強 くあ らわれてい る。

したがって,情 報の内容,フ ロー,性 格,数 量,形 態な どきわ めて区々複 雑で,単 純 な表示は

困難であるが,大 きく区分す ると次のとおりで ある。

イ)管 理業務情報(担 当部)総 務,企 画,経 理,海 外事業

ロ)事 業関連情報(担 当部)展 示,相 談,デ ザ イン,PR(課)

ハ)一 般貿易情報(担 当部)調 査
,出 版,資 料 ・センター

次に 上記各情報の内容について 若干説 明を加 えよう。

←r)管 理 業務↑青幸艮

こ れ は シ ェ トロに 限った ものではなく,す ぺての企業,機 関,団 体,組 織に共 通 した形態

の情報で,対 外供与 を行 な うべ きものではない。例えば,経 理,予 算 ,入 事,庶 務の各事項に

関連 した連絡,指 令 回答,報 告,記 録,説 明な どで,内 部組織 としてはすべての部門毎 に存

在しているが,主 として管理部門た る総務,企 画,海 外事業,経 理 の各部 が主管 して作成,管

理,受 発信 してい るものであ り,と くに ここで云々すぺきものではない。

(ロ)事 業関連情報

これは,事 業に附 随して発生 したか,も しくは事業遂行の手段 として取 り扱わるべ き情報 で

あ り,次 に述べ る一般貿易情報 とは,事 業 との関連 において明らかに区分さるべ きものである。

とくに,情 報を供給すべ き対象を限定するところに大 きな特徴が認 められる。

例えば,展 示事業を例 にあげる と,情 報 としては,事 前調査結果,実 施計画資料,見 積資料,

出品勧誘文書,申 込等手続,出 品物説明;反 響 調査結果,展 示実績報 告書,事 後処理 内容 ,経

理報告 などがあ げられるが,あ くまで展 示業務実施をめ ぐっての報告,記 録 が主 体 となってお
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り,情 報が手段 として 存在してい ることがわか る。 これ と同 じで,相 談(引 合 ・斡旋),広

報 宣伝(PR),意 匠(デ ザイン)の 各事業においても,一 部には,情 報 自体を客観的存在

として供給対象 に取 り扱 う場合 もあ るが,大 半は取 引実務に密 着したもので一般貿易情報

(1次 情報)と は区別すべ きものである。

内 一般貿易情報

情報 の 取 扱 い 自体を主 たる事業 としている部門において対 象 とされ る情報で,調 査,出

版,資 料センターな どの部門が収集,蓄 積 加工,処 理,供 給 してい るものである。 パンフ

レットな どPRや 引 合関係 資料を出版するな どの場合もあるが,出 版事業 自体としては情報

を広報する ことを主体 と し,か つ情報 にと くに意識を加 えてお らず,不 特定 多数者を供給対

象 としてい る点 が区別の根拠 となる。

これ らの情報は,貿 易関係 とい う限定 はあ るものの,一 応マス ・コミュニケーション方式

で取 り扱わ九 新聞,報 道,放 送な どにおいて問題とな ってい る大量情報処理方式が必 然的

にと りあげ られるのもこの種 情報 についてである。

② 情報 の現在量 と増大傾向

以上のように複雑多岐にわ たる情報 がどのよ うに変化し,ま た,ど のような処理量に達して

い るかを次にみよ う。 一例と して,ジ ェ トロ東京本部(ジ ェトロの機 構は,東 京本部を軸に,

海 外では トレー ド ・セ ンター16カ 所 機 械セ ンター2ヵ 所,事 務所48ヵ 所,計66ヵ 所,

国 内では,大 阪本部の ほか,10支 部,24相 談所に よって構成さ れている)に おける1日 の

通信量は ざっとみて,約7千 件に 達してい る。 これを年間にす ると約200万 件 にのぼるが,

各 内外組織 の相互お よび単独の通信量は少な くともその10倍 にのぼ るもの と考え られる。 さ

らに東京本部で現在,外 電特約受信 を行なってい るが,こ れが少 な く見積 ってIH約1万 件に

のぼ っており,情 報量は相 当大 きなものに 達し,す でに機械処理を要する段階になっている。

さらにこれ らの情報量は,年 々増大を重ねており,最 近の伸び率は とくに大きなものにな っ

て いる点が注 目される。'事業関連 情報 ならびに一般貿易情報 の増加を ここ数年間 トレースして

み ると表3-1の と おりである。,

と くにここ2～3年 の情 報量は急速 な伸びを示 しておりs+イ)貿 易関係者 の情報 に対する意

欲 の上昇,ロ)国 際関係情報の流通 技術 の向上,ハ)貿 易量の拡大,な どを反映してい る点が

明 らか であ る。,.'tt,1』tt∫:'

③ 情 報 の処理 とサ ーどス体 制 、∵.,∴_、.,...

上 述 した情報の うち,外 部に一応関係のない管理業務情報は別に して,事 業関連情報 と一般

貿易情報を とり,あげ,主 力事業について,そ の流九 ど現在量(2;iy.3年 の変化)を みたのが参

考資料5で ある。 これ らに より明 らかな ことは,情 報の流 れの方向・』プロセ ス(処 理 ・),伝 達

媒体 ご提供対象,:期 間 な どの観点か らみて,そ れぞれ異なった タイプを示 し1そ の処理;,サ ー
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表3-1シ ェ トロに対す る国際情 報調査依 頼状況

年 度'

項 目
.1965・ 1966 196・7

一 般 調 査 事 業'

報 告 件 数 3,568件 4,395 48 .15

巡 回 調 査 22件 434 43

受 託 調 査 事 業 、

受 理 件 数 198件 396 428

マーケッティング調 査 事 業

一 般 調 査 143件 20ユ 215

引 合 斡 旋 事 業 ・

引 合 受 理 1αOO6件 11,056 12,495

相 談 受 理 19,414件 20,489
弁22
,806

信 用 調 査 822件 1,561 1,994

資 料 セ ン タ ー 事 業
. ※ ※
出 納資 料(閲 覧) 49,130冊 75,254 135,755

湘 ・ 談 件'数 1,695件 4,374 一 一9
,690

コ ピ ー 件 数 29,680枚 38,277 5506・1

(注)※1部 推 計 を含 む 。

ゼ ス 方 式 が な か な か一 元 的 に 取 り扱 い に ぐ い とい う点 で あ る 。

・す な わ ち)1情 報 の 流 れ る 方 向 か らみ る と,'"・:tt・1

イ)国 内 か ら海 外 に 向 っ て ア ウ ト フ ロ ー し て ゆ く。

ロ)海 外 か ら国 内 に 向 っ て イ ン フ ロ ー して くる 。 …

ハ)情 報 が 交 換 ・往 復 し て フ ロ ー す る。

の3っ の タ イプ に 区 分 さ れ ・

ま た,情 報 を 供 給 す る 対 象 と して は,《一 ヘ

ィ)tt特 定 者(機 関 ∴ 企 業s"団 体 ジ 値 入,t研 究 所)'一

口)不 特 定 者(同 上)・ ㌦

に 区分 さ れ,一 口つ ・は さ ら に ㌧ 『 ㌧ ・ …"一 』 パ

1)一 般 の 不 特 定 者'・""・ttt`☆,tttt∴

㌧.2')'供 与 を 希 望 す る 不 特 定 老 ♪"… い

め タ イ プ に 区 別 さ れ る 。 ・ ㍉ 」㌧ ド ・ 一 ‥ こL::川 』
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さ ら に,情 報 の処 理(プ ロ セ ス)の 点、で は,

'イ)全 く未加 工の形(原 典
,原 資料)で 伝える。

ロ)整 理 分類 ほん訳,検 索,抄 訳,抜 草 して,利 用者の便を配慮 して伝達する。

ハ)分 析,加 工,総 合 し,体 系 的テ ーマの下に利用者 に伝達する
。

二)利 用者の依頼により,希 望の形態に おいて供与する。

とい う区分 を行な うことが できる。

また,情 報伝達の媒体 として,

イ)

ロ)

ハ)

二)

ホ)

へ)

ト)

資 料(印 刷物,コ ピ ー)

商 品,サ ン プル,模 型

文 書,テ レ ッ ク ス,テ レ タ イ プ

ロ 頭(面 談),電 話

写 真,マ イ ク ロ フ ィ ル ム,映 画

磁 気 テ ー プ,レ コ ー ド ・テ ー プ

講 演 会,報 告 会

な ど,区 々の形態があげ られる。

最 も一般 的な情報伝達が出版 ・印 刷物 の形である,ことはい うまで もないが,現 在 ジェ トロの

情報 の大半は,出 版物 に よって伝達 されている事実は参考 資料6の ジェ トロ出版 物一覧表に よ

って も明 らか であ る。

④ 貿易情報の検索 サービス

ジェ トロ情報 の提供 ・供給が主 として出版物の形 を とっで,需 要者に対して流 されてい る点は

明 白であるが,こ の方式に次いで注 目されるのは,資 料 ゼンターが資 料と情報について新 たな

試み として進めている情報検索 ・提供サー ビスであ る。資料センターが現在 まで蓄積 した情報

(広 義)は,、

イ)資 料(印 届物)

ロ)磁 気 テープ

ハ)マ イクロフィルム

の形を とっており,そ れぞれ利用者の選択 と要請に より提供 されるものである。 図書にっいて

は資料閲覧サービス業務に よるもの であり,同 セ ンターには貿易専門 図書館 としての機 能が付

与されてい 為

これ らの資料にっいて カタ ログ作成,文 献解題等PR的 な業務 が行 なわれてい るが,資 料 の

分析,加 工 編集 など情報 自体に手を加えることは行 なってい ない。

1964年10月,資 料セ ンターが発足 してよ り,3年 有 余を経て いるが,す でに資料購入

費は2億 円近 く投下され,国 内書店,海 外施設(ジ ェ トロ),海 外出版元な どのル_ト を通じ
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て,数 十万点の資料 が収集 されてい る。 その内容 としては,統 計 類,ダ イレク トリー(業 者名簿),

関 税表,各 国政府および国連 出版物,新 聞,雑 誌,企 業報告等が主力となってい るが,月 間約

1,000人 の閲 覧者,2,000件 の照会,10,000冊 余 の資料 出納,数 千枚の複写サ ー ビスが

あり,い ずれも上記 の資料が中心 となってい る。

と くに照会事項のなかには,商 品受託調査,信 用調査,市 場調査 との間に一線を画しがたい も

のもあるが,ほ とん どは原情報の提供を求め るもので,そ の分析,加 工,判 断は利用者に委ね ら

れている。

もちろん,利 用者 に対する参考活動(コ ンサル ティングやレフ ァレンス)は,当 然の事として

業務上行な ってい るが,あ くまで も資料 もしくは情報 の選択に ついてであ り,貿 易相談ない しは

調査 結果の判定 などの業 務 と軌 を一 にするものではない。

この種貿易情報 の処理 にっいて,と くに注 目されるのは特殊電子計 算機(情 報検索専用機)に

よる海 外貿易情報 の検索サー ビスの施行をひかえてい ることである。

すでに,セ ンター設置 当時よ り,新 聞,雑 誌,報 告,記 事等断片情報の処理 に腐 心したジ ェ.ト

ロでは,未 だわが国 において十 分に開発されてい なか った情報 検索サ ービスの施行 に踏切 り,現

在 まで上述 の情報を3年 余にわた り入力を続 け,約70万 記事 の蓄積(磁 気テープ)を 得たが,

t－方専 用機 の設計を検討 し
,す で に組立作業 まで進展 し,1968年 末 までに稼動 が予定 されて

い る。 一 方,自 然 語 によるキー ワー ド入 力方式が採用 されてい るため,キ ーワードの事項,

国 名,商 品名(参 考資料7参 照)に ついての シソーラスの研究が進 められ,設 置 直後 よりの施行

を予定 して結論が急がれてい る。 この入 力の対象は,世 界の有力紙約100種,専 門誌約500

種 で あるが,こ のほか,報 告,発 表 など,貿 易 に関する客観情報を採用 してい る。 すでに外部の

機械 により,入 力蓄積情報 のテス ト検索を行な ってい るが,一 般企業,団 体,政 府機 関 よりの要

望 が多 く,稼 動後 も順調 な需要のおこる可能性が示唆 されてい る。

入 力情報 の内容 を一定期間で試験 的 に分析 した と ころ,輸 出入取引関係 情 報 で 約25%,機

械,農 水産関係情報で13%,北 米,欧 州関係情報で約50%が そ れぞれ 占められているが(参

考資料8参 照)現 在のレフ ァレンス(照 会)の 構 成で もそれぞれ40%,13%,43%と ウェ

イ トが配分 されており,現 在 までの入 力情報のプ ロポ ーシ ョンが 需 要 パタ ー ンと大 き く食違 っ

ていない ことを立 証したもの と考えて よいで あろ う。

検 索機 の利用方式,入 出力方式,サ ー ビス体制は,図3-1の とおりであるが,今 回の検索機

の開発がわが国の情報処理技術の レベルア ップの一 助になることが期 待されてい る。

当面 の検索サー ビスは,海 外市場の貿易に関 す る諸情報 を対象 としているが,将 来 は文字情報

に限定 せず,統 計,数 字(と くに貿易統計,生 産統計 など),海 外主要企業 の営業実績 ・動向,

資 料 目次な どの検索 にまで発 展せ しめ,検 索機 のフル稼動 を実現させる予定 になってい る。(参

考資 料9参 照)

●
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⑤ 貿 易情 報処理 に関す る問題点

貿 易情報の検索サ ービスを含 め て,現 在 シェ,トロで情 報処理上の問題 となってい る点 をあげる

と,

イ)'前 述 したジェ トロの多角的 な資 料,情 報を一元 的に管理 し,大 量処理方式を 採用し,か つ,

円滑,適 確な提供 サー ビスを行な うため,内 外施設を含めて新機構を うちたて る必要がある。

ロ)貿 易情報 のパターンにより,関 連団体 とネソ トワーク ・システムを結び,情 報処理の重複,

脱 落を防止すべ きで ある。現在,貿 易情報 につ いてみて も,類 似サービス機関10数 カ所が

広狭,深 浅 の差はあ っても,か な りラップ した情報の取 り扱いを行 なっているので早急に,

そ の区分や守備 範囲を明 らか にして」利用者の便宜をはか る必要 がある。

ハ)情 報 の交換 ・処理 ・提供 に対 して,相 互 に調整 のとれた料金体系が早急にうちたてられる

べきであるが,そ れぞれの機 関において,情 報の収集,処 理,供 与に要するコス トの分析を

十分に行 なった上で,相 互の調整を図 ることが望 ま じい。

二)情 報 処理方式や規格 についても,各 セクター間で,共 通 したものを採用すべきであり,共

通性,画 一性が求 められる。

な どの点が指摘 されてい る。

② アジア経済研究所, ,・

ア ジア経 済研 究所は,ア ジア,ア フ・リカ等,い わゆ る発展途上国 との貿易の拡大 および経済協力

の促進 に寄与す ることを 目的として1960年,特 殊法人 として設立 され た調査研究機関であるが,

と くに国際取 引に関する情報活動 として,海 外投資お よび統計 に関する事業を挙げることができる。

① 海 外投資調査事 業

1965年 度 より図書資料部に投資資料調査 室が新設 されたが,・この事業 の進め方 として,実

際の海外投資 活動の前提をなす諸 問題 を精密 に把握す るという観点 に立 ち,研 究所 内部 に蓄積 さ

れた各種 研究成果 を基礎 として,第1に 発展途上国の投資環境 に関する基礎的諸事実を体系的に

整備す ること,第2に,こ れ ら諸国の経済,資 源,企 業,法 制等に関する調査資料を作成する こ

o

とを 目標 としている。・

資 料面での活動は,内 外の関係 資料 を収集して基礎的な事実 の正確な集積を作 り上げるととも

に,各 種 目録,索 引,デ ータ ・フ ァイルなどを編 さん して関係 諸機関 の間における資料の相互利

用の途を開くことを 目標と してい る。

調 査活動 の面で は,発 展途上諸国の投資環境 に関連 する経済,産 業,資 源,企 業,法 制等の諸

問題 元つ き,内 部研 究のほか共同研究,委 託調査 などの諸方式 を活用 し,必 要 に応 じ,現 地実態

調査を実施 してい る。・その成果は 「国 別投資概 観」 「調査研 究報告双書」1「外国の企業」 「海外

投資参考 資料」 とし.て刊行す るほか,要 求に応 じ関連諸機関 とネ ット・ワークを組みつつ,レ フ

ァレンス ・坑 一ビスを行 なっている。"'<・ 、'"'"～ 『
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② 統 計 事 業

1964年 度 に統計 部が発足 して以来,発 展途上国の一次統計 の網羅 的な収集 を図ってきた。

しか しなが ら,一 次統計は必ず しも購入 し うるものばか りではな く,入 手 に著 しい困難を伴

うので,各 国の作成機関 や国際関係 機関 との接触を密 にする とともに,資 料 の交換を積極的 に

行 ない,ま た現 地へ 出張 して原資料をマイクロフィルムに収 めるなどの手段を尽 してい る。 そ

の結果,現 在約'1,600タ イ トルの1次 統計 が蓄積 され,貿 易,農 業,人 口などの統計を中心

に時代 をさかのぼって整備 されつつあ る。

収 集 された統計については,厳 密 な評価 を行 なった上,貿 易,農 業,鉱 工業,入 口お よび そ

の他 の主要な分野に関す るもの につ いて,長 期 比較 あるいは国際 比較の可能な統計 系列 の編成

を行 ない,ま た,貿 易 マ トリックス,物 量バ ランスなどを作成 して,国,地 域 に関する経済の

基礎的構造 にっいて総合的 な統計 分析を行なうな どを企図してい る。

現在,貿 易統計の時系列にっい ては,わ が国の1951～65年 の15年 分,東 南アジア

19カ 国 の1948～1965年 の18年 分 の編成 が進行中であ り,ま た中国 について1963

年 貿 易統計作業が行 なわれてい る。

また,物 量バ ランスについては,東 南ア ジア19カ 国 の農業 に関し,1951～65年 の15

年 分 の作成に着手 した。

これらの統計系列 の編成 に当っては,収 集 した統計資料を磁 気テープ に収め るとともに,貿

易統計 について国連作 成テープ80カ 国分 の複製を行な うなど,磁 気テ ープ入力データの蓄積

に努めてい る。1968年 に集 積 する磁気 テープの概数 は,次 のよ うにな ってい る。、

貿 易 統 計679reel

日 本.30〃

先 進 国(22カ 国)、120〃 ・

ア ジ ア 諸 国(19カ 国)』 『95-〃

ア フ リカ 諸 国(18カ 国)36〃1

。 中 南 米 諸 国(未 定)5
〃 、

'共 産 圏 諸 国(4カ 国)'12〃 , 、

.中 国 推'計 ・1〃,

ア ジ ア 諸 国(detai1)270〃

,入 口 統 計'.,、'・43〃

.農 、業 統 計 一64〃

な おヂ このほか,工 業統計,二国民所得,各 種セ ンサス等体系的な整備を行 なう計画である。

1968年11月 には電 子計 算機 を導入 して上記統計活動を強化す るとともに,国 際交換 な

どによる磁気 テープの蓄積を図 り,ま た収 集した諸統計資料をbook;'t、ab・ ・1e,item

'
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ベースで検索で きるよ う電子検索 シス テムを整備す る予定 に なっている。

(3)日 本 輸出入銀行

日本輸出入 銀行は,輸 出金融,投 資金融,直 接借款を中心にわが国の国際取引に伴 う融資を取 り

扱 う機 関であり,各 案件 ごとに国際情報を必要 とする。 国際情報 に関係 する部 は,大 別 して,調 査 .

部,審 査部,営 業部であ り,3者 は有機的 に連 けいをとって案件 の成立を助けてい る。

審査部は,案 件 申請者,商 社,駐 在員 などよ り入手 した情報を基 にして案件,審 査 の調書を作成

し,調 査部 は海外の政 治経済情勢一般を調査する。 このほか,海 外法規については監査部法規課が

調査を担当してい る。

この ような情報 は業務の 目的 に従 って蓄積 され るのであるが,本 行 では,こ れ ら蓄積 された情報

を基礎 にして,海 外投 資に関す る対外サ ービスを行な っている。

1965年 に発足 した海外投資相談室 は進出計 画中の企業 に対 し,投 資先国 の投資環境 その他海

外投資に関する情報の提供を行 ない,開 設以来の相談累計 は,1,000件 を越 え,そ の うち,具 体

的 な投資相談 に関する ものは716件 に達した。1967年 度 上半期 中に受 けた投資相談数374

件 を 内容別に分 けると次の ようになってい る。

イ)投 資先の 外資受入制度,税 制,経 済事情,ま たは具体的 な進出計 画な どに関 するもの

217件

ロ)輸 銀の投資金融を 中jt・とする融資制度や融資条件 に関す るもの60件

ハ)わ が国の投資許可 に関す るもの60件

二)具 体的な進 出計画(合 併契約など)の 立案上 の留意点 に関するもの37件

なお,同 期間 中に来室 した企業数 は190社 にのぼるが,こ れ らの来 室企業は,輸 銀融 資期待の

有無 にかかわ らず,い わゆ る一流企業か ら小規模企業 におよび,地 域的にみて も東京 に限 らず全国

より電話 による問合せがある。

業種別 には商社 のほか製造部 門では化学,機 械,電 気機器,繊 維 などの製造業者 が多く,進 出地

域 別ではアジアが70%近 くを 占めてい る。
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第4章 国際情報需要および処理の将来の動向

1.国 際 取 引 の 将 来 の 動 向.'

(1)世 界 における動向

第1章 で述べたように,世 界各国間の貿易取引,資 本 技術交流などの国際取 引は年 々増大 して

、来てお り,今 後 も,各 国の工業化の進展,所 得水準の向上 などに伴って,増 加の傾 向をた どるもの 一

と考 えられ る。

この場合 その増加の程度 は,今 後の国際経済が第2次 大戦後今日まで進め られて来た 自由貿 易,

自由な資本 技術の交流の方 向へ進 むか,あ るいは国内産業保護主義の方向へ転ず るか によって,

か な り左右されるであろ う。

将来の国際経済は,GATTの 場 を主体 とす る関税引下 げ,輸 入制限や非関税障壁の撤廃,OE

CDに お ける資本,技 術輸入の自由化促進など,自 由貿易 自由な資本,技 術交流推進の努力が引

続 き行 なわれ,短 期的にはその時 々の国際政治,経 済情勢によって保護主義 の方向への動きが強ま

ることがあ るにして も,基 調 としては,自 由化の方向へ進む とみてよいであろう。

EEC,EFTAな どをは じめ とする世界の地域的統合が進みプ まtg最 近 北大西 洋 自由貿易

地域や大平洋経済圏な どの地域経済圏構想が次 々と打ち出されてい ることにみ られるように,地 域

化の方向を目指す動 きも強いことは事実であ るカ～ これ らの経済圏構想は 第2次 大戦前にみ られ

たよ うな世界経済のブロック化 を目指す ものではな く,域 内の物資や資本 労働力の移動 の促進を

図 ることにより,域 内各国の経済成長率向上 を意図してお り,前 記の大勢を阻害するもの とは思われ

ない。

また,現 在 隅 主 として政治的要因により制限 されている共産圏諸国 と自由主義諸国間の国際取

引 も,国 際政治がからむ問題 だけ に軽 々な予断は許されない にしても,現 在すで にみ られるように,

大勢 としては制 限緩和の方向へ進む もの と考えられ,こ れは将来 の国際取引を活発化 させ る大 きな

要因 となるであろ う。

さらに,10～20年 とい う長期的展望にたては,現 在UNCTADを 中 心に行なわれてい る南

北問題解決の努力が進め らち 特 恵関税の供与や資本 技術,貿 易面な どにおけ る先進国の経済協

力によ り,発 展途 上国の経済発展,工 業化が進み,こ れ ら諸国 の国際取引は増プ～ 多様化の方向を

た どることになろ う。

過去 の世界貿易は,1955～60年 の間に年率6.1%,1960～65年 の 間に7.6%の 伸 び

を示 して来た。将来の予測については,政 府 の経済社会発展計画吟1965～71年 の間の世界

貿易の伸びを,年 率6.3%と 予 想 してい る(表4-1参 照)。 また10～20年 後の長期見通しに
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表4-1世 界 貿 易 の 推 移(輸 入 額)

(1960年 価 格)

・ 年 次

地 域

輸 入金 額(億 ドル) 平均伸び率(%)

実 績 計 画 1950

～60・

1960

～65

1965

～71
1955 1960 1965 1971

先
進
工
業
国

北 米

西 欧

計

163.5

393.6

557.1

202.8

584.7

787.5

319.0

900.8

1,219.8

445.0

1,389.8

1,834.8

4.4

8.2

7.2,

9.5

9.0

9.1

57

7.1

7.0

非

工

業

国

ラテン ・アメリカ

アジア(除 日本)

ア フ リ カ

大'洋 州

計

92.5

93.4

67.9

41.7

295.5

83.5

134.3

83.7

58.6

360.1

86.6

163.7

107.3

76.7

434.5

108.7

218.0

125.0

96.9

548.6

△1.9

7.5

4.3

7.0

4.0

0.7

4.0

5.1

5.6

3.8

3.9

4.9

3.9

3.8

4.0

合 計(除 日本) 852.6 1,147.6 1.6543 2,383.4 6.1 7.6 6.3

(資 料)経 済社会発展計画

つい て1ち 日本経済研究 センターが行なった長期予測(日 本経済研究 センター 「1985年 の 日本

経済 」)に ょれば,今 後,1985年 までの世界貿易の年平均伸長率 を5.8%と 見 込んでお り,伸

び率は現在 よ り若干鈍化す るものの,今 後 もなお6%程 度 の伸びを維持す るものと見てよいであろ

う。

また国際間の資本 技術取引 については,近 年 この両取引は相伴 って行なわれ る例が増加して

い るカ～ その将来 についてみ ると,今 後も,現 在各国で とられてい る規制措置 は逐次緩和 の方向へ

進む ものと思わち 巨大企業の生産 力拡大 に伴 う世 界企業化 関税,.非 関 税など貿易面 における障壁

をの りこえるための海外企業進 出,海 外企業への資本参加,発 展途上 国に対す る資本,技 術協力な

どにより,か な りの増大を示す もの と考 えられ る。

② わが国に おけ る動向

資本,技 術導入の 自由化 にょ る本格的な開放経済 体制 への移行およびこれに伴 う経済の国際化の

進展によ り,わ が国経済 の世界経済 との関係は より緊密 にな り,わ が国の国際取引も今後ます ます

増加す ることになろ う。

第1章 でみた ような過去10年 間(1955～65年)世 界輸出の2.2倍 に及ぶわが国 の輸 出の
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大 巾な伸びは この間世界経済が順調 に拡大したことにもよるが,基 本的にはわが国産業の国際競

争 力の強化 世界の需要構造の変化に対応する産業の高度の適応能力に支え られて実現された もの

と考え られ る。このわが国産業 の特性は,労 働 力需給のタイ ト化 これによる賃金 コス トの上昇 な

どの問題はあ るにしても,今 後 しばら くの間 は失 なわれない もの と考えられ,わ が国輸出は,そ の

伸び率 は鈍化す ることはあ っても,今 後 とも引続 きかな りの増勢を示す ものと思われる。

この点を経済社会発展計画でみ ると,同 計画は1971年 度 のわが国の輸 出を167億 円 ドル,

1965～71年 度 中の年平均伸ひ率 を11,4%と 見 込んでい る。(表4-2参 照)L

また 輸入について も,経 済社会発展計画は,今 後 の経済規模の拡大(実 質GNP(1960年 価

格)1971年 度40,2兆 円,1965～71年 度 年平均増加率8.5%)に 伴 って増大 し,1971

年 度168億 ドル,1965～71年 度 平均年率12.2%増 と見込んでいる。(表4-2参 照)
●

次 に運輸,旅 行な どの貿易外取引についても表4-3に み るごとく,か な りの伸びが予想され る。

海外投資 については,前 項に述べた要因のほかに,重 要原材料資源の長期安定確保 のための開発

輸入投鎚 増大などが考訪 れ・また資本導入面について埴 本 曲 化の本格花の影響が大きいで

あろう。また,わ が国産業技術の欧米企業の技術水準への接近にょり,技術輸出の大巾な増加が予想

される。

2.国 際 情 報 需 要 の 将 来 の動 向

(1)国 際 情報需要の予測

前節で述べた ような国際取引量の増大 その内容の多様化に伴い,将 来のわが国の国際情報 需要

もまた,増 加 してい くことは明らかであ る。国際取引を代表す る指標 として貿 易をと り,こ れ と外

国郵便,国 際電報,国 際電話,テ レ ックスな どとの間の過去 の相関関係が,仮 りに将来 も続 くもの

として,こ れ らの将来の需要量 を推計 してみると,1966～71年 度 の間に外国郵便お よび国際

電報は1・2イ音 国際電話は1・6倍,テ レックスは26倍 になるとい う結果が得られる(19
.56～

66年 の 間の相関式から算 出,1971年 度 の貿易量は経済社会発展計画による)。

しかし,第1章 で述べたよ うに,国 際情報を全体 として定義づけ ることはきわめて困難であ り,

上 記の指標 は国際情報需要 をかな りの程度 代表 してい ることは確かであ るが,国 際情報需要そのも

のではない。そ こで第1章 で行な った因子分析 に よる傾向線 を単純 に延長して,将 来の国際情報需

要を予測 してみ ると,仮 に1960～65年 の間の需要増加を1と した場合 には,1965～70

Gの 間 の増加は2.2,1970～75年 の間の増加 は3.3の 割合 となる。もちろん ,こ の数字の絶

体値 自体は意味がないが,今 後の国際情報需要量が幾何級数的な増大傾向にあることが知られ るで

あろ う。

しかしながら国際情報の量や内容は,国 際経済情勢の変化や国際取引のパターンの変化によ り多分

に影響 を受け るもの と考えられ る。 したが って,将 来の国際情報需要の予測に当 っては,こ れ らの



表4-2.わ が 国 の 商 品 類 別 輸 出 入 の 推 移

(単 位;百 万 ドル)(通 関 ペース,時 価)
」、

年 度

商 品 別

1960 1965 1966

1971

(計 画) ,

年 平 均 伸 び 率

1960,-1965 1965-1971

輸

出

総 計 4,116 8,724 9,961 16,670 16.2% 11.4%

食 料 品 256 353 383 448 6.6 .4.0

原 燃 料 88 128 123 170 10.3 4.7

重
化
学
工
業
品

化 学 品

機 械 類

金属および 同製 品

計

184

975

594

1,753

575

2,774

1,747

5,096

674

3,434

1,787

5,895

1,212

7,073

2,820

11,105

25.7

23.2

24.1

23.6

13.2

16.9

8.3

13.9

軽
工
業
品

繊維お よび同製品

そ の 他

計

1,217

810

2,027

1,614

1,533

3,147

1,760

1β00

3,560

2,069

2,878

4,947

5.8

13.5

9.2

4.2

11.1

7.8

輸

入

総 計 4,660 8,417 10,013 16,750 12.5 12.2

食 料 品 591 1,537 1,716 2,858 21.1 10.9

原

料

品

繊 維 原'料

金属鉱および同くず

そ の 他

計

785

697

751

2,233

871

1,033

1,431

3,335'

926・

1,310

1,824

4,059

1,149

2,243

3,008

6,400

2.1

8.2

13.8

8.4

4.7

13.8

13.2

16.6

鉱 物 性 燃 料 780 1,690 1,862 3,341 16.7 12.0

加

工

製

品

化 学 品

機 械 類

そ の 他

計

277

432

348

1,056

424

707

724

L856

518

792

・1
.066

2,376

845

1,531

1,815

4,191

8.9

10.4

15.8

11.9

12.2

13.7

16.6

14.6

ー

↓
‥
ー

(資 料)経 済社会発展計画



表4-3わ が 国 の 貿 易 外 収 支 の 推 移

(単 位;百 万 ドル)
一

年 度 1960 1965 19.66
1971(計 画)

項 目別 '＼
受 取

v

支 払 言t璽) 受 取 支 払 計 受 取 支 払 計 受 取 支 払 計 ㌘
運 輸

一

,320 618 938 696
'1
,298 1,994 837 1,448 2,285 1,312 1,781 3,093 1.35

貨 物 運 賃

《
二217

317 .534 、366 717 1,083 451 846 1,297 707 915 1,622 1.25

'
、←

旅 客 運 賃
L

13
ご34 47 58 80 138 65 69 134

`149
143 292 2.18

港 湾 経 費 等 .9.0 267 357 272
『501

773 321 533 854 456 723 1,179 1.38

保 険 36 53 89 90 124 214 108 146 254 184 259 443 1.74

旅 行
ミ41

㌧
46 87 73 94 167 80 125 205 129 226 355 1.73

.投 資 収三 益 .85 コ21 206 209 398 607 258 439 697 509 557 1,066 1.53

倣 府:取 引 .433 19 452 385 46 431 507 44 551 293 76 369 0.67

そ ・ の 、 他 58 270 328 183 618 801 213 702 915 423 1,311 1,734 1.90

特許権 使用料 2 106 108 17
'166 ・

183 18 191 209 36 318 354 1.70

.そ 一 の 一 他 56 164 220 164 449 613 195 511 706 387 993 1,380 1.95

計 ご
;

973 1,127 2,100 1,638 2,578 4,216 2,003 2,904 4,907 . 2,850 4,210 ち060 1.44

(資 料)経 済社会発展計画

ー

ベ

凱
ー
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要素を十分考慮にいれる必要がある。

(2)国 際隣 艮需要に影響する要因

国際情報需要の予測に当って考慮すべき主要な要因は,以 下の諸点であろう。

イ)国 際機関 地域経済圏の増大

第2次 大戦後{ち 国滅OECD,GATT,IMFな どに代表される各種の国際的機関が設

立され,ま た,EEC,EFTAな どの地域経済圏が結成されたことにより,こ れらの場 を通ず

る世界各国の交流が増大している。今日の国際取引は これらの国際的機関において調整され,

決定された方針に基づき,ま た,こ れに多分に影響を受けながら行なわれているのが実情である。

これを国際情報需要の面からみれは,従 来は取引相手国だけの情報で国際取引を行ない得てい

たのに対し,現 在では 単に取引相手国だけでなく,こ れら国際的機関の国際取引た関す る政策

'なり意図なり
を,情 報として得ておく必要性が出て来ていることを意味している。

これら国際的機関の将来の動向は,世 界各国の政治 経済など各面での緊密化が進行す るなか

で,単 に数が増加するばか りでなく,質 的にもこれら国際的機関が各国の国際取引に及ぼす影響

の度合は強まり,国 際情報需要を増加させる要因となるであろう。

ロ)世 界企業の出現

欧米諸国の大企業を中心として,企 業の海外進出の盛行 一 世界企業の出現一 が今日の世界

経済の特徴である。

とくに米国の世界的大企業の場合に隅 電子計算機 写真フィルムが自動車工業などをはじめ

として,進 出先の国内において相当の生息 販売シェアを占めている例が多いカ～ これら企業の.

企業行動属 米国における本社の統一的な世界戦略の下に行なわれているものとみられる。

したがって,こ のような世界企業が関連する国際取引の場合に偶 イ)と 同様の意味で,進 出

先国における情報と併せて,本 国本社の政策意図に関する情報入手が不可欠になっている。

ハ)先 進国と発展途上国間の水平的分業の進行

将来の国際取引は 先進諸国間の水平的分業が進み,そ の間の競争が激化するだけではなく,

10～20年 のロング ・タームでみれぱ 現在発展途上国といわれている国 々の経済開発が進み,

かなりの国が先進国の仲間入 りをし,あ るいはテイク ・オフの時期を迎えるであろう。

現在 わが国とこれら発展途上国との間の国際取引璃 わが国からの工業亀 資本 技術輸出,

これら諸国からの一次産品輸入とい うパターンであるが,発 展途上国の工業化の進展に伴い,そ

の輸出品は一纏 品ばか りでなく・工業品vaまで及んで粘 ことが予想さち わが国およひ第3

国市場における,わ が国競合品との競争激化 わが国との輸出入取引の多様化 ひいては必要と

される国際情報の増大をもたらすことになろう。

二)海 外投資,技 術輸出の増大

わが国企業における資本蓄積の進展,企 業規模の拡大,工 業技術水準の向上などに伴って,今
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後のわが国の国際取引は,単 なる物一商品の輸出が増大するぽかりでなく,海 外に対する資本

技術輸出一企業の海外進出という形が多くなるものと思われる。これはEEC,EFTAな どの関

税同盟,自 由貿易連合における域内関税の撤廃,発 展途上国における国内産業育成のた助)高関税

の賦課 発展途上国に対する特恵関税供与に伴い第3国 市場で生ず るわが国の関税面での不利な

どに対処妨 たぬ あるいはわが国における賃金コス ト上昇を背景 とした,発 展途上国の豊富な労

力の活用などのためにも要請されるところである。

これを国際情報需要という観点からみた場合には,商 品の輸出の場合には,取 引は個々の契約

ごとに完結 していた一 したがって,こ れに要する国際情報も当該商品取引の周辺のもので済ま'

し得たのに対し,企 業進出の場合には,取 引は永続的性格のものになるため,当 該進出先国に関

し,経 済面のみならず政治,社 会面にも及ぶ情報一投資環境調査 一 が投資決定に際して必要にな

り,国 際情報需要量が商品輸出の場合に比較して飛躍的に増大するばかりでなく,情 報の内容も

複雑化することになる。

ホ)輸 出の市場別,商 品別構成の変化

現在のわが国輸出は,北 米 アジアの占める比重がきわめて高い市場構造になっているが,将

来は大洋州,中 南米,共 産圏等市場の比重がたかまり,輸 出市場の多角化が進むものと予測され

(表4-4参 照),こ れに伴い必要とされる国際情報もまた多様化することが予想される。

また,将 来}ち わが国輸出の商品別構成の高度化が一段と進み,樹 病 プラント蛸 化学品の

比重がますますたかまるものと予想されるが(表4-5参 照),こ れらは繊維,雑 貨などの消費

表4-4わ が国の市場別輸出構成比の推移

(%)

次市場別 1964 1975 1985

北 米 30.7 28.2 24.3

ア ジ ア 26.8 22.2 23.5

中 近 東 3.6 3.1 3.3

西 欧 13.1 12.8 11.2

大 洋 州 4.9 6.1 7.2

ラ テ ン 。 ア メ リ カ 6.0 5.8 6.2

中 欧 5.8 7.2 11.6

中 共 6.2 6.4

ア メ リ カ 9.1 5.3 4.1
1

て の 他 0 1.1' 2.2

計 1000 100.0 100.0

(資 料)日 本経済研究 センター 「1985年 の 日本経済 」
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表4-5わ が国の商品類別輸出構成比の推移

(%)

年 度 1971

1955 1960 1965 1966

商品別 (計 画)

総 計 100 100 100 100 100

食 料 品 7.0 6.2 4.0 3.8 27

原 燃 料 3.2 1.9 1.5 1.2 1.0

重 化 学 品
4.6 4.5 6.6 6.8 7.3

化
学 機 械 類

13.3 23.7 31.8 34.5 42.4

工
業 金属および同製品

17.9 14.4 20.0 17.9 16.9

品
計 35.8 42.6 58.4 59.2 66.6

軽 繊維および同製品
37.5 29.6 185 17.7 12.4

工
業 そ の 他 16.4 19.7 17.6 18.1 173

品
計 53.9 49.3 36.1 35.8 29.7

(資料料)経 済社会発展計画

財輸出の場合 に比較 して,需 要者が企業であるため に,輸 出の際 によ り詳細な情報が必要である。

また,.い ったん輸出をすれば終 りとい うことではなく,ア フタ ・ケアな どの問題があ るために,輸

出後において も'情報の確保が必要にな って来 る。

へ)開 発輸入の増大

輸入 面 についてみ ると,単 に1回 限 りの取引であれば比較的狭い範囲 の情報 でこと足 りるが,

長 期契約で輸入す る場合 とくに海外資源の長期安定確保の観点から,近 年事例が増えてい る開

発輸入の場 合には,前 記 二)と 同様 のことがいえよ う。

ト》情報の伝達,処 理手段の発達

オン ライン 。リアル ・タイム機 タイム'シ ェア リング機 な どの高性能電子計算機 の開発が進 み,

デー タ通信 から将来 はさらに一部情報 については宇宙衛星 を利用した国際的な情報 伝達が行 なわ

れ ることも考え られ るカ～ 情報処理手段が発達すれぱ 従来は収集が困難 であ った国際情報まで

容易に入手できることになり,こ のことは情報量の増大をもたらす1ことになろう。

(3)国 際情報需要と供給体制 ・

前項に述べたように,国 際取引の動向は,将 来の国際情報需要を,従 来の国際取引量と情報量 と

の相関関係以上に増加させる要因が多い。しかしながら,反 面では国際情報需要を減少させる要因

も考えられる。

将来の国際取引の一つの特徴ぼ,生 産力の巨大化,船 舶など運輸手段の巨大化を背景 とする取引
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単 位量の大型化 にあ ると思われ るが,こ のことは 取引単位当 りの必要情報量は増加す るにして も,

増加す る情報量 をある程度抑えることになるであろう。

また,今 後,各 国 における国際取 引面 における各種の規制措置が緩和,撤 廃 されていけば,制 度,

手続 な ど規制措置の内容に関す る情報 は不必要にな って来 る。

将来の国際情報需要 ま,上述の ような増加および減少要因がからみ合 うなかで,基 本的 には増加の

方向をた どることは明らかであ る。しかし,先 述の各種国際 的機関における世界各国の資料,統 計

の整備 が進めば,従 来各国 から得 ていた情報 を集中的に入手 できるという意味で,情 報入手 の回数

は減 少す ることになり,今後,情 報の伝達,処 理手段 の発達を含めた国際的な情報の供給体制が整備

され ることによって,情 報入手の件数は,あ る程度整理 された形であらわれるものと予想 される。

3.国 際 情 報 処 理 の 将 来 の 動 向

(1)国 際 情報処理 に関す るア ンケー ト,面 接調査結果

将来の国際情報は量的には大量化,内 容的 には深化,多 様化の方向をたどるものと考えられ るが,

こ のような国際情報の需要者であ る企業 などは,こ の ような将来における国際情報の動向に対処 して,

どのよ うな対策 を考 えてい るであろうか。この点に関しては,す でに第2章 において各所で述べ られ

ているが,こ こに要約すれば次のごとくになる。(表2-1,表4-6参 照)

イ)現 在,国 際情報 を専門的に取扱 ってい る部門を有す る商祐 製 造 業 者 は 少な く,ま ち 将来 そ

の ような部門の設置 を予定 しているところもあま りない。

ロ)海 外に支店,駐 在員事務所あるいは現地法人な ど何 らかの 出先を持ってい るところは 製造業者

を除いてかな り多 く,こ れらは国際情報 の供給源 としてかな り重要 な役割 を果 してい る(当 然 の こ

となが らとくに商社 においてその依 存度が高い)。 しかも経済の国際化,国 際競争の激化な どを背

景 として,今 後 これ らの新増設 を考慮 してい るものがかな りある。

ハ)国 際情報の収集 については きわめて関心が高く,雑 誌,統 計頚 新 聞などの各種資料文献の収集

商社,金 融機関 などの取 引先 官公庁,業 界団体か らの情報入手のほか,外 部 の調査機関への調査

依頼や上記海外支店,駐 在員の情報収集,海 外調査員派遣による独 自の現地調査 などもかな り行なわ

れてい る。

外部の情報機 関の利用度 をアンケー ト調査 によってみてみ ると図4-1の とお り,関 係業界 団体

の利用率が最 も高 く,回 答者の57%が 非 常によく,ま たはかな りよく利用してお り,次 いでジェ

トロ53%,官 公庁47%,在 日外国公館および外国政府関係機関22%民 間調査会社16%の

利 用率 となってい る。

≡)収 集 された国 際情報は一応何 らか の形 で蓄積 され てい るが,こ れらを利用しやすい ように処〕堅

加工 しているものは比較的少な く,大 企業を除げば;殆 ん どが収集 した情報 を蓄積 させたままてある。

ホ)電 子計 算機 を有するものの比率 は,企 業規模により大 きな差があるが,電 子計算機を有 している
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と ころでも,そ の用途 は,会 計事務 などの一般 事務処 理や在庫管理な どに限 られてい る場合が殆ん

どで,国 際情報の処理に これを利用してい るところはきわめて少ない。

表4-6国 際 情報 の収 集 先

収 集 者
収 集 先

官公庁,

組 合,団体

商 業
商 事

製 造 業 そ の 他 計
爲

海外支店,海 外駐在員,海 外出張 5 16 4 3 28

海外調査派遣員 2 2 4 2 10

外国業界団体 4 4

海外取引先 8 15 3 26

海外銀行 6 2 1 9

海外の知人,友 人 1 2 . 3

国内取引商社の海外調査網 1 2 3

外国通信社,出 版社,新 聞社 10 2 2 14

外国法律事務所,在 日外国人 2 2

無記入 21 33 21 4 79

回等計 46 67 50 15 178

(資'料)第2回 ジェ トロ事業別アンクー ト調査(1968年3月)

以 上の結果か ら次 のごとく推論 され るであろ う。

イ)企 業と くに規模 の小 さい企業で1ち あらゆ る国際情報を独 自に収集す る意思はな く,各 企業 に共

通 す るような基礎的情報 ぽ 業界団体 なり官公庁,ジ ェ トロ,ア ジア経済研究所 などの公的な情報

供 給機 関に依存 したい意向であること。 このことは表4-7に み るごと く,現 在 ジェ トロが発行 し

てい る「通商弘報 」に掲載 され ているもののなかで,関 心の高い情報は,輸 出入制度,関 税制度 な

ど各国 の制度,経 済,貿 易 に関す る一般 的動 向,商 品別の市場 動向 など基礎的情報に集中 している

こと,ま た表4-8に 掲 げた企業が希望す る国際情 報の項目 も,輸 出入動 向,商 品事情,関 税制度,

流 通機構 な どの比率 が高 く,個 別の業種 や企業 に関す る情報 をこれら機関にあまり期待 してい ない

ことによっても知 ることができる。

ロ)し かしなが ら,個 別企業独自の専門的情報隅 情報の多様化 複雑化に伴い,ま た他の競争企業

との関係 で迅速 に入手す る必要があ り,こ のためにも海外 出先 を持 とうとしていること。 直接輸出,

海外企業の進出の増加 に伴い,製 造業者の海外出先 も今後増加す るであろ う。

ハ)'国 際 情報の処理 については関[♪が低 い とい うよりも,国 際情報が大量化 しかつ複雑多岐 に亘 るた

め,そ の処理 の解決方法 を見出し得 ていないこと。

二)こ のため
,電 子計算機 自体の導入あ るいは増設計画 をもってい る企業は,小 規模企業を除けばか



一81一

図4-1国 際情報の収集先別利用度

関 係 業 界 団 体

日本 貿 易 振 興 会
(ジ ェ トロ)

利
用
す

る

非
常

に
ょ

く

す

る
か
な
り

利
用

あ
る

す

る

こ
と
も

た
ま

に
利
用

あし 全な
まな くい
りい 利

利 用
用 し100%

国 内 官 公 庁 15.1 321 259 151 117

在 日外国公館 お よび

外国政府関係機関
15. 333 21D 236

民 間 調 査 会 社

そ の 他

1

(資 料)表4-6と 同 じ

(注)回 答数700

な りあるカ～ これを使用して国際情報を処理することは殆ん どの企業では未だ考えておらず,前 段

階としての情報処理のための社内体制整備が,国 際情報の処理に電子計算機 を導入するための前提

になっていること。

(2)国 際情報処理に対する企業の態度'

以上の結果から,企 業側における将来の国際情報の処理に対する熊度は,次 のごときものである

と考えられる。

現在でも企業は,基 礎的な国際情報は官公庁,業 界団体あるいはジェ トロ,ア ジア経済研究所な

どの各種情報機関に依存するようになっており,そ の利用度は高まっているカ～ 将来の国際情報の

大量化を考えると,企 業間の秘密 を要しない共通的基礎情報の入手は全面的にこれら機関に依存す

ることとなろう。

他方,国 際取引がますます複雑化 専門化し,国 際競争が激化すると,企 業は競争相手より一歩

でも早く,国 際情報を入手することが,経 営戦略のポイン トとなる。したがって高度の機密性,迅 速

性を有する専門的特殊情報}ち 今後も上記のごとき公的情報機関に依存することなく,各 企業が独



表4-7「 通 商 弘 報 」 掲 載 情 報 の う ち 関 心 の 高 い 情 報

N %

lF

合 官 組 高 商 製 そ 合 官 組
,高 商

製 そ.

合公

団
造 の 公 舎 ・団

3

造 の

計 庁 体 業 事 業 他 計 庁 体 業 事 業 他

購読者
573・ 123 253 146 51 .・10α0 100.0

'100
.0 100.0 100.0

掲 載情報

経済貿易に関する一般的な動向と
その分析

354
ト
74 159 84 37 61.8 60.2 62.8 57.5 72.5

輸出入制度,関 税制度など各国の
制度

387 74
P

175 105 33 67.5 60.2 69.2 71.9 64.7

商品別の市場動向 342 79 157 79 27 59.7 64.2 62.1 54.1 52.9

マ ー ケ テ ィン グ ・ニ ュー ズ 125 26 66

1

27 6 21.8 21.1 26.1 18.5 11.8

海 外見 本市 情報 三 31 9 13 8 ,. 1 5.4
'

73 5.1 5.5 2.0

デ ザイ ン情 報 18 9 6 3 一. 3.1 7.3 2.ヂ 2ユ.
『

PRだ よ り 9 2 4 2 1 1.6 1.6 1.6 !.4 2.0

資 料収集情報 36 . ユ7 14 3 2 6.3 13.8 5.5 2.1 3.9

(資 料)表4-6と 同 じ

1
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表4-8国 際 情 報 の 収 集 希 望 項 目

収集を希望 輸 国 貿 関 開 産 農 鉱 商 土 通 流 入 商 個報 そ 同

する項目
出

入

際

収

支

易
為

替

管

税

制

発

計

業

事

林

畜

水
工

木

建

信

運

通

機

札

制

品

事

別
企
業
に
関

の 一計

左
比
率

難 名＼
＼

動

向

動

向

理
制
度 度 画 情

産

業 業 業

築

業

輪

業 構 度 情

す
る
情 他 06)

回 答 標 本 数 364 261 198 262 137 124 114 51 55 50 46 205 74 220 136 24

北 米 193 59 44 117 37 37 54 19 31 19 14 123 14 129 79 10 979 15.3

ア ジ ア 289 120 150 186 173 137 116 45 50 51 22 133 81 161 105 28 11851 29.0

西 欧 390 113 98 177 72 87 92 44 47 18 17 202 29 239 149 22 1,796 28.1

ア フ リ カ 76 35 57 49 34 29 .12 14 16 , 12 4 35 15 32 17 8 445 7.0

中 南 米 74 58 75 49 32 28 25 9 15 11 8 29 16 45 19 7 500 7.8

大 洋'州 78 26 36 66 29 26 25 10 8 6 2 35 9 37 15 4 422 6.6

中 近 東 33 19 27 24 18 12 7 7 6 11 5 26 10 23 8 3 245 3.8

そ の 他 31 3
』

12 26 4
'3

4 4 7 2 0 28 1 15 9 1 150 2.3

計 1,164 433 499 694 400 35.9 345 152 180 130 72 611 181 681 401 83 6,385 100.0

同上比率(%)
1

18.2 6.8 7.8 10.9 6.3 5.6 5.4 2.4
i
2.8 2.0 1.1 9.6 2.8 10.7 6.3 1.3 100.0

(資 料)表4-6と 同 じ
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自に海外支店,駐 在員事務所 などから,ま たは商社,金 融機関な どの取引先から収集 し,あ るいは

調査専 門機 関に調査 を依頼することとなろ う.。

将来 の国際情報がます ます大量化 してい くなかで,個 々の企業があらゆ る国際情報を各 々蓄積,

保 管す ることは これに要する経費,労 刀あ るいは保管スペースな どの問題を考えると疑問があ り,

現 状程度の整理の仕方で}ち 保管しておいても結局死蔵 されたまふに終る可能性が大 きい。

これ を利活用できるまでに加工 整理 し社内の リファレンス ・サービス に供す るためぬま,さ らに

ぼ う大 な経費 労力の追加投入が必要であ る。 このため,現 在でも既に一部企業では,ご く基 本的

な ものを除 き共通 的基礎情報は長期保管せず,必 要に応 じて外部の情報供給機 関に照会す ることに

してい るが,今 後はこの様な方式が一般化 していくことになる もの と思われる。

企業 内における国際情報処理の現在の水準および上 に述べた事情を考慮す る と,国 際取引を専門

とする商祐 外国為替を扱 う金融機関 一 これ は国際情報の需要者 であるとともに他の企業 に対す

る国際情報の重要な供給者でもある一 などを除けば,こ こ当分の間,企 業において,国 際情報の

処 理が動因 とな って電子計算機を導 入することになる可能性は小 さく,一 般事務処理 などの一環 と

して,国 際情報の電子計算機処理 も行なわれる とい う程度にす ぎないであろ う。 しかし,将 来大企

業 などで時 電子計算機の端末装置を置 き,後 述する情報センターとネ ットワークを結ぶことな どー

が考えられ よ う。

4.国 際 情 報 処 理 お よび 供 給 体 制 確 立 に 伴 う技 術 的 側 面

情報処理 および情報供給 システムの技術 的な発達 は,こ こ数年来め ざましい ものがある。今後の国

際情報 システムにおいて解決 され るべ き諸問題 としては,次 の ものがあげ られ よう。

イ)情 報処理網および供給網の確立

現在 における電子計算機 システムの利 用の方法鴎 いわゆる閉 じたシステムの利 用の範 囲を抜け'

切 っておら尤 情報 ネッ ト・ワーク情 情報の資料による交換 提供であ り,た かだか磁 気テープ

の コピーにょるネッ ト・ワークがローカル的に行なわれているにす ぎない状態である。

今後 における情報 システムの確立のためには,通 信網によるオンライン ・システムが是 非とも確

立 され る必要がある。

ロ)時 分割技術 の発達

上記の ネ ット・ワークが確立 されれば,情 報の集中化が行なわれることになろうが,こ れに伴っ

て待時間のない リアル ・タイム ・システムの確立が要求 されよう。これを可能 ならしめるためには,

電 子計算機 において,デ ータ ・セルの ごとき大容量 の記憶装置 が要求 され ると同時 に,マ ルチ ・プ

ログ ラヘ マルチ 。コン ソール ・タイプの本格的な タイム ・シェアリングが要求され ることになる。

ハ)情 報 の標 準化 層'

情報 システムのネ ット・ワー クに とって,最 も早急に解決 されなければ ならないのは,情 報の標
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準 化 である。電子計算機の出現 当時 からの独 自の開発の名残が,未 だに情報の コンバー トを余議 な

くしている現状 において今後に望 まれるのは,ま さにこの標準化である。

これがためには,少 くとも通信網 とのインタ 。フェイスにおける標準化が行なわれることが先決

問題であ る。次いで磁気テープにおける情報の標準化 ソフ ト・ウエアー,ハ ー ド・ウエアーの標

準化が要求されることになる。 ・

二)情 報入 出力装置の発達

国際情報は,ま すます増 大しつつある と同時に.そ の供給の迅速性が要求される。これに対応す

.る情報 システム
.における入民力の発達は,未 だ満足 な状態にあるとはいえず,む しろ情報処理機器

の最 も遅れている部分であるといえる。

入力装置におけるOCRの ごとき文字認識装置,出 力装置における電子式プリンター ・デ ィスプ

レイなどの発達を期待したい。

ホ)海 外施設との情報網における問題

国内における情報網の問題に加えて,海 外施設との情報網については,遠 距離通信における問題

および言語処理方法の解明の問題がこれにつけ加わる。

海外施設との情報網については,ケ ーブルの発達 マイクロ ・ウエーブ,さ らには通信衛星の利

用など技術的な画のほかに,国 際的な制度などの幾つかの問題を解決しなければならない。

次に言語情報の処理については,外 国の情報における言語情報の比重はかなり高く,各 国の言語

情報を一元的に取扱うたあには,こ れらを集中的に取扱うための翻訳機ないしは言語処理のための

専用機の発達が要求されるであろうし,そ の出現は海外情報の利用に寄与するところきわめて大き

いo、

5.将 来 の国 際 情報 供 給 体制 の あ り方

以下,第3節 で述べたような国際情報の需要者である企業側の要請および前節で述べた情報供給の

技術面を考慮して,将 来の国際情報供給体制のあり方およびこれに関連する問題点を検討してみる。

(1)商 社,金 融機関

商枇 金融機関は,自 ら国際情報の需要者であるとともに,個 別的,専 門的事項を内容とする情

報の供給者として,現 在でも国際情報の供給面で大きな役割を果しているが,今 後予想される国際

競争の激化に対処していくためには,企 業にとって,よ いキメのこまかい国際情報を迅速に把握す

ることが必要であり,取 引先の商社や金融機関からの情報入手の重要性は増大していくであろう。

とくに総合商社は,単 に輸出入取引のみならず海外への企業進出,海 外企業との技術提携などの ・

仲介役から進んで,今 後はこのような場合の コンサルタント的役割を果 してい くことになるとみら

れ,そ のぼう大な海外支店情報網を生かした一種の情報センター的機能を持つようになることが考

,えられる。
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また外国為替銀行は 外国為替取引を通ず る国際情報の供給機関 となってお り,国 内面では手形

決済の集 中処理な ど電子計算機を使用 した事務管理はかなり進ん でい るので,今 後はこれが外国 為

替な ど国際情報処理の面で活用されてい くことが期待 され る6

(2)調 査専 門機関

米国では私的受託調査専門機関が,国 際情報の供給面で大 きな役割を果している。わが国では公

的機関 であるジェ トロな どカ～ 業務の一環 として国際取引分野 の受託調査を行な ってい るカ～ 情報

に対して対価 を支払 うとい う意識の欠如 もあって,私 的調査機 関 の発達 が遅れている。

しかし,第3章 で述べた ように,わ が国 におい ても最近 になって社会科学分野における本格的な

調査機 関が活動を始め てお り,'情 報の重要性に対する認識が広 まるに伴って,国 際取引の分野にお

いても,調 査専門機 関が発足す ることは十分考え られよう。

(3)業 界団体

企i業が基礎 的な国 際情報 の入手 に際 し,最 も利 用している外部の機関は各種 の業界団体であ る。

これは,こ れ らの団体が官公庁,そ の他の機関から基礎的 な情報 資料を収集 した うえで,当 該業

界に属す る企業の必要性に合わせてこれを整理し,供 給する とい う,い わば情報供給の仲介的役割

を果してお り,企 業にとっても,個 々に情報を収集す る労がはぶけ,必 要 な情報を整理された形で

得ることができるためである。主要な業界団体のなかには調査,情 報収集 の専 門的部局を持 ってい

る ところも多 く,情 報時代を迎えて今後 これら業 界団体の事業活動のなかで調査 情報サービス事

業 の比重 はたかまってい くであろ う。

(4)情 報 サー ビス ・セ ンター

最近わが国の多 くの分野において,関 係情報を集中的に収集,蓄 積,加 工 分析して外部に供給

する情報サ ー ビス 。センターが設立 されつつあ る。'国際取引の分野における公的な情報供 給機 関と

しては,通 商産業 省 大蔵省 外務省な どの官公庁 のほかに,ジ ェ トロ・ アジア経済研究所をは じ

め とす る各種機関があ り,貿 易についてはジェ トロが,海 外投資については アジア経済研究所が

一応情報セ ンター的役割を果 している ものと考え られる。

しか しながら,こ れ ら機 関は情報供給だけを目的 とするものではないだけに,国 保情報の供給体

制 とい う観点 からみ ると,全 体 としての体系化がな されてお らず,基 礎的 な情報 については重複し

て収集 してい た り,蓄 積 された情報が必ず しも十分に活用 されてい ない うらみがある。また情報を

外部に提供するに当 っての不統一惟 一 例えば料金体系の未確立 一 もみ られる。

情報時代 といわれるほ どに情 報の重要性 か増大 して来ている現在 ます ます激化するであろ う国

際競争場裡において,最 新 で正確,詳 細 な情報を早 く入手 できるか否かが,今 後の企業の死命を制

することにな るとい っても過言ではあるまい。

国際情報 の大量化 多様化傾 向のなかにあって,前 述のよ うな情 報需要側の要請に応えるために

は,情 報 の供給側 においても,こ れに対処で きる体制 一 専門化された情報供給体制 を確立する必
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要がある.す なわち,今 後国際情報 の分野では元 それぞれ一定の分野に専門化 した貿易情報センタ

ー
,海 搬 資情報セン・一とい ・た よう端 報 セン・一が・全体 としての国際'情報供給 ネ ・トワー

クの一部門としての機能を分担す る体制をとり各 々専 門の国際情報 を収集,加 工 分析 して供給 す

るとともに藷 要都 対し,情 報を遜 繊 締 るため,各 センター噛 目互畷 融 連雛 佑1]をと

る必要がある と考えられる。魑さらにこれ らの情報センターは,単 に需要者に対 し情報を提供す るとい

うだけではな く,そ の解説,分 析 などを通 じて,そ れぞれ専門分野 における コンサルタン ト的機能

を果す ことが期待 される。

上記のごとき情報 センターの役割は,国 際情報入手に必要 とされ る酬 ネ ・ト・ワーク・◆鳩

複雑 な情報を収集,蓄 積 し,専 門的 に加工 分析するために必要 とされる資金的 人的投資などか

ら考えて,公 的機関が担当することになると思われる。

、か、沸 瞳 で述べた・う剛 際取引の婿 においても撤 勧 蹴 の鰹 ・提供サービスが

独口 企業として専門化 独立化する段階にさしかかっており,上 記の擁 情幸艮センターから情報

の供給を受け,需 要者に対する国際情報の供給の窓口となる,い わば国際情報サービスgセ ンター

構想と云うべきものが考えられる.同 センターは,最 新の基礎的国際情報を定期的に需要都 供給

するとともに,融 者の故 疏 じて,テ レ・ ・ン ・サービス;電 子計繊 を使用しての麟 サー

ビスな どを行な うことが考えらち 将来あ国際情報 に関するキー 。ステーション的役割を担 うこと

も期待 され よう。同センターの実現性如何 は,国 際取引分野におけ る情報産業確立の成否を占うも

のとして興味深いが,同 センター構想 について は

イ)サ ービス料金の基本的考 え方の確立

ロ)コ ピー ・ライ トの保護手段

ハ)情 報内容 の正確 臨 斉合性 を確保す るための情報,資 料原典の作成

な ど今後解決すべ き問題点が多 々残 されている。

(5)官 公 庁

最後 に将来の国際情報供給体制 に関連 して,政 府 に対 し要望 される主要点をまとめてみる。

まず第1に,将 来 の情幸陸 業は,あ らゆる麟 活動のベース となる産業へ と発展 してL'く ものと

考 えられ るが,わ が国 の現段階は情報産業時代へ幕開 きの時期 とい えよう。

情報産業 とくに国際情報産業については,そ れが本質 的に国際的なものであるだけ に,そ の活動

の範囲 も世界的な ものに発展 しやすい性格をもってい る。

現に,米 国 のDunandBradstreetの 調査報告は,全 世界的に権威ある調査 として利用

されているが ごときであ り,わ が国 における国際情報産業の確立 が遅れると,そ の育成 には多大の

困難i性を伴 うことになるであろう。

将来経済の国際化が進み,国 際情報の重要性がたかまり,最 新,正 確な情報の迅速な入手が企業

活動の成否をも左右することになることを考えれば,わ が国における国際情報産業の早期確立が望
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ま れ る と ころであ り,政 府におけるこのための積極的施策が要請される
。

第2に ・ 現在 わが国の官公庁 においては,経 済官庁 を中心とした
,基 礎 的な国際鰍 資料,統

計類 の収集 が行なわれているが・欧米 においては
,政 府が国際情鞭 料の収集,分 析 とその資純

ないし利用,提 供に至 る情報活動 を積極的 に行 なちている
。例えば米国商務省発行の1、ler.at-

ionalBusinessP・blicati…Checkli・t
,Th・Oversea、B。 、i。ess

Repo「tsな ど は・ 基 本 的 な 国 際 情 報 に 関 す る 資 料 と し て,世 界 的 に 高 い 評 価 を受 け て い る
。

わが敵 叩いては・・のような役割は・ ジエ ト吐 どの公共的纈 が担当している揃 であるが
,

政府自体rお いても,国 際情報資料の外部提供について,積 極的に取b組 んでいく必要があると考
　

えられる。＼

第3に ・情報の量 内容が大量化ecre化 し,そ の鰹 縛 門化していくと情報資料の内容の斉

鱗 規格の桁 性 が問題となる・とく国 際情報 酬 の揚鍋 そ煽 泄 界各剛 またがるも

のであるだけに・内容の斉合性の確保には困難性が伴 うが
,ま たそれゆえにその斉合化が重要であ

るといえよう。

また・将来 情報の供給㈱ 縛 門化し,各 種鰍 供給幽 の間の情報交撚 盛んになること情

報の電子計算搬 よる処融 進んで・・く・・などを考えると,内容の斉錐 とともに
,資 料の規格化

統一化が必要であり・ これらの点は国際間の問題で もある揃 に,政 府に湖 る指導力発勘 違 ま

れる。
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将 来 の 国 際 情 報 供 給 体 制図4-2
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参 考 資 料





〔参 考 資 料 〕

1.

1.輸 出 額

1960

61

62

63

64

65

66

67

2.輸 入 額

1960

61

62

63

64

65

66

67

3.海 外 投 資

1960

61

62

63

64

65

6・6

67

4.技 術 導 入 に よ る 支 払

1960

6、1

因 子 分析 に用 いた16個 の指標

(大 蔵省:日 本貿易月報)

4,055百 万Fiル

4,236

4,.916

5,452

6,673

8,452

9,776

1'O,442

(大 蔵 省:日 本 貿 易 月 報)

4,491百 万 ドル

5,810

5,637

6,736

7,938

8,169

9,523

11,663

(通 産 省:経 済 協 力 の 現 状 と 問題 点)

214件(1)グ ロス の 案 件 数
0

192(2)66年 は1967年3月 修正 値

22・2(3)67年 は暫定 値

276

289

337

391

444

(科学技術庁:科 学技術白書)

34,160百 万 円(1)甲 種,乙 種を含 む

41,641(2)67年 は 暫定値
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1962

63

64

65

66

67

5.技 術 輸 出 に よ る受 取

1960

61

62

63

64

65

66

67

6.海 外 旅 行 国 際 収 支 支 払 分

1960

61

62

63

64

65

66

67

7.

1960

61

62

63

64

65

66

67

41,388百 万 円

48,741

55,911

59,632

69,967

97,532

(科 学 技 術 庁:科 学 技 術 白 書)

811百 万 円(1)67年 は 暫 定 値

1,021

1,718

1,927

2,852

5,127

5.664

9,360

(日 銀:国 際 収 支 統 計 月報)

40.5百 万 ドル(1)

52.5(2)

47.9

65.4

68.0

67.8

78.O
e

95.3

64～67年 は観光旅行を除 く。

60年 は運輸省調

日本企業の在外貿易事業所数(通 産省:日 本貿易動態統計)←

963

1,153

1,220

1,434

1,636

1,731

1,809

1,951
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8.日 本 企業の在外貿易従業者数

1960

61

62

63

64

65

66

67

9.事 務 所経費国際収支支払分

1960

61

62

63

64

65

66

67

10.国 際 貨 物 輸 送 指 数

1960

61

62

63

64

65

66

67

11.国 際 旅 客 輸 送 指 数

1960

61

62

63

64

(通 産省:日 本貿易動態統計)

2,931人

3,562

4,018

4,678

5,364

5,784

6,135

6,582

(1)本 社 派遣人員.のみ

(日 銀:国 際収支統計月報)

39.9百 万 ドル

48.2

62.7

72.7

109.0

130.5

150.5

100.0

114.8

131.2

156.8

182.6

216 .3

258.1

261.9

100.0

150.0

183.4

253.0

285.8

(1)60年 は61,

で あ る。

(総理府統計局:日 本統計月報)

62年 の動 きに基 く推定値

(1)外 航海運,国 際航空の総合指数

(2)1960年 基 準

(総理府統計局:日 本統計月報)

山 外航海運,国 際航空の総合指数

(2)1960年 基 準
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'

1965362.9

66485.0

67609、9

12.雑 誌 お よ び 定 期 刊 行 物 輸 入 額

1960

61、

62

63

64

65

66

67

13.輸 出 広 告

1960

61

62

63

64

65

66

67

14.外 国 航 空 郵 便

1960

61

62

63

64

65

66

67

国 際 電 報 数

1960

6 、1

(大 蔵 省:日 本 貿 易 月 報)

・・… ・・百 万 円(1)60,61年 は62,

327.4

377.1

470.4

469.6

580.6

782.0

定値 である。

(電 通:電 通広告年鑑)

18億 円

33

51

65

87

89

97

120

(総 理 府統計局:日 本統計月報)

61,161千

67,733

75,977

82,338

93,553

101,982

116,285

127,656

(1)発 送,到 着の合計

63年 の動 きに基 く推

(総 理府統計 局:日 本統計月報)

4,138千(1)発 信,着 信,中 継信の合計

4,398



1962

63

64

65

66

67

16.国 際 電 話 度 数

・1960

61

62

63

64

65

66

67

4,387千

4,728

4,935

5,023

5,407

5,598

(総 理 府統計局;日 本統計月報)

.195千(1)発 信,着 信 の合計

200

229

261

372

514

607

866
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2 16個 の 指 標 の 相 関

1 2 3 4 5 6 7 8 9
、
10 11 12 13 14 15 16

1. 1,000 α959 0,982 0,932 0,957 0,920 0,955 0,960 0,996 0,993 0,978
0948 0,941 0,989 0973 0,967

2 0,959 1,000 0,964 0,986 0,962 0,986 0,960 0,956 0,967
0,959 0,988 0,991 0,961 0,983 0,986 0.970・

3 0,982 0,964 1,000 0,954 0,965 0,945 0,941 0944 0,987 0,976 0,986 0,967 0,936 0,982 0,971 0,974

4 0,932 0,986 0954 1,000 0,980 0,969 0,907 0,904 0,949 0,917 0979 0,993 0,918 0,957 0,949 0,982

5 0,957 0926 0,965 0,980 1,000 0925 0,898, 0,900 0,972 0,929 0,976 0,973 0,903 0,958 0,931 0,996

6 0,920 0,986 0,945 0,969 0,925 1,000 0,951 0,945 0,935 0,933
0,968 0,971 0952 0.958'

《 一
0,977 0,932

7 0,955 0,960 0941 0.9'07 0,898 0,951 1,000 0,999 0,948 0,974 0,947 0932 0,992 0,975 0,981 0,905

8 0,960 0,956 0,944 0,904 0,900 0,945 0,999 1,000
0,953 0,979 0,957 0,931 0,993

∨〆

0.979`' 0,980 0,906

9 0,996 0,967 0987 0,949 0,972 0,935 0,948 0,953 1,000 0987 0988 0,957 0935 0,988 0,974 0,977

10 0,993 0,959 0,976 0,917 0,929 0,933 0,974 0,979 0,987 1.000・ 0,974 0,940 0,958 0,991 0,986 0,941

11 0,978 0,988 0,986 0,979 0,976 0,968 0,947 0,950
0,988 0974 1,000 0,985 0,946 0,991 0,983 0,981

シ

12 0,948 0,991 0,967 0,993 0,973 0,971 0,932
る0
.931. 0,957 0,940 0,985 1,000 0,947 0,975 0,965 0,979

13 0941 0,961 0,936 0,918 0,903 0,952 0,992 0,993 0,935 0958 0,945 0,947 1,000 0,973 0,971 0,906

14 0,989 0,983 0,982 0957 0,958 0,958 0,975 0979
'

0,988 0,991. 0,991 0,975 0973 1,000 0,991 0,966

15 0,973 0,986 0,971 0,949 0,931 0,977 0,981 0,980 0974
0986 0983 0,965 0,971 0,991 1,000

'

0,944

1

16 0,967 α970 0,974 0982 0,096 α932 0.90司0.906
)

0,977 0,941 0,981 0,979 0,906 0,966 0,944 1,000

1

⇔

。。
ー



3.貿 易 に 要 す る 情 報

大 項 目 中 項 目 小 項 目
1表又は 統 計 例

1目 然 と社会

1.自 然

(1)面 積 州県別陸地面積

(2)位 置

(3)地 勢

(4)気'候 気温,湿 度,降 雨量

2.社 会

(1)人 口

外側」県別人口

出生,死 亡率

男女別人口

年令別人口

人種別人口

(2)言 語 言語別人口

(3)宗 教 宗教別人口
し

(4)略 史

(5)政 治 機 構

.政 体

憲 法

行政組織

議 会

政 党

司法制度

(6)経 済 制 度
一

H財 政,金 融

1.国 家 財 政 才 人 ・ 才 出 国家予算,独 立付属機関予算

2.地 方 財 政 才 人 ・才 出 地方予算

3.税 制 (1)国 税

税 率 表 |

(2)地 方 税 1
1

一99一
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1大 項 目 中 項 目 小 項 目 表 又 は統 計例
,

4.通 貨 通貨発行高

流 通 高

5.金 融 機 関 (1)中 央 銀 行 バ ラ ン ス シ ー ト

(2)市 中 銀 行
〃

(3)特 殊 銀 行
〃

(4)政 府 金 融機 関 〃

(5}民 間 〃
〃

6.金 利

(1)公 定 歩 合 利率 と変動の表示

(2)長 期 貸 出金 利 〃

(3)短 期 貸 出金利 〃

(4)そ の 他
〃

7.社 債 ・株 式

(1)社 債 社債発行高1

② 株 式 株式発行高

H産 業

1.概 況 経済成長率,国 民総生産,実 質国民所得,
産業別国民所得,産 業別就業人口

2.農 業 農産物収穫高,作 付面積

3.林 業 森林資源,林 産物生産

4.水 産 魚船数 漁獲高,水 産加工生産物

5.畜 産 畜産物生産高
、

6.鉱 業 埋蔵物,産 出高

7.工 業 工場数,従 業員,生 産高

8.建 築 建築工事受注実績,着 工延べ面積

9.商 業

(1)卸 売 業 {罐 欝 欝㌶ 麟 従業員数
(2)小 売 業

1α 電 気 ・ガ ス

水道

(1)電 気 発電量,使 用電力量,電 圧,サ イクル

(2)ガ ス ガス生産量,使 用晶 普及状況

(3)水 道 上下水道普及状況
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,大 項 目 中 項 目 小 項 目 表 又 は統 計例

1].運 輸 ・通 信

(1)鉄 道 鉄道事情 運輸状況,車 輌保有量

(2)自 動 道路事情,運 輸状況,自 動車保有台数

(3)船 舶 海運事情,運 輸状況,船 舶保有量,港 湾施設,

(4)航 空 航空事情,運 輸状況,利 用状況

(5)通 信

通 信

電 話

郵 便

ユ、 通信量
「
}
'

取扱状況,普 及状況

.12.観 光 観光客数 観収入

IV経 済開発計
画(主 に低
開発国)

1.概 況

2.開 発 予 算 開発予算,財 源L

3、 進 捗 状 況 予算支出実績

4.海 外諸国の

経済協入

(1)資 本 に よる協力 受入れ援助額

② 技術にょる協力 技術導入状況

(3)企 業進出外資導
入法労働関連法

1

規

5.入 札 制度 関連法規入札手
続き

V経 済関係機

関
1

1.政 府 お よび

半官半民機
関

(1)中 央

(2)地 方

2.民 間 機 関

(1)中 央

,(2}地 方i



●
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大 項 目 中 項 目 小 項 目 表 又 は統 計 例

w 国民 生活

1. 所 得 水準, 都市,地 方別世帯当り所得
所得階層別世帯数
賃金 ・労働時間

2. 消費 水準 住宅事情,家 計支出,消 費支出,耐 久消費
財の普及状況,栄 養摂取状況,主 計費指数

3. 物 価

(1) 卸 売 物 価

|(2)

(3)

小

消費者

売 〃

〃

物 価 指 数

∫
4. 厚 生 病院,医 者数,衛 生法規,健 康保険

5. 社会保障

6. 教 育 学校 ・生徒 教師数,文 盲率

7. 報 道

(1) ラ ジ オ ・テ レ ビ 普及状況,受 信機数,広 告料金
放送

(2) 新 聞 ・雑 誌 発行部数 使用語,読 者数,広 告料金
'

孤 外国との経
済 ・貿易関

係

1. 概 況 輸出入統計

2. 輸 出
'
国別 ・商品別輸 出統計

} 国別 ■ 商品別
3. 輸 入 〃 輸 入 〃

4. 国際収支 国際収支表

5. 外貨事情 外貨準備高

6. 外国への経
済協力(主
に先進国)

(1) 資 本 協 力 資金援助状況

(2) 技 術 協 力 技術 〃

皿 貿易管理制
度

1. 輸 入

(1) 輸 入 政 策

(2) 輸 入 機 構

(3) 輸 入 管 理
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{

大 項 目 中 項 目 小 項 目 表 又は 統 計 例

(4)輸 入 手 続

2.輸 出

(1)輸 出 政 策

② 輸 出 機 構

(3)輸 出 管 理

(4)輸 出 手 続

K為 替管理制
度

1.為 替 管理政 資本取引面の規制
}
'

策

2.為 替 管理機

構

3.為 替 管理法

X関 税制度

1.関 税 評価制

度

(1)法 規

(2)運 用 状 況

2.関 税定率制
、

度

(1)法 規 対日主要輸入品税率表

② 運 用 状 況

3.輸 入 付加税

(1)法 規 税 率
{

(2)運 用 状 況

Xわ が国 との

経済貿易関
係

1.経 済協 力

(1)資 本に よる協力

}政 府 ・民間ペース
② 技術による協力

2.貿 易 関係諸

協定

(1)通 商航海外約

(2)通 商 協 定

(3)貿 易 取 極
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大 項 目 中 項 目 小 項 目 表又 は 統 計 例

3.対 日貿易差

別

(1)輸 入 制限(運 動)

(2)貿 易 管 理

(3)輸 入 差別 関税 税表

4.貿 易 概況

|
5.わ が 国の輸

出

6.わ が 国の輸

入

7.わ が 国 と の

o

問題点

8.日 本側の輸

出手続 ・領

事手続

刈 流通機構と
取引上の注
意点

1.商 取 引 と経

済活動の中
心

2.取 扱業者 の

性格と活動

3.ノ 」'売市 場 と

消費者
v

4.生 産 財市場

5.商 取 引に関

する法規
、

(1)特 許

(2)商 標

(3)各 種 流通 規 制

(4)各 種 規 格

付 旅 行 者 の ため の参 考 事項

外 交 関 係

在日外国公館
}住 所

在外 日本公館

ピ ザ
i

交 通 便
1

持込 持出外貨 |
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大 項 目 中 項 目

物

ホ

祝 祭

営 業 時 間

駐在邦人その他
定期見本市と開
催時期

政 府 ・民 間

刊 行 物 市 場

調 査実 施機 関

4.海 外企業進出の際 に要す る情報

項 目 内 容

自 然 条 件 位置 面積,地 勢,気 候,資 源
●

植民時代,連 邦成立までの略史

社会の諸特徴

移民および人口政策とその問題

生 活 様 式

社 会 生活水準

階級社会意識

社会保障制度

教 育

マス ・コ ミ ュニ ケ ー シ ョ ン,文 化 関 係(新 聞 雑 誌,テ レ ビ,ラ ジ オ,映 画

芸術,ス ポ ーツ,そ の他)

祝祭 日一覧(州 に より異なる)

都市計画と都η了化問題

略 史
、

政治構造(憲 法,元 首,立 法,行 晩 司法,連 邦政府 と州政府 との関係,政 党,

政情,選 挙制度)

政 治 ・外 交 対外関係

外交政策の基調

SEATO
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項 目 内 ・ 容

コ ロ ンボ ブ ラ ン,EOAFE

アジア開銀

対外援助

利害関係国 との関係,そ れに対する態度,日 本 との関係

戦後経済の推移 と現状
一般経済情勢

国民経済の問題点と今後の見通 し

産業構造の特色

産業別国民所得構成,工 場数,就 業人口

産業の地域別,州 別分布と地域開発計画

産業政策に対する基本的態度

中小企業問題

主要産業の現状と見透し

農業(含 牧畜,酪 農,大 規模農場方式,灌 概)

羊毛,小 麦,畜 産,砂 糖,綿 花
●

鉱i業 1、

金,鉛,亜 鉛,銅,錫,鉄 鉱 石,石 炭,ポ ー トサ イ ト,

石油

産業構造と産業 農林水産関連工業(製 糖,カ ンヅメ,木 材加工,油 脂等 ・…)

基 盤 繊 維

紙,バ ル ブ

セ メ ン ト,ガ ラ ス,ゴ ム.,

化学(肥 料,染 料,薬 品,合 成樹脂,プ ラスチ ック加工,石 油化学,そ の他

化学等)"
'

機 械(含 自動車,造 船,重 電,弱 電等)

鉄鋼,非 鉄鉱工業(ア ル ミ等)

電力(電 源開発計画,水 火力別設備能力,配 電料金,電 流特性,原 子力開発)

運輸(鉄 道網,道 路,港 湾 航空網 鉄道業,海 運業)

通信(郵 便事業,電 信,電 話)

商業(商 業資本,商 社,取 引銀行,流 通形態,協 同組合)

観光事業

財政制度の特色,財 政政策の推移

連邦政府予算1
`
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項 目 内 容

州政府予算

国債発行とその消化,管 理問題

財政投融資(連 邦,州)
一 ー 一 「 一 罰-、 一 ー 一

金融制度の特色,金 融政策の推移

金融制度 ・準備銀行

財 政 ・ 金 融 商業銀行

財蓄銀行

賦払信用会社

連邦発銀行,ARFC

金融市場(貿 易金融,コ ール市場,金 利,マ ネーフロー)

'証券市場(株 式市場)

貿易為替政策

関係法規

輸入(管 理)政 策

輸出(管 理)政 策 輸出振興政策

関税政策

対外通商協定(と くに対日通商協定)

貿 易 英連邦特恵(低 開発国特恵)G五TTと の関係

自由貿易協定

貿易構造

貿易構造の特色

輸出構造 ・動向

輸入構造 ・動向

国際収支 ・外貨準備

1
対日貿易の問題点

i 特定経済圏における地位 と役割

外資導入の必要性

外国資本導入に対する基本的政策

外 資 政 策
外資に対する秘法上の優遇措置

二重課税防止協定問題

工業所有権,保 護と商事仲裁

投資保証

o
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項 目 内 容

国際投資紛争解決条約に対する態度

税 制

企業の財務分析

産業金融機関

連邦開発銀行,各 州の開発金融機関
産 業 金 融 と

資本市場
資 本 市 場

資本発行方法

証券引受機関

最近における資本発行状況

株式会社の発展

政府企業

企 業 体 制
会 社 法

経営者能力,企 業 グループ,資 本系列(財 閥)

主要経済団体

経済力集中に関する政府の態度

労働 力(過 少問題,移 民 人種問題,質,技 術教育,生 産性,募 集方法etc)

労働および雇用条件(労 働時間,賃 金,退 職金,災 害保険制度,就 業規則,厚

生施設,etc)

労 働 と 技 術 労使関係(労 働組合,団 体交渉,仲 裁制度,労 働争議)

日本企業の直面する問題

日本人労働者入国問題

技術水遊,開 発体制

政府の外国借款

民間企業における外資

国民経済における ウエイ ト

外 国 資 本 国別,産 業別の現況

導 入 状 況 外資の企業支配の状況

外国資本の直面している問題点

i

|外 国の今後の動向
l

il技 術導入の現況 、
!

レ



一109一

項 目 内 容

わが国企業の進

出 状 況

実績,問 題点,将 来への対策

進出企業一覧表
'

そ の 他

産業,企 業関係法規

企業ダイレク トリ

外国投資製造業者名簿
オ

(注)

5.ジ ェ トロの各 種 事 業 におけ る情報 の フ ロ ーと最 近 に おけ る

・デ ータ の増 加 状 況

1.各 表 中,共 通に用いた線の意味

① 単 線(一 一⊃ 指示,連 絡 依頼を示す。

② 複 数

③ 点 線

④3本 線

2.

( シ)

(一一ーーー一 一)

(⇔)

◎ 印,情 報 フ ロー の ス タ ー トを 示 す 。

(1)(一 般)π 場調査事業

情報,・報告,回 答を示す。

経由,加 工,処 理を示す。

協議,検 討(相 互)を 示す。

本 部
　

　

　

　

刊

刊

報

報

年

月

日

週

(

(

(

(

書

場

報

報

白場

市

弘

情

市

外

簡

易

外海

海

通

貿

－F　 '

報 告 1965年 度 1966年 度 1967年 度
}

報 告 件 数 3,568件 4395 4,815

(「 般 市 場) 1,684 2,637 a412

(情 報 ・ 資 料) 1,884 1,758 2,403

巡 回 調 査 22 43 42

(管 内) 14 20 19

(管 外) 8 15 13

(臨 時) 『
8 5

(技 術) 一 一 5
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(2)受 託 調 査 書 業

界
体
合

工

業
団

組
施地

方
施
設

一在

外

施

設

・

1

1964年 度 1965年 度 1966年 度 1967年 度

受 理 件 数 242 198 396 428

(地域別)
'北 米

49 42 128 107

㈱ 欧 州 43 50 118 119

中 南 米 35 27 33 54

中 近 東
47 30 35 41

ア フ リ カ

ア ジ ア
68 49 82 107

＼オ セ ア ニ ア

(依 頼者)'民 間 業 者 50.3 55.7 ・55 .2 7α5

傾 く組 合団 体 45.5 25.0 27.3 23.5

、地方公共団体 3.0 12.5 17.5 6.0

(商 品)機 械 類 25.5 13.1 19.5 23.7
、

(%)

、
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(3)マ ー ケ ッテ ィング調査事業

府

界

政

業

海

外

市

場

海調 在
外
施
設

本

`

1964年 度 1965年 度
1

1966年 度 1967年 度

④ 一般調査(品 目) 74 143 201 215

(マ ーケ ッテ ィングシ リーズ)(計 画 調査)

∫国 数
15 15 27 29

t品 目 37 56 82 84

(市 場動 向シ リーズ)(加 盟調査)

因 数 8 26 39 46

品 ≧ 目
、

37 87 119 131

⑧ 特殊需要調査(対 象,化 学肥料)

[件 数
5 5 5 17

1国 数
人

5 5 4 15

⑥ 特殊市場調査(業 界調査補助)

人 員 42 42 47 40
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(4)輸 出秩序維持対策事業

海

列

調

。
ピ
ス
∨

在
外
施

関係官庁

業界 ・団体

1964年 度 1965年 度 1966年 度
i1967年度

④ 対 象 調 査

件 数
『 45 60 74件

対 象 国
『 一 14 20国

◎ 業界対策活動

代表 派遣 一 7 14 13人

1

◎ 海 外市場維持対策
一 8 11 12件

(ロ ビス ト経費補助)

(5)輸 出品意匠向上事業

界

一
庁
団

↓
方

業
メ
地
組



1964年 度 1965年 度 1966年 度 1967年 度

④ 海外優秀見本収集

点 数 .1
445 1,057 1,068 1,500

⑧ 収集見本展示会

回 数 17 27 31 44

◎ 研 究員派遣

人 員 .… 40

、}

41
.

42

(6)展 示 事 業

展示会
見本市

報

/'部 ＼

1964年 度 1965年 度 1966年 度 1967年 度

㊤ 一般見本市(ケ 所)

実 施

{
8 6 10 9

準 備 3 2 『 4

⑧ 専 門 見 本 市

実 施

{
7 6 7 12

・ 準 備' 3 6 4 4

⑥ 広 報 参 加

件 数 一 13 14 18

◎ 特 別 展

件 数 一 4 16 19

一113一
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(7}海 外 宜 ・伝 事 業

⇔
(

杢

ぷ
蔀/

＼

、

慧

資料,情 報

＼

1964年 度

`

1965年 度 19`66年 度

「 .

1'967年 度
`

④ 映画 ・TV・ 写 真宣伝

.

「

「

映画製作 6本 5 2 2

優秀映画買上 17種 、 15 13 13

(〃 本数)
● ● ■ ● ● 83本 106 103

TV映 画作成
●

6本 6 4 4

写真配布 25種 29 28 188

⑧ 海外出版物宣伝
s

TradeIndurstry 3.0千 部 3.0～4.0 3.0 3.0～6.0

、ofJapan

英文白書 2.0千 部 2.0 2.5 2.5
`

西語季報 1.1千 部 1.1 1.1～1.5 1.2～2.0、

中国語紹介 一

一

6ぐ

一 1.1千 部 1.1

◎ 有力者紹へい 、

人 員 5人 6 11 11

(8)貿 易相談,信 用調査事業(国 内よりの照会依頼)

海 外

調査機 関

地方施設

(企 業組合団体)
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④ 貿易相談(国 内)件

売 込

実 務 照 .会

業 者 紹 介調査

㌶ 事情
デ ザ イ イ

ク レ τ ム
、

資 料 閲
,覧

他

...;,.(計).

1⑧ 信用澱 願(件:)

1964年 度

,1,214

3,19
.4

2,919

1・930

1
.29

243

1,648

2,576

13,844

834

1965年 度

1,592

4・27i5

'4

,04 、6

2,502

157

318

2,702

3,821

19,414

822

1966年 度

1,985

3.899

4,774

2,951

166

538

3,563

2,883

20,489

.1輌シ5`6」

1967年 度

2,228

3,963

5,803

2,970

246

～

582

3.693

3,3'2'1

22,806

1,994

e(9)引 合紘 事業(海 外よりの雇 依頼)」
,冶,'

場

(
政
府

市

(
団
体

外

(
組
合

海

(
企
業

在

外

貿易情報

引合 〃

…
1964年 度

「.「

1965年 度11966年 度{1967年 度
Ii

受 理 件 ∵ 数 9,.7104 10,0 .06
.i1

・1
,056 12,495

(地 域 別)

ll北 ・米.

2,446 2,105 1,881 1,951

i中 南 米 .420 451 839 867

|

i欧 州
.1,940 2,335 3,061 3,905

く1

ア ジ ア ・オセ アニアi' 2,282 ②900 3,472 3,871 |
1中 近 東
,ア フ リ カ

{共 産 圏

2,616

一

2,215

一

1,803

一

L865i
36i

1一
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、

1g64年 度 1965年 度 1966年 度 1967年 度

(商 品 別)

機 械 2,672 2,669 a726 3,286

雑 貨 2,318 Z230' 2,867 3,181

繊 維 710 1,233 998 503

化 学 712 476 608 623

農 水 産 568 615 520 444

1鉄 鋼
544 438 290 251

…

ao)貿 易 資料センター事業

海
外

市
場

在 外'
施 設

外電 ・資料 テ7プ

資料収集

融

本 部

(資 料 センターン

地 方施 設1

(業 界)
(企 業)
G組 団)
(地方庁

閲 覧 サ ー ビ ス

コッピ ー サ ービス

ほ ん訳 出 版

(蓄積)検 索サ ービス

1964年 度 196'5年 度 1966年 度 1967年 度

④(東 京 ・資料 センター)'

一一

「 来館者(人) 8,897苦 7,790苦 9,516 10,747

出納冊数 5⑤052苦 49,130苦 75,254苦 135,140

資料相談(件) 16,015 14,037 16,723 30140

〈 照会件数 亀209 1,695 4,374 9,690

コピー枚数 29,485 29,680 38,277 55,061

検索件数
一 一 46 98

} 〃 記 事 故

!.一_

_1_

⊥ i5・0千 件i124千 件
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|
i'

1964年 度i1965年 度 1966年 度 1967年 度.

◎(大 阪 ・酬 室)

∫来縫(人)
7,342 7344 8,155

/醐 噛 1⑤112 14,160 15,600

⑥ 資料受入実績(含 寄贈)

(種)
統 計{

...'

2,050 5,676 4,500

(点) 7,356 ・■ ■ ■ ...■ 14,812

ダ ィ レ ク トリー
、 11,342点 987点
ナ 1,592点 a880点 く

単'行 書
・ L
{4 ,735種 4368種

'(種)

雑 誌{

.■ ■ ● …. 1,061 940

(点) 1⑤069 19,009 ・台 ■ ● 22,074

(種)
新 剛

・..■ .・.・ 78 101

(点) 12,409 13,007 .・ ・ ■ 18,268

6.ジ ェ トロ出版 物 一 覧表(43年7月 現在)

1定 期 刊 行 物

日 刊

週2回

週.刊

〃

月 刊

〃

〃

〃

〃

〃

隔 月

年 刊

〃

〃

〃

〃

通 商 弘 報'

トレー ド ・インクワイヤ リー

貿 易 情 報

農 林 週 報

海 外 市 場

農 水,産 月 報

デ ザ イ ン ・ハ ウス

中 国 経 済 研 究 月 報

資 料 と 情 報

日 中 貿 易 月 報

機 械 ニ ュ ー ス

海 外 市 場 白 書

輸出農林 水産物の現状 と展望 ・

輸入農林 水産の現況

海外収集見本 カタログ集

ジャパン ・デザ イン ・ハ ウス(年4回 ・年1回)



]118-

1不 定期干u徹 勿

マーケ ッテ ィング調査報告

(マ ーケ ッティング ・シ リーズ)

(市 場 動向 シ リニズ)

貿 易市場 シ リーズ

貿 易 資 料

'貿易情報 別冊

関 税 の 手 引 ・

資料 目録(東 京,大 阪)'

農 水産 シ リーズ

地 方 情 報 一

トレー ド ・ブ ックス

ロ 報 告書,そ の他

展示開催報告書

農水産 マーケ ッティング調査報告書

"コ ンサル タン ト調査報告書

7・ ジ ェ ト ロに お け る 情 報 入 力 お よび 検 索 事 項 代 表 例

情 報 構 成

口写

)

日
⌒

.名

口
叩

名

ル

占
…

名

ド

竃

月

地

商

ト

時

一

力

名

年

.

業

ワ

語

名

名

∵

行

.

業

イ

容

「

索

マ

資

発

国

産

企

タ

内

件

キ

国

品

①

②

③

④

⑤

⑥

⑦

⑧

⑨

⑩

検

①

②

66.0089M185

TIMES(E)

66.11.10.P17・

u.K

COMPUTERINDUSTRY

HONEYWELL,RCA,IBM

ttCOMPUTERFIRMMAKESAPROFIS"

66.11

PROTITPRODUCT

INVESTMENTREPLACEMENT

① ア メ リ カWASHINGTON州

② 綿 織 物(1吋 巾のみ)
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.③ 企 業 名

④ 年 月 日

⑤(資 料)

⑥(語 学)

⑦ キーワー ド 〆

③ 卸 売 商

④66/12

⑤(タ イムス)

⑥(英 語)

IM】)ORTCONTROLRETAILPRICE

WORKERSTRIKIゴ

CONSUMERDEPART

8・ ジ ェ トロに お け る収 集 ・入力 済 海 外 情報 の構成 比 と内包 事 項 例

(1)事 項 別

I

l'

c

,峯・

フ

や

ξ

重 要 項 目 構成比(%) 内 包 事 項'例

ユ,輸 出入取引 24.6% (輸 入 管理)禁 止。 制限 自由化,割 当,1/Lデ ポ ジット,

保 証手続(&7%) 、

(輸 出管理)基 準 禁山 .制 限,検 査 保隆 金融 振興機関

(9.9%)

(貿 易 政策)見 通 し計画・保護・ その他C6.0%)

2.生 産 性 139 生 産性,実 績 技術,公 島 工業所有権,規 格,検 査,設 備
↓

⇔

工場,新 設,開 発,研 究 新製品

3.市 場 流通 13.4 独 禁,販 売,流 通,需 要,資 源供給,市 況,消 費,市 価,競 争

輸 送,サ ー ビ ス

4.国 際 経 済 1α0 協足 取極,支 払,援 助,試 験技術 仲裁 関税 同盟 共同

市場,譲 許

5.経 営 7.8 年 次報告,財 務 収益,社 歴,経 営方針,PR・,展 示,合 理化

近代化,年 次総会1

∨

6.企 業 7.5 形 態,認 可,設 立,経 営管理プ破産,不 動臨 株式 資本,

系列,吸 収合併,協 力,ト ラス ト,カ ルテル,団 体 活動

7.経 済 政 策 6.6 開 発,計 画,規 則,予 算,政 策機関

8.関 税 6.5 輸 出入税,付 加税,割 当,通 関割当,仲 継 加工 ダ ンピング

9.投 資(金 融) 4.7 制限,奨 励,導 入通貨,金 札 割引,借 入 企業進出

1α 為 替 2.6 外為管理,支 払条件 借説 送金 手続 銀行

以 下 略
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(2)地 域 別

019 31

|

4 1

地 域 国 際 日 本 北米 中 米 南 米 東南アジア

% 5.0 2.0 22.7 2.1 13.6

{1
6 2 14

1

5

地 域 オ セ ア ニ ア 欧 州 中 近 東 ア フ リ カ 共 産 圏

% 4.1 36.0 3.4 7.6 3.5

(3)商 品 別

1商 品 % 商 品

一 一 「

%

繊 維 製 品 2.5

1

機 ・ 械 6.3

非 金 属 鉱 物 製 品 0.8

1

農 林 水 産 物 6.8

雑 貨 2.1

1

金 属 鉱 物 1.5'

化 学 製 品 3.1

1

非 金 属 鉱 物 06
一 一

鉄'鋼 製 品 1.9

1

原 油石 油製 品 石 炭 2.9

非 鉄 金 属 製 品 1.3

1

9.ジ ェ ト ロに お け る最 近 の 機 械 検 策 実 例

① アメ リカにおける'1964年 以 降 鉄鋼品ダンピング問題

② アメ リカ,デ ュポ ン,1965年 の新規 商品

●

③ 世 界IBMバ イ エ・レ・ シ ー メ ンスG・Eフ ィ リプ ス'モ ン テ カ

チ £ ・キ ャ タ ピ ラー 社 の1965年 の 動 き"

④1966,ア メ リカ ・ イ ギ リス ・ ナ フ サ の需 給

⑤1965,ア メ リ カ,自 動 車,普 及 状 況,将 来 展 望'

⑥1965～66ソ 連,ア ル ミ産 業 ・ 増 産 技 術

⑦1967・ ア メ リ カ・ テ キ サ ス 州 ・ パ イ ア メ リ カ ン措 置

⑧1965・ ア メ リ カ・ グ ラス ボ ー ・レ・ 生 産 ・ 販 売

必

ピ

A認

W
窪





'

⑨

-P

咋

`.・ ㌦

已θ二

'

の

P

ぬ



'

}



O

－

O


